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排水機場位置図

A-00

船渡東永寺団地船渡１工区区画整理その３工事

関東農政局 茨城中部農地整備事業所

茨城中部農地整備事業
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 標高：-0.868m

東永寺揚水機場1(既設利用)

北

想定支持層(令和７年度調査結果)

杭頭 TP-1.85m

杭先端深度 TP-7.35m

ひび割れ充填工　L=5.9ｍ

高圧洗浄工　Ａ＝115ｍ2



化学物質の濃度測定

植栽工事

内装工事

塗装工事

・ボード仕上げ工事作業    ・壁装作業

・プラスチック系床仕上げ工事作業　・カーペット系床仕上げ作業

・造園工事作業

・建築塗装作業

建具工事

屋根及びとい工事

タイル工事

金属工事

左官工事

木工事

鉄筋工事

コンクリート工事

鉄骨工事

防水工事

石工事

・鉄筋組立て作業

・コンクリートブロック工事作業   

・石張り作業

・大工工事作業

・タイル張り作業

・左官作業

カーテンウォール工事

適用工事種類

・アクリルゴム系塗膜防水工事作業

・アスファルト防水工事作業　・ウレタンゴム系塗膜防水工事作業

技能検定作業

コンクリートブロック

・ビル用サッシ施工作業    ・ガラス工事作業

・金属製カーテンウォール工事作業    ・ビル用サッシ施工作業

舗装工事 ・溶融ペイントハンドマーカー工事作業

排水工事 ・建築配管作業

・ガラス工事作業

・自動ドア施工作業

・塩化ビニル系シート防水工事作業　・セメント系防水工事作業

・シーリング防水工事作業

・FRP防水工事作業

・エーエルシーパネル工事作業

・押出成形セメント板工事

仮設工事 ・とび作業

・ALCパネル

・加熱ペイントマシンマーカー工事作業

・改質アスファルトシートトーチ工法防水工事作業

・合成ゴム系シート防水工事作業

（２）測定対象室及び測定箇所は仕上げ表による。

完成時の提出図書

完成写真

技能士

3．工事種目

2．敷地面積

1．工事場所

　※「3．工事種目」すべてを工事範囲とする。

I　工事概要

工事設計図

(1.5.2)

(1.5.9)

4．工事範囲

特 記 仕 様 書

・鋼製下地工事作業    ・内外装板金作業　

・内外装板金作業　    ・スレート工事作業

取合い

他工事又は他工種との

設計ＧＬ

工事区分表による。これにより難い場合は監督職員と協議する。

（１）屋内空気中のホルムアルデヒド，トルエン，キシレン，エチルベンゼン，スチレンの濃

　　　度を測定し，測定結果を監督員に報告する。

（３）測定は，バッシブ型採取機器により行う。

（４）測定方法及び測定結果の報告は，現場説明書による。

工事完成時に以下の完成写真を撮影し，監督職員に提出する。

1 試験及び報告書

地
業
工
事

・杭基礎

　・図示による（　　　　　）　　・

II　建築工事仕様

4

（全 9　枚）

13

3

2

4

5

6

7

9

14

16 建具工事

金属工事

防水工事

鉄骨工事

コンクリート工事

鉄筋工事

地業工事

仮設工事

土工事

屋根及びとい工事

18

19 内装工事

塗装工事

　・「3．工事種目」のうち　　　　　　　　　　　の工事範囲は下記表のとおりとする。ただし，その他の工事種目は

　　 すべて今回工事範囲とする。

　・「3．工事種目」のうち工事範囲は下記表のとおりとする。ただし，その他の工事種目はすべて今回工事範囲とする。

・構造物鉄工作業

(4.2.1)(4.2.2)(4.3.4)(4.3.5)(4.5.5)(4.5.6)

・直接基礎

　・図示による（　　　　　）　　・

　試験掘り（根切り底の状態の確認等）

　・行わない

　・行う

　・鉛直載荷試験

　載荷試験の方法

・杭の載荷試験 (4.2.3)

種類　　既製コンクリート杭2

杭先端部形状

本  杭

試験杭

上杭

中杭

下杭

上杭

中杭

下杭

コンクリート

強度(N/mm )

杭径

(mm) (mm)

杭長

(mm)

厚さ

ト数

セッ 長期設計支持力

(kN/本)

種類 継
手
数

　・外殻鋼管付きコンクリート杭（SC杭）

　・プレストレスト鉄筋コンクリート杭（PRC杭）

　・

　・遠心力高強度プレストレストコンクリート杭（PHC杭）

杭の種類、性能及び曲げ強度区分(種別)、寸法、継手の箇所数等

・地盤の載荷試験 (4.2.4)

　・開放形　　・半開放形　　・閉そく形　　・

(4.3.3)

(4.2.2)(4.3.3)

(4.3.3)

(4.3.1)(4.3.4)・セメントミルク工法　　　　

(4.3.1)(4.3.5)

杭継手工法　　　　

　・アーク溶接継手

　　溶接材料

(4.3.3)(4.3.6)(7.2.5)

　　　・標準仕様書7.2.5(1)(2)による

　・機械式継手（継手部に接続金具を用いた方式のもの）

　　　・

杭頭の処理

　・処理しない

　・処理する

　　処理方法（切断に伴う補強方法含む）

(4.3.8)

杭頭の中詰め材料

2

・型枠工事作業    ・コンクリート圧送工事作業

工事完成時の提出図書

　　　※標準仕様書1.7.2及び1.7.3による

※図示　・（　　　　）

　ンの別紙１「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準」における2の(2)手すり据

　置き方式又は(3)手すり先行専用足場方式により行う。　

2 監督職員事務所 (2.3.1)

(2.2.4)1 足場その他

※設ける　　・設けない

　規模及び仕上げの程度は現場説明書による。

3 工事用水

4 工事用電力

・「手すり先行工法に関するガイドライン」に基づく足場の設置に当たっては，同ガイドライ

仮
設
工
事

2

構内既存の施設　※利用できない　　・利用できる（ ※有償　　・無償 ）

構内既存の施設　※利用できない　　・利用できる（ ※有償　　・無償 ）

埋戻し及び盛土の種別

　・Ｂ種　施工箇所（基礎）

　・Ｃ種　施工箇所（　　　　）土質(　　)　受渡場所（　　）

　・Ａ種　施工箇所（　　　　）土
工
事

　・Ｄ種　施工箇所（　　　　）

(3.2.5)

(3.3.3)

建設発生土の処理2

3

・構外搬出適切処理  

3

山留めの撤去

・構内指定場所に堆積　　・構内指定場所に敷均し

撤去しても安全であることを確認した後、慎重に行い、鋼材等の抜き跡は地盤の

埋戻し及び盛土1

　　位置等　・図示による（　　　　　）　　・

備考

　　　・図示による（　　　　　　）　　・

　　　・図示による（　　　　　　）　　・

　　　　　　・図示による（　　　　　　）　　・

　　　SC杭の鋼管材料　・SKK400　　・SKK490

・

・

・

※

Ｇ

1．標準仕様

3．特記仕様書の表記

（1）項目は，番号に　　印の付いたものを適用する。

（2）特記事項は，　 印の付いたものを適用する。

　　 　　印の付かない場合は，※印の付いたものを適用する。

　　　　 印と　 印の付いた場合は，共に適用する。

2．電気設備工事及び機械設備工事を本工事に含む場合は，電気設備工事及び機械設備工事はそれぞれの特記仕様書を適用

　　する。なお，電気設備工事の特記仕様書は（　 ／　 ）図，機械設備工事の特記仕様書は（　 ／　 ）図による。

（3）特記事項に記載の（  ．  ． ）内表示番号は，標準仕様書の当該項目，当該図又は当該表を示す。

 　 　図面及び特記仕様書に記載されていない事項は，国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の「公共建築工事標準仕様書

　  （建築工事編）（令和4年版）」（以下「標準仕様書」という。）による。

（4）　 印は「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」に基づく「環境物品等の調達の推進に関する基本

　　方針」（平成31年2月閣議決定）に定める判断の基準を満たす物品を示す。

10

・

その他

章

適用基準等1

項　　目 特　　記　　事　　項

図面，本特記仕様書，標準仕様書に記載のない事項は次の基準による。

本設計図書における「標準詳細図」とは，次の基準を指す。

一
般
共
通
事
項

1
・建築物解体工事共通仕様書（令和4年版）　　国土交通省大臣官房官庁営繕部

・建築工事標準詳細図（令和4年版） 国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課

11

12

13

14

15

・特定埋込杭工法　　　　

　・H13国土交通省告示第1113号第6による地盤の許容支持力式でα=250を採用できる工法

　・H13国土交通省告示第1113号第6による地盤の許容支持力式のうちα，β，γが以下の値

　　を採用できる工法

　　　α=（　　），β=（　　），γ=（　　）

　　工法

　　　・プレボーリング拡大根固め工法

　　　・中掘り拡大根固め工法

　　　・

・

・

4 工事の記録等 (1.2.4)

下記以外は現場説明書による。

環境への配慮

　　　性能を有するものとする。

　　　を使用する場合は監督職員の承諾を受ける。

　　　法とする。

　　　1品質及び性能に関する試験データを整備していること。

　　　2生産施設及び品質の管理を適切に行っていること。

　　　3安定的な供給が可能であること。

（５）製造業者等に関する資料の提出を求める材料

　　　　　に応じた材料を使用する。

　　　　　使用する。

　　　　　を含有しない難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていない材料を使用する。

　　　　　使用したものとする。

　　　材料を指す。

　　　　ヒド発散建築材料以外の材料

　　　2建築基準法施行令第20条の７第４項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

　　　3建築基準法施行令第20条の７第１項に定める第三種ホルムアルデヒド発散建築材料

　　　4建築基準法施行令第20条の７第３項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

材料の品質等

施工条件 (1.3.5)

(1.4.1)

(1.4.2)

　　　する「建築材料・設備機材等品質評価事業」]の評価書の写し等）を監督職員に提出し

（１）建築物内部に使用する材料等は，設計図書に規定する所要の品質及び性能を有すると共

（２）備考欄に商品名が記載された材料は，当該商品又は同等品を使用するものとし，同等品

（３）標準仕様書に記載されていない特別な材料の工法については，材料製造所の指定する工

（４）本工事に使用する材料のうち，（５）に指定する材料の製造業者等は，次の1から6の

　　　4法令等で定める許可，認可，認定又は免許を取得していること。

　　　5製造又は施工の実績があり，その信頼性があること。

　　　6販売，保守等の営業体制を整えていること。

　　　　　断熱材，塗料，仕上塗材は，アセドアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発散

　　　　　が極めて少ない材料で，設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分

　　　3 接着剤は，可塑性（フタル酸ジ－ｎ－プチル及びフタル酸ジ－２－エチルヘキシル等

　　　4 1の材料を使用して作られた家具，書架，実験台，その他の什器類は，ホルムアルデ

　　　　　ヒド，アセドアルデヒド及びスチレンを発散しないか，発散が極めて少ない材料を

（２）設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分において，「規制対象外」と

　　　は次の1又は2に該当する材料を指し，同区分「第三種」とは次の3又は4に該当する

　　　1建築基準法施行令第20条の７第１項に定める第一種，第二種及び第三種ホルムアルデ

　　　　　クルボード，その他の木質建材，ユリア樹脂板，壁紙，接着剤，保温材，緩衝材，

　　　1 合板，木質系フローリング，構造用パネル，集成材，単板積層材，ＭＤＦ，パーティ

　　　に，次の1から4を満たすものとする。

　　　2 接着剤及び塗料は，トルエン，キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材料を

（１）本工事に使用する材料は，設計図書に定める品質及び性能の他，通常有すべき品質及び

　　　事項を満たすものとし，その証明となる資料（外部機関[（一社）公共建築協会が発行

　　　て承諾を受ける。ただし，あらかじめ監督職員の承諾を受けた場合はこの限りでない。

　　　床型枠用鋼製デッキプレート，鉄骨柱下無収縮モルタル，無収縮グラウト材，押出し成

　　　形セメント板，成形伸縮目地材，乾式保護材，セラミックタイル，既調合モルタル，既

　　　調合目地材，ルーフドレン，吸水調整材，防水剤，アルミニウム製建具(コンクリート系

　　　下地及び鉄骨下地)，樹脂製建具(コンクリート系下地及び鉄骨下地)，鋼製建具，鋼製軽

　　　天井点検口，床点検口，グレーチング，屋上緑化システム，トップライト，ポリマーセ

　・工事用車両の駐車場所　※図示　　・

　・資機材置場　　　　　　※図示　　・

　・建設発生土仮置場　　　※図示　　・

　・　　　　　　　　　　　※図示　　・

※適用する

2

3 法令等の適用区分

(1.1.4)

・風圧力

・積雪荷重

　　平成12年5月31日建設省告示第1455号における区域　別表（　　）

　　風速（Vo=　　 m/s）

建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の算定には次の条件を用いる。

　　地表面粗度区分（ ・I　　・II　　・III　　・IV ）

工事実績情報システ

ム（CORINS)への登録

6

8

9

　　　ーアクセスフロア，可動間仕切，移動間仕切，トイレブース，煙突用成形ライニング材，

※営繕工事写真撮影要領（令和５年度版）による工事写真撮影ガイドブック　建築工事編及び解

電気保安技術者

※適用する

(1.3.3)5

発生材の処理等

(1.3.11)

7

(3.2.3)

(表3.2.1)

　支持地盤の位置及び土質（基礎ぐいの先端位置含む）

　支持地盤の位置及び土質（基礎底部の位置含む）

(1.7.1～3)(表1.7.1)

　体工事編（令和５年度版）国土交通省大臣官房官庁営繕部監修による。

掘削深さ

杭の支持層への根入れ深さ

杭の水平方向の位置ずれ精度

・杭径の1/4かつ100mm以下　　・

・基礎のコンクリートと同調合のもの　　　　・

量建具，ステンレス製建具，錠前類，クローザ類，自動ドア機構，自閉式上吊り引戸機構，

重量シャッター，軽量シャッター，オーバーヘッドドア，ガラス，現場発泡断熱材，フリ

メントモルタル，鋳鉄製ふた

図 面 名

会 社 名

事業所名

作成年月日

縮　尺

工 事 名

図面番号
A1: -

関東農政局　茨城中部農地整備事業所

A3: -
A - 01

建築工事特記仕様書（その1）

種別

　　　試験杭の位置

　　　　・図示による（監督職員が指示する。）　　・

　　　・標準仕様書4.3.4(6)(コ)による

根固め液及び杭周固定液の管理試験
　　撮影箇所（外部４面、内部12面）　

　　撮影仕様（原版500万画素以上）

　　提出仕様（電子データは、RBGフルカラー及びJPEG形式最高画像とし、CD-Rにて提出）

完成図の提出　（　　　　）部

　提出仕様（・紙ベース　　　・電子データ　　　・　　　　　　　）

保全に関する資料の提出（　　　　）部

　提出仕様（・紙ベース　　　・電子データ　　　・　　　　　　　）

変形を防止する適切な措置を講ずる。

　・発注者に引渡しを要するもの

　　　・現場説明書による　　　　　・

　・特別管理産業廃棄物の種類及び処理方法

　　　・現場説明書による　　　　　・

　・工事現場において再利用を図るもの及び再資源化を図るもの

　　　・現場説明書による　　　　　・

・現場説明書による

(4.2.1)

(3.2.1)

　　　・

　　　・地盤工学会基準JGS(   )による

　・水平載荷試験

　　　・

　　　・地盤工学会基準JGS1831による

　試験の位置、本数、載荷荷重

　　　・図示による　　　　　　　　・

　報告書の記載事項

　　　・

　・平板載荷試験

　　　・地盤工学会基準JGS1521による

　　　・

　試験の位置、載荷荷重

　　　・図示による　　　　　　　　・

　報告書の記載事項

　　　・

(4.3.8)

茨城中部農地整備事業

船渡東永寺団地船渡１工区区画整理その３工事

茨城中部農地整備事業

船渡東永寺団地東永寺２工区区画整理その３工事

船渡東永寺団地ほ場整備にかかる排水機場の建設

茨城県東茨城茨城郡茨城町上石崎地内

排水機場

工事範囲すべて

工事範囲すべて

工事範囲すべて

工事範囲すべて

工事範囲すべて

工事範囲すべて

工事範囲すべて

工事範囲すべて

工事範囲すべて

工事範囲すべて

工事範囲すべて

工事範囲すべて

8

・押出成形セメント板工事

コンクリートブロック・ALCパネル

11

10

12 木工事

石工事

タイル工事

15 左官工事

17 カーテンウォール工事

20 ユニット及びその他の工事

21

22

23

排水工事

舗装工事

植栽及び屋上緑化工事

　　　・構外搬出適切処理　・

※完成図書　提出部数　※（A3版　原図及び複写図(2部)）
　ＣＡＤデータ　　※提出する
※保全に関する資料　提出部数　※2部

※試験施工による基礎が設計条件を満足する場合は、これを本杭とする。



鉄筋かごの補強 (4.5.4)

　・図示による(　　　　　　)

　・

セメントの種類

組み立てた鉄筋の節ごとの継手

主筋の基礎底盤への定着長さ

　・図示による（　　　　　　）　　・

(4.5.4)(5.3.4)

(4.5.4)(5.3.4)

(4.5.4)

コンクリートの設計基準強度 (4.5.4)

　・図示による（　　　　　　）　　・

　※高炉セメントB種　 　　　　　　・

コンクリートの種別

　・評定等の内容による

(4.5.4)スランプ

　・図示による（　　　　　）

　・3N/mm２
(4.5.4)

　・評定等の内容による

砂利地業5

　・再生クラッシャラン　　　　　・切込砂利及び切込砕石

材料 (4.6.2)

　・杭径1.5m以下の場合は鋼板6×50(mm)，1.5mを超える場合は鋼板9×50～75(mm)の補強リング

　　を3m以下の間隔で，かつ1節につき3箇所以上入れ，リングと主筋の接触部を溶接する

5

打継目地

打継ぎの位置，

ひび割れ誘発目地，

　柱及び壁

打継ぎの位置

　梁及びスラブ

　　※スパンの中央又は端から1/4の付近

(6.6.4)

目地の寸法（ひび割れ誘発目地を含む）

　　※ひび割れ誘発目地，打継目地の深さ寸法は，躯体外側の打増し部で処理する

(6.6.4)(6.8.1)(9.7.3)

(6.8.1)

コンクリートの仕上り6

　　※スラブ，壁梁又は基礎の上端

　　・図示による　　　　　　　・

　　・図示による　　　　　　　・

合板せき板を用いるコンクリートの打放し仕上げ

種　別

・B種

・C種

・A種

種　別

コンクリートの仕上げの平たんさ

・a種

・b種

・c種

打増し厚さ

（打放し仕上げ部）

7

(6.8.1)

・外装タイル後張り面の打増し処理

　　・20mm　　・

・打放し仕上げの打増し厚さ（内部に面する部分に限る）　　　　

　　・20mm　　・

打増し厚さ

・打放し仕上げの打増し厚さ（外部に面する部分に限る）　　　　

打増し範囲

・図示による　　　　　　・

型枠 せき板の材料及び厚さ8
(6.8.2)

・MCR工法用シート

　　　使用箇所

　　　・図示による　　　　　　　・

(6.8.2)

　　　適用箇所

　　　　・図示による　　　　　　　・

(6.8.2)
スリーブの材種・規格等

軽量コンクリート 種類9

適用箇所

　・図示による　　　　　　　・

寒中コンクリート 適用期間

　・図示による　　　　　　　・

　・標準仕様書6.11.2(3)(ア)による

　・積算温度を基に定める（　　　　　　　）

暑中コンクリート

セメントの種類

マスコンクリート 適用箇所

　※6N/mm　　・

(6.12.2)

(6.13.2)

(6.11.1)

構造体強度補正値(S)

10

11

スランプ

(6.13.2)

混和材料

・混和剤

　　混和剤の種類

　　　※標準仕様書6.13.2(2)(ア)による　　　　　・

　・高炉セメントB種

　・フライアッシュセメントB種

　・低熱ポルトランドセメント

　・中庸熱ポルトランドセメント

スランプ

　※15cm     ・　

構造体強度補正値（S）

(6.13.2)

　※標準仕様書表6.13.1による

12

　　・10mm　　・20mm　　・

・断熱材の兼用した型枠

　・図示による　　　　　　　・

(6.13.1)

・混和材

　混和材の種類

(6.3.1)

　　※標準仕様書 6.3.1(4)(b)による　　・

混和材料 ・混和剤

　混和剤の種類

(6.3.1)4

　　※標準仕様書 6.3.1(4)(a)による　　・

ガス圧接完了後6 外観試験　 (5.4.10)(5.4.11)

　※行う（全ての圧接部）

(5.4.10)(5.4.11)抜取試験

　※超音波探傷試験

　　　標準仕様書5.4.10(イ)(a)による

　・引張試験

機械式継手7

(5.5.3)

(5.5.3)

　・A級　　・

　　　試験方法等　　※標準仕様書5.4.10(イ)(b)による

3 鋼杭地業4

地
業
工
事
　
続
き 本  杭

試験杭

上杭

中杭

下杭

上杭

中杭

下杭

種類
杭径

(mm) (mm)

杭長

(mm)

厚さ

ト数

セッ 長期設計支持力

(kN/本)
備考継手数

杭の種類(材料)，寸法，継手等 (4.2.2)(4.4.3)(4.4.5)

・特定埋込杭工法 (4.3.5)(4.4.4)

　・H13国土交通省告示第1113号第6による地盤の許容支持力式でα=250を採用できる工法

　　採用できる工法

　　　α=（　　），β=（　　），γ=（　　）

　工法

　　・中掘り拡大根固め工法

　　・

　　　溶接材料

杭頭の処理

　・処理しない

　・処理する

　・リバース工法

　・アーク溶接継手

杭の継手の工法 (4.4.3)(4.4.5)(7.2.5)

　　　　・標準仕様書 7.2.5(1)(2)による

　　　　・

　・機械式継手

(4.4.6)

杭頭の中詰め材料 (4.3.8)

4 場所打ち

コンクリート杭地業

工法 (4.5.1)(4.5.4～6)

併用する工法 (4.5.1)(4.5.6)

　・

寸法等

本　杭

試験杭

（4.2.2)(4.5.4)

　・場所打ち鋼管コンクリート杭工法

　　　鋼管の種類　　・SKK400　　・SKK490　　・

(4.5.5)孔壁の確認（超音波測定器による）

　測定箇所

　・H13国土交通省告示第1113号第6による地盤の許容支持力式のうちα，β，γが以下の値を

セット数
長期設計支

持力(kN/本)
備　考

杭長

(mm)

拡底径

(mm)

軸径

(mm)(mm)(mm)

鋼管厚 鋼管径

杭の支持層への根入れ深さ

　　・杭径の1/4かつ100mm以下　　・　　

鉄筋の種類

種類の記号

・SD295

・SD345

備　考呼び径（mm）

(4.5.4)(5.2.1)

杭の水平方向の位置ずれ精度

帯筋の加工及び組立 (4.5.4)

(4.5.4)鉄筋の最小かぶり厚さ

　・100mm　　・

　・図示による（構造関係共通図（配筋標準図）2.2）

2

　・図示による　　　　　　　・

　　　　・図示による（　　　　　　）　　・

　・アースドリル工法（安定液　　※使用する　　・使用しない ）

　・オールケーシング工法（孔内の水張り　　・行う　　・行わない ）

　・拡底杭工法（安定液　　・使用する　　・使用しない ）

　　・試験杭（　　）箇所及び本杭（　　）箇所　　・

　・図示による（　　　　　　）　　・

　・A種　　・B種

　・18cm　　　・21cm      ・(　　　)cm

　・図示による　　　　　　　・

 ※図示

 ※図示

 ※図示

 ※図示

 ※図示

 ※図示

　・合板（ 厚さ※12mm　　・　　　　　　）　　　

　・1種　　・2種

　※重ね継手　

7 捨コンクリート地業

砂利厚さ

範囲

捨コンクリートの厚さ

(4.6.3)

(4.6.4)

　・基礎下，基礎梁下，土間コンクリート下，土に接するスラブ下

  ※50mm　　・

　※60mm　　・

　・図示による　　　　　　　・

(4.6.4)範囲

　・基礎下，基礎梁下，土に接するスラブ下

　・図示による　　　　　　　・

設計基準強度 (4.6.4)(6.14.1)

２　※18N/mm 　・

床下防湿層8

スランプ

材料

(4.6.4)(6.14.1)

(4.6.2)

　※15cm又は18cm　　・

　・ポリエチレンフィルム厚さ0.15mm以上　　・

施工範囲 (4.6.5)

　・建物内の土間スラブ及び土間コンクリート下（ピット下を除く）

鉄筋1

溶接金網2

3

鉄筋の種類

 ・溶接金網

 ・鉄筋格子

 ・ 

 ・ 

種類の記号

呼び径(mm) 備　考

使用部位

呼び径(mm)

(5.2.1)

(5.2.2)

5

鉄
筋
工
事

網目の形状，寸法，鉄線の径(mm)

 ・ SD295

 ・ SD345

※ D16以下

鉄線の形状等

鉄筋の継手及び定着 鉄筋の継手の方法等 (5.3.4)(5.5.2)(5.6.3)

※ D19以上

柱及び梁主筋

耐力壁の鉄筋

基礎，耐圧スラブ，土圧壁

上記以外（　　　　　　　）

 ※ D19以上

継手の方法部 位

(5.3.4)継手位置

　・図示による　　　　　　　・

　　　基礎梁主筋の継手位置

(5.3.4)
柱及び梁主筋の重ね継手の長さ

耐力壁の重ね継手の長さ (5.3.4)

(5.3.4)鉄筋の定着長さ

　・図示による　　　　　　　・

　・標準仕様書 5.3.4(3)(ア)による

種類の記号

種 類

 ・

 ・

 ・

・重ね継手　　　・ガス圧接

・ガス圧接　　　・機械式継手

・重ね継手　　　・

・重ね継手　　　・

各部配筋 各部配筋 (5.3.7)5

　※図示による　　　　　　　・

　　　柱及び梁の主筋にD29以上の使用の有無

　　　　　　主筋のかぶり厚さを径の1.5倍以上確保する

　　　耐久性上不利な個所の有無（塩害等を受けるおそれのある部分等）

　　　　　・

　　　　・あり　適用箇所（　　　　　　　　　）

　　　　　・最小かぶり厚さに加える厚さ　　（　　　）mm

　　　　・あり　使用箇所（　　　　　　　　　）

及び間隔

(溶接金網含む)

鉄筋のかぶり厚さ (5.3.5)最小かぶり厚さ（目地底から算出を行う）4

　※標準仕様書 表5.3.6による

適　用　箇　所

適　用　箇　所

　※標準仕様書表5.3.4による

適用箇所

　・標準仕様書 9.7.3(1)(ア)～(ウ)による

　・図示による　　　　　　　　・

　・図示による　　　　　　　　・　

　※21cm　　・

　・普通ポルトランドセメント

　・シリカセメント

構造体強度補正値（S）

(4.5.4)(表4.5.1)

・溶接継手　　　・重ね継手

　・図示による（構造関係共通図（配筋標準図）1.1,　2.1,　3.1,　3.4,　3.5,　4.2 ）

　　　・図1.2　　・図1.3　　・図1.4　

H12建告第1463号に適合する性能

鉄筋相互のあき (5.3.5)(5.6.3)

施工完了後の継手部の試験 (5.6.5)

(5.6.5)不合格となった継手部への措置

　※I類（JIS A 5308への適合を認証されたコンクリート）

　・II類（JIS A 5308に適合したコンクリート）

(6.2.1)(表6.2.1)コンクリートの種別

※普通コンクリート

 ・24　 ・

 ・24　 ・

 ・18

 ・

　構造体強度補正値

　　※標準仕様書表6.3.2による

　　・

セメント 種類 (6.3.1)2

骨材

アルカリシリカ反応性による区分

(6.3.1)3

　・図示による　　　　　　　・

設計基準強度

（N/mm ）２

スランプ

（cm）
適用箇所

　※A　・B（コンクリート中のアルカリ総量が3.0 kg/m 以下）

　　フライアッシュセメントA種

　※普通ポルトランドセメント，高炉セメントA種，シリカセメントA種又は

　・高炉セメントB種

　・フライアッシュセメントB種

　　適用箇所( ・　　　　　　　　　　　　　　　)

Ｇ

Ｇ

6

コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
事

1 コンクリートの類別等

　・図示による　　　　　　　・

 ※18　　　　　・

 ・15

 ・

 ※18　　・15

  　適用箇所( ※下記以外全て　　　　・　　　　　　　　　　　　　)

　　適用箇所( ・　　　　　　　　　　　)

３

ひび割れ誘発目地の位置，形状

(6.2.5)(6.8.2)(表6.2.4)

(6.2.5)(6.8.2)(表6.2.5)

(6.10.1)(6.10.2)(表6.10.1)

(5.5.3)機械式継手の種類

　・外観試験（全ての圧接部）　

(5.5.5)

鉄筋相互のあき

施工完了後の継手部の試験

(5.3.5)(5.5.3)

　・図示による　　　　　　　・　

(5.5.5)不合格となった場合の措置

溶接継手8

H12建告第1463号に適合する性能

(5.6.3)

(5.6.3)

　・A級　　・

　・評定等の内容による　　　・図示による

　・図示による　　　　　　　・

適用箇所

　・図示による　　　　　　　・

溶接継手の工法

　・図示による　　　　　　　・

(6.2.1～4)(表6.2.2)

　　　処理方法（切断をともなう補強方法含む）

・基礎のコンクリートと同調合のもの　　　・

Ｇ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

　・場所打ち鋼管コンクリート杭工法

　　　鋼管の材料　　・SKK400　　・SKK490　　・

　・拡底杭工法（安定液　　・使用する　　・使用しない ）

コンクリートの種類

　※普通コンクリート
(4.6.4)(6.14.1)

　・図示による　　　　　　　・

　・標準仕様書表5.3.2による

の試験

(5.6.3)

　・図示による　　　　　　　・

　　重ね継手の長さ　　※標準仕様書表5.3.2による

砂地業6

　・シルト　　　・山砂　　　・川砂　　　・砕砂

材料 (4.6.2)

砂の厚さ

範囲

(4.6.3)

　・図示による　　　　　　　・

　※60mm　　・

加工

　・鉄筋の折曲げ角度が90°未満の折曲げ内法直径(D)

　　(　　　　　)以上

(5.3.2)

・先組み工法等で、柱及び梁の主筋のうち、隣り合う継手を同箇所に設ける場合

　・図示による　　　　　　　・

　・図示による　　　　　　　・

標準仕様書5.3.4(5)(イ)の場合の折り曲げ定着の方法

　※標準仕様書図5.3.3により5.3.4(5)(イ)を全て満足する

　・　　　　　　　

機械式定着工法

　・適用する

　　適用箇所　　　・図示による　　　　・

　　種類　　　　　・図示による　　　　・

(5.3.4)

　　　軽量コンクリートの適用の有無

　　　　　・最小かぶり厚さに加える厚さ　　 (　　　)mm

　　　　・あり　使用箇所（　　　　　　　　　）

　　　　　・

　・図示による

　　　試験項目、試験方法　

　　　　・図示による　　　　・　

　・超音波測定試験　

　　　試験対象　

　　　　・図示による　　　　・　

　・外観試験（全ての圧接部）　

　　　試験項目、試験方法　

　　　　・図示による　　　　・　

　・超音波探傷試験　

　　　試験対象　

　　　　・図示による　　　　・　

基礎、基礎梁、土間スラブ

柱、梁、スラブ、壁

(6.3.2)

　・普通エコセメント

　　適用箇所( ・　　　　　　　　　　　　　　　)

(6.3.1)

　※標準仕様書6.8.2(1)(ア)、(イ）による

　・

(6.8.2)

気乾単位容積重量

　・(　　　　)t/?　

構造体強度補正値(S) (6.11.2)

　　混和材の種類

　　　※標準仕様書6.13.2(2)(イ)による　　　　　・

　・軽量コンクリート

　（特記事項は、「9．軽量コンクリート」に示す）

　・建築基準法第37条第二号の規定に基づき認定を受けたコンクリート

　　適用箇所（・　　　　　　　　　）

(6.2.1)(6.2.10)

(6.2.1)

　　　・再生骨材Hを使用する　　適用箇所(　　　　　　)

　　　湿潤養生の期間　(　　　　)日以上

　　　型枠の最小存置期間　(　　　　　　　　　　　　 )

(6.7.2)

(6.8.4)

フェロニッケルスラグ骨材、銅スラグ細骨材及び電気炉酸化スラグ骨材

　・使用する　　適用箇所（・　　　　　　　　　　　　）

(6.3.1)

標準仕様書6.3.2(イ)(f)の1～3以外の混和材料

　・混和剤(　　　　　　)　　　・混和材(　　　　　　）

　使用方法　・

　使用量　　・

(6.3.2)

図 面 名

会 社 名

事業所名

作成年月日

縮　尺

工 事 名

図面番号A1: -

関東農政局　茨城中部農地整備事業所

A3: -
A - 02

建築工事特記仕様書（その2）

　図示

　図示

190.7 7 5,500G-ECS
パイル

P1

本  杭

P2

上杭

中杭

下杭

G-ECS
パイル

216.3 8.2 5,500

277.8

354.52

4

-

-

G-CESパイル工法

　・使用する　　適用箇所（・　　　　　　　　　　　　）

構造図参照

構造図参照

茨城中部農地整備事業
船渡東永寺団地船渡１工区区画整理その３工事

捨てコン



6

コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
事
　
続
き

無筋コンクリート13

　　フライアッシュセメントA種

　※普通ポルトランドセメント，高炉セメントA種，シリカセメントA種又は

セメントの種類

　・高炉セメントB種 Ｇ

　・フライアッシュセメントB種 Ｇ

コンクリートの種類

　※普通コンクリート

設計基準強度

スランプ

　※15cm又は18cm　　・

適用箇所

　・標準仕様書 6.14.1(4)(ア)～(カ)による

　・図示による　　　　　　　・

　※18(N/mm )　　・

　・図示による　　　　　　　・

(6.15.1)適用箇所流動化コンクリート14

15 コンクリートの単位

水量測定

　実施要領

種類

　ねじの呼び等

(7.2.6)

(7.2.6)

ターンバックル

　・図示による　　　　　　　・

(7.7.8)

8

　建築用ターンバックルボルト

　建築用ターンバックル胴

床構造用

適用箇所 材質・形状・寸法 備　考

　との合成スラブとする構法

・デッキプレートとコンクリート

・デッキプレート単独の構法

材質，形状及び寸法9 (7.2.7)

10 スタッド (7.2.8)

呼び名

・16

・19

・22

呼び長さ（mm）

種類等

鉄骨部材への溶接方法

形状及び寸法等

　・図示による（　　　　　　）　　・

(7.2.8)レール及びその付属品11

モルタルの種類 (7.2.9)(表7.2.5)

　・無収縮モルタル

柱底均しモルタル

　　　　材料，調合等

12

　　　無収縮モルタルの材料，調合等

製作精度 (7.3.3)13

　　　　　※標準仕様書7.2.9(2)による　　・

　・標準仕様書7.2.9(1)によるモルタル

鉄骨の製作精度は，JASS 6 付則 6 [鉄骨精度検査基準]に加えて，次による

　通しダイヤフラムの突合せ継手の食い違いの寸法

　　※平12建告第1464号第二号イ(2)による

　　・

　　・

　　・

　アンダーカットの寸法

　　※平12建告第1464号第二号イ(3)による

　食い違い・仕口のずれの検査方法及び補強方法

　　・「突合わせ継手の食い違い仕口のずれの検査・補強マニュアル」による

鉄骨の仮組 (7.3.10)14

仮組を行う範囲

　・図示による　　　　　　　・

試験の要領 (7.6.3)

開先の形状 (7.6.4)

　・図示による（構造関係共通図（鉄骨標準図）1－2）

　・

(7.6.7)

溶接接合

15

16

　・図示による　　　　　　　・

溶接技能者の技量付加試験

溶接部の試験17

　・図示による　　　　　　　・

(7.6.7)低応力高サイクル疲労を受ける部位

(7.6.12)

　・「突合せ継手の食い違い仕口のずれの検査・補強マニュアル」 3.5.2 受入検査による

　　・抜き取り検査1

　　※抜き取り検査2

平12建告第1464号第二号に関する外観試験方法等

JASS 6 付則 6 [鉄骨精度検査基準]の付表3 (溶接) に関する試験方法等

完全溶込み部の超音波探傷試験

　・工場溶接の場合

節

検査水準 ※第6水準

・全て

　　　AOQL(%)　　　※4.0　　・2.5

　適用箇所

　　・図示による　　　　　　・

　・図示による（構造関係共通図（鉄骨標準図）1－4）

　・

　　エンドタブを切断する場合の仕上げは標準仕様書7.6.7(1)(カ)(b)2による

　　溶接部の外観検査の抜取箇所は，超音波探傷試験の試験箇所と同一とする。外観試験の

　  不合格箇所は，すべて標準仕様書7.6.13による補修を行い，再試験する。

　・JASS 10.4 [受入検査] e.溶接部の外観検査(1)から(5)までによる。ただし，完全溶込み

錆止め塗装18

耐火被覆19

種　類 材料・工法

・乾式吹付けロック

　ウール

・湿式ロックウール 

・

・

・半乾式吹付けロック

　ウール 

・高断熱ロックウール 

・

・繊維混入けい酸カル

　シウム板 

・ラス張り

　モルタル塗り 

・耐火材巻付け 

・耐火塗料

・耐火板張り 

・耐火材吹付け

・

－

20 アンカーボルトの設置等

1

ブロック造

補強コンクリート

ブロックの種類

モデュール呼び

長さ 高さ

正味厚さ 化粧の
適用箇所 備考寸法(mm)

有無（mm）圧縮強さによる区分

・

断面形状及び

8

コ
ン
ク
リ
ー
ト
ブ
ロ
ッ
ク
・ 

 
 
 
 
 
 

パ
ネ
ル
・
押
出
成
形
セ
メ
ン
ト
板
工
事

※空洞ブロックC(16)

・

2 コンクリートブロック

帳壁及び塀 ブロックの種類

モデュール呼び

長さ 高さ

（mm）
正味厚さ 化粧の

備考適用箇所寸法(mm)
有無圧縮強さによる区分

・無 ・有

・無 ・有

・無 ・有

断面形状及び

(8.3.2)(表8.3.1)

※空洞ブロックC(16)

・

・

モルタルの調合（容積比）

　ブロックの区分がA(08)、B(12)、C(16)の場合で、目地巾が10mm程度の場合

(8.2.3)

(8.2.5)

モルタルの調合（容積比）

鉄筋の継手、定着及び末端部の折り曲げ形状

(8.3.3)

3 ＡＬＣパネル

パネル相互の接合部に挿入する耐火目地材

　・図示による　　　　　　　・

　　耐震性能　　(　　　　　　　　　　　　　　　　)

（ECP）

押出成形セメント板4

パネルの

種類

・間仕切壁パネル構法

(8.3.4)

　　※割枠式　　・

　　・図示による　　　　　　　・

各部の配筋　※図示による　　　　　　・

各部の配筋　・図示による　　　　　　　・

・外壁パネル構法、屋根及び床パネル構法

　　耐風圧性能　(　　　　　　　　　　　　　　　　)

・外壁

パネル

・間仕切壁

パネル

適　用　箇　所

(6.14.1)

(6.3.1)

(6.14.1)

(6.14.1)

(6.14.1)

・行う　　・行わない

　(1)単位水量の測定は，150m に1回以上及び荷下し時に品質の異常が認められた時に実施する。

　(2)単位水量の上限値は，標準仕様書6.3.2(イ)(c)による。

　　   ±15kg/m の範囲にある場合はそのまま施工する。

　(3)単位水量の管理目標値は次の通りとして，施工する。

　　 1)測定した単位水量が，計画調合書の設計値(以下，「設計値」という。)

　　 2)測定した単位水量が，設計値±15を超え±20kg/m の範囲にある場合は，水量変動の原

　　   因を調査するとともに生コン製造者に改善を指示し，その運搬車の生コンは打設する。

　     その後設計値±15kg/m 以内で安定するまで，運搬車の3台毎に1回，単位水量の測定を

　     行う。

　　 3)設計値±20kg/m を超える場合は，生コンを打込まずに持ち帰らせ，水量変動の原因を

　　   調査するとともに生コン製造者に改善を指示しなければならない。その後の全運搬車の

　　 4)3)の不合格生コンを確実に持ち帰ったことを確認する。

　(4)単位水量管理についての記録を書面(計画調合書，製造管理記録，打込み時の外気温，コ

　   ンクリート温度等)と写真により提出する。

　(5)単位水量の測定方法は，高周波誘電加熱乾燥法(電子レンジ法)，エアメータ法又は静電容

　   量測定法による。また，試験機関は該当コンクリート製造所以外の機関とする。

1 鉄骨製作工場 鉄骨製作工場の加工能力

鉄
骨
工
事

2 施工管理技術者

材質等 (7.2.1)3 鋼材

※適用する

　・トルシア形高力ボルト

(7.2.2)4 高力ボルト

　・国土交通大臣から構造方法等の認定を取得している鉄骨製作工場又は同等以上

(7.1.3)

(7.1.3)(7.1.4)

高力ボルトの種類

　・JIS形高力ボルト

　・溶融亜鉛めっき高力ボルト

　・建築基準法に基づき認定を受けた高力ボルト

(7.3.2)

　・

摩擦面の性能及び処理 (7.4.2)

　　・

　・溶融亜鉛めっき面の摩擦面の処理方法 (7.12.5)

　・図示による（構造関係共通図（鉄骨標準図） 1-1 縁端距離及びボルト間隔）

種類の記号

・JIS規格による　・

・JIS規格による　・

・JIS規格による　・

・JIS規格による　・

・JIS規格による　・

・JIS規格による　・

規格適用箇所（主要な部分）

ボルトの縁端距離，ボルト間隔，ゲージ等

7

スカラップの形状

種類

　・構造用アンカーボルト

アンカーボルト

　　　　※標準仕様書表7.2.3による　　・

　・建方用アンカーボルト

　　　アンカーボルト及びナットのねじの公差域クラス及び仕上げの程度

溶接材料 (7.2.5)

　・図示による（　　　　　　）

　・

溶接材料

(7.3.2)

　・

ボルトの縁端距離，ボルト間隔，ゲージ等

　・図示による（構造関係共通図（鉄骨標準図）１－１縁端距離，ボルト間隔）

6

7

　・標準仕様書 7.2.5(1)(2)による

(7.2.4)(7.10.3)

　上記以外　　　　　・

　・図示による　　　　　　　・

　・工事現場溶接の場合

　　　※全数

　　※標準仕様書7.12.5(1)(ア)、(イ)による

　・すべり試験

(7.2.3)ボルト及びナットの材料

(7.2.3)座金

(7.2.3)

普通ボルト5

　※標準仕様書表7.2.3による　　・

　・

(7.3.2)
ボルトの縁端距離，ボルト間隔，ゲージ等

　・図示による（構造関係共通図（鉄骨標準図）１－１縁端距離，ボルト間隔）

　　　試験の方法等

　　　・図示による　　　　　　　・

　・標準仕様書7.2.3(4)による　　・

ボルトの形状及び寸法

　　　　　・ABR400　　　　　　・ABR490

　　　　　・SS400　　　　　　　・

鋼製エンドタブを切断する箇所及び切断範囲

軽量形鋼構造21

(8.2.2～5)

耐火性能
構法の種別

・A種

・C種　・D種・有（１）

・E種・無

単位荷重

（N/m ）
2

・平

・意匠

厚さ

（mm）

パネルの区分

・間仕切壁用

・床版用

(8.5.2～4)(表8.5.1)(表8.5.2)

・Ｆ（フラットパネル）

厚さ（mm）

・50 ・60

・50 ・60 ・

60

・50 ・60 ・

60

・50 ・60・Ｄ（デザインパネル）

・Ｆ（フラットパネル）

・Ｄ（デザインパネル）

形状 工法の種別

・Ａ種

・Ｂ種

・Ｂ種

・Ｃ種

幅（mm）

600

600

備考

　・F種

　　   測定を行い設計値±20kg/m 以内であることを確認する。更に，設計値±15kg/m 以内で

　　   安定するまで，運搬車の3台毎に1回，単位水量の測定を行う。

2

3

3

3

3 3

3

3

(8.4.2～5)(表8.4.2～4)
塗料の範囲

　耐火被覆材の接着する面の塗装範囲

　耐火被覆材の接着する面以外の塗装範囲

　　・図示による　　　　　　　・

　　※標準仕様書7.8.2(1)による

種類，材料，工法等

　・図示による　　　　　　　・

構造用アンカーボルトの形状及び寸法

構造用アンカーフレームの形状及び寸法

　・図示による　　　　　　　・

柱底均しモルタルの厚さ及び工法の種別

ボルト接合方法

　・普通ボルト接合方法

建方（及び付属鉄骨）用アンカーボルトの保持及び埋込み工法

耐火性能（時間） 適用箇所（部位・部分）

(7.8.2)

(7.9.2～8)

(7.10.3)

(7.10.3)

(7.11.2)

(7.10.3)(表7.10.1)

(7.10.3)(表7.10.2)

・無 ・有

・無 ・有

・無 ・有

・ 外壁用

・ 屋根版用

・ Ｔ（タイルベースパネル）

・ Ｔ（タイルベースパネル）

種別　・A種　　・B種

厚さ　・        mm

種別　※A種　　・

(6.5.1)

(7.6.12)

(8.4.4)

・標準仕様書表6.2.1以外のコンクリートを用いる場合 (6.14.1)

　　（　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　の能力のある工場

　　（　　　　　　　　　　）グレード以上

　・監督職員の承諾する工場

形状及び寸法

　・図示による　　　　　　　・

板厚方向に引張力を受ける鋼材の試験

　・行う(適用箇所：　　　　　　　　)　・行わない

(7.2.1)

(7.2.10)

(7.2.2)

　　ねじの呼び　　　　・図示による　　　　　　　・

ボルトの寸法

　　ねじの呼び　　　　・図示による　　　　　　　・

母屋又は胴縁の取付けに使用するボルトの孔径

　※ねじの呼び径＋1.0mm

(7.3.8)

デッキプレート

※行う

　　・図示による　　　　　　　・

下記以外の塗料の種別は、18章による

　・鉄骨鉄筋コンクリート造の鋼製スリーブで鉄骨に溶接されたものの内側の

　　　※A種　　・B種

　　錆止め塗料の種別

(表18.3.1)

　・耐火被覆が接着する面の塗料の種別

　　　・

　　※標準仕様書表8.2.1による　　

(8.2.7)目地仕上げ　・押し目地仕上げ　　　・化粧目地仕上げ

まぐさを受ける開口部両側のブロックにおいて、モルタル又はコンクリートで

充?するブロックの範囲

　・図示による　　　　　　　・

(8.2.8)

・120

・150

※表8.3.1

※塀

　ブロックの区分がA(08)、B(12)、C(16)の場合で、目地巾が10mm程度の場合

　上記以外　　　　　・

　　※標準仕様書表8.2.1による　　

(8.3.4)

用途 形状 表面加工

幅及び長さ

（mm） （時間）

・一般

・コーナー

・一般

・コーナー

・平

・意匠

・100

・

・100

・

・100

・

・100

・

・図示

・図示

・図示

・図示
・有（　）

・無

・有（１）

・有（0.5）

・B種

(8.4.2)

(8.4.3)(8.4.5)

パネルの短辺小口相互の接合部，出隅及び入隅のパネル接合部並びに

パネルと他部材との取り合い部の伸縮目地の目地幅

　　目地幅(mm)　　※10～20mm　　・図示による

パネル幅の最小限度(mm)

　　・300未満　(・図示　　　　・　　　　　　）

伸縮目地への耐火目地材の充填　 (8.4.3)(8.4.4)

　　耐震性能　　(　　　　　　　　　　　　　　　　)

(8.4.3)(8.4.4)

(8.4.3)(8.4.4)(8.4.5)

　　・適用する　　・適用しない

　　耐震性能　　(　　　　　　　　　　　　　　　　)

・間仕切壁パネル工法

・外壁パネル工法

　　耐風圧性能　(　　　　　　　　　　　　　　　　)

(8.5.4)

(8.5.3)

　　耐震性能　　(　　　　　　　　　　　　　　　　)

材料、構法

材料、工法

耐火構造以外の目地及び隙間の処理

　　※パネルの製造所の仕様による　　　・

パネル幅の最小限度(mm)

　　・300未満　(・図示　　　　・　　　　　　）

パネルの相互の目地幅(mm)

　　長辺の目地幅　・10以上　 　　・図示による

　　短辺の目地幅　・15以上　 　　・図示による

(8.5.3)(8.5.4)

(8.5.3)(8.5.4)

(8.5.3)(8.5.4)

出隅及び入隅のパネル接合部の伸縮目地の目地幅(mm)

　　※15程度(シーリング材を充?）　　　・図示による

溝堀及び開口部の措置

　　やむを得ず設備開口等を設ける場合のパネルの開口寸法等の限度

　　・図示による　　　　　　・

(8.5.3)(8.5.4)

(8.5.5)

JIS形高力ボルトの締付け　(本締め) (7.4.7)

　ナット回転法の場合で、ボルトの長さがねじの呼びの5倍を超える場合の回転量

　　　・図示による　　　　　　　・

－－

－ －

アスファルト防水19

　防水層の種別

屋根保護防水

種別 施工箇所

（9.2.2)(9.2.3)（表9.2.3～6）

防
水
工
事 ・A-1

・A-2

・A-3

・B-1

・B-2

・AI-1

・BI-1

・BI-2

・AI-3

・AI-2

・

厚さ0.15mm以上又はフラットヤーン

※ポリエチレンフィルム

※フラットヤーンクロス　70g/m2程度

・

断熱材 絶縁用シート

　　※標準仕様書表9.2.3及び表9.2.4による　 

　部分粘着層付改質アスファルトルーフィングシートの種類及び厚さ

　　※標準仕様書表9.2.5及び表9.2.6による 　

　改質アスファルトルーフィングシートの種類及び厚さ

　　・適用する　　　　・適用しない

　立上り部への断熱材及び絶縁用シートの設置

（厚さ）

・

・50mm

・25mm

Ｇ

（9.2.2)

（9.2.2)

クロス　70g/m2程度

　　・JIS A 6013に基づく種類及び厚さ

　　　　用途による区分　・

　　　　材料構成による区分　・R種　　・N種

　　　　厚さ　　・　　　mm以上

　　・JIS A 6013に基づく種類及び厚さ

　　　　用途による区分　・

　　　　材料構成による区分　・R種　　・N種

　　　　厚さ　　・　　　mm以上

　　※アルミニウム製　L-30×15×2.0mm程度

　押え金物の材質及び形状寸法

　　・

（9.2.2)

(表9.2.4)(表9.2.6)

図 面 名

会 社 名

事業所名

作成年月日

縮　尺

工 事 名

図面番号
A1: -

関東農政局　茨城中部農地整備事業所

A3: -
A - 03

建築工事特記仕様書（その3）

STKR400 柱　　□‐150×150×9

SS400 大梁　Ｈ‐300×150×6.5×9

SMR4008 屋根ブレース　1M-16　TB締め

SSC400 胴縁　C-100×50×20×2.3

　　・図示による　　　　　　　・

間柱　□‐100×100×9

小梁　Ｈ‐175×90×5×8

A
L

C

茨城中部農地整備事業

船渡東永寺団地船渡１工区区画整理その３工事



3

ルーフィング

シート防水

合成高分子系 防水層の種別

・S-F2

・S-M2

可塑剤移行防止施工

シートの材質 種類

・

使用量

※製造所の仕様による

・

断熱材 Ｇ

仕上げ塗料

・SI-F2

施工箇所

保護層

屋内防水層の種別

モルタル塗り厚さ

立上り部の保護平場のモルタル塗り

塗厚(mm)

・SI-M1

※発泡ポリエチレンシート

・

・SI-M2

工法

・S-C1 ・・

種別

種別

備考

施工

石材等
天然石

施工箇所

10

備考
形状による

施工箇所

備考

テラゾタイル

施工箇所
寸法による区分

　取り付用モルタル，既調合の目地用モルタル，浸透性吸水防止剤，石裏面処理材，裏打ち処理材，

　金物の固定に使用する充填材料

・

種石の
仕上げ

寸法
表面

大きさ(mm)
面による

（mm）
仕上げ

形状及び寸法

・平もの ・片面※大理石 ※1.5～12

・役もの ・両面・花こう岩 ・

種石の種類

表面仕上げの
種石の大きさ(mm)

※大理石 ※1.5～12 ・300×300

・花こう岩 ・ ・400×400

(10.1.3)

外壁湿式工法

下地ごしらえ　※あと施工アンカー・横筋流し工法

　　　　　　　・流し筋工法

　　　　　　　・あと施工アンカー工法

受金物　材質　※ステンレス（SUS304）製　　・

石裏面処理　・適用する　　・適用しない

裏打ち処理　・適用する　　・適用しない

(10.2.2)

　　　　形状及び寸法　　　・L-75×75×6(mm)　長さ=100mm

　　　　　　　　　　　　　・L-75×75×6(mm)　長さ=150mm

　　　　　　　　　　　　　・

アンカーの材質及び寸法　

目地　一般目地　　　　目地幅(mm)　　※6以上 　　　・

　　　　　　　　　　　シーリング材　・適用する　　・適用しない

　　　伸縮調整目地　　位置　※標準仕様書表11.1.1による　　・図示による

　　　　　　　　　　　シーリング材の目地寸法　※幅・深さとも10mm以上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・図示による

　※専門工事業者の指定する製品　　・

1

2

3

内壁空積工法
(10.2.2)

受金物　材質　※ステンレス（SUS304）製　　・

　　　　形状及び寸法　　　・L-75×75×6(mm)　長さ=100mm

　　　　　　　　　　　　　・L-75×75×6(mm)　長さ=150mm

　　　　　　　　　　　　　・

外壁乾式工法 (10.2.2)

　　　方式　・スライド方式　　・ロッキング方式

　・図示による

　　　　　　　　　　　　　　他部材との取り合い部

床及び階段の石張り (10.6.2)(10.6.3)

　　　　　　　　　　シーリング材　　・適用する　　　　・適用しない

目地　一般目地　　　目地幅(mm)　　　・図示による　　　・

　　　伸縮調整目地　位置　※床面積30m2程度ごと，細長い通路の場合6m程度ごと及び

　　　　　　　　　　　　　・図示による

4

5

6(9.4.2～4)(表9.4.1)(表9.4.2)

・S-F1

・S-M1

・SI-F1

(10.2.1)(表10.2.1)(表10.2.2)

種別

防水層の種別

(9.3.2)(9.3.3)(表9.3.1～3)2

シート防水

施工箇所

改質アスファルト

断熱材
種類 使用量

仕上塗料

防湿用シート

屋内防水

防水層の種別

施工箇所種別施工箇所種別

　　・

施工

　防水層の下地のモルタル塗り

　　・適用しない

　　※貯水槽、浴槽等の常時水に接する部位

　E-1の行程3を行う場合の部位

 ・E-1  ・E-2

　　・適用する　（施工範囲　・図示　　　　・　　　　　　）

　保護層　・設ける（ ※図示　　・　　　　）　　・設けない

・AS－T1

・AS－T2

・AS－T3

・AS－T4

・AS－J1

・設ける

・設けない

・ASI－T1

・ASI－J1

　改質アスファルトシートの種類及び厚さ

　粘着層付改質アスファルトシートの種類及び厚さ

　部分粘着層付改質アスファルトシートの種類及び厚さ

　　※標準仕様書表9.3.1から表9.3.3による　　・

　　※標準仕様書表9.3.2及び表9.3.3による 　　・

　　※標準仕様書表9.3.2及び表9.3.3による 　　・

・ ※製造所の

・

　仕様による

　屋根露出防水絶縁工法、屋根露出防水絶縁断熱工法の脱気装置の種類及び設置数量

　　　　　　　　　　・

　　※アルミニウム製　L-30×15×2.0mm程度　　・

　　　種類　　　　　※改質アスファルトシートの製造所の指定

　防水層の種別

種別 施工箇所

屋根露出防水

・D-4

・D-3

・D-2

・D-1

断熱材

仕上塗料

種類 使用量

・DI-2

・DI-1

・

　押え金物の材質及び形状寸法　

　固定金具の材質及び形状

　　　　　　　　を積層加工したもの

　　材質　　　※防錆処理した鋼板，ステンレス鋼板又はそれらの鋼板の片面及び両面に樹脂

4 塗膜防水

仕上塗料

(9.5.3)(表9.5.1)(表9.5.2)

使用量種類

・X-1

・・X-2

※地下外壁防水・Y-1

・

※屋内防水 ・・Y-2

・ ・

ウレタンゴム系塗膜防水 X-1（絶縁工法）の脱気装置の種類及び設置数量

種別 施工箇所 保護層

・

防水層の種別

5 ケイ酸質系塗布膜防水

シーリング

　※下表以外は，標準仕様書表9.7.1による

6

　ただし，外壁タイル接着剤張り目地の場合のシーリングは11章に、カーテンウォール目地

　の場合のシーリングは17章による。

施工箇所 シーリング材の種類（記号）

(9.7.2)

シーリング材の目地寸法　　

　種類　　　　　※主材料の製造所の仕様　　　　・

　接着工法の場合の脱気装置の種類及び設置数量

　　種類　　　　※ルーフィングシートの製造所の仕様

　　　　　　　　・

　ＰＣコンクリート下地の入隅部の増張り

　　（S-F1、SI-F1の場合）

　機械的固定工法の場合の一般部のルーフィングシートの張付け

　　建築基準法に基づき定まる風圧力に対応した工法

　　　・図示による　　　　　　　・

　　　　　　・

　　　　　　　・

　　厚さ(mm)　※0.4以上

石材の割付け　　・図示による　　　　・

笠木，甲板等の石張り

取付け工法　・湿式工法　　・乾式工法

(10.2.2)(10.7.2)7

　ルーフィングシートの種類及び厚さ

　　※標準仕様書表9.4.1から表9.4.3による　　・

湿式工法の取付け金物　・標準仕様書10.2.2(1)による　　・図示による

位置　※標準仕様書表11.1.1による　

下地モルタル塗りのコンクリート素地面の下地処理方法

耐凍

害性

無有

色

無有

備考
役物

標準 特注

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

よる区分

吸水率に

I類 II類 III類

うわぐすり

施ゆう 無ゆう

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

　　　　・目荒し工法（標準仕様書15.3.4(4)による）

　　　　・MCR工法　 （標準仕様書6.8による）

　　　　・

種類施工箇所 耐滑

り性

タイルの形状，寸法等

(11.1.3)(表11.1.1)

　内装タイル以外のユニットタイル　　・マスク張り　　・モザイクタイル張り

壁タイル張りの工法

　内外装タイル　　　　　　　　　　　・密着張り　　　・改良圧着張り

(11.2.2)(11.2.3)(11.2.6)

見本焼き　・行う　　・行わない

試験張り　・行う　　・行わない

伸縮調整目地及び

ひび割れ誘発目地

11 1

セメントモルタルに

よるタイル張り

3

アンカーの材質及び寸法

　湿式工法の材質：※ステンレス（SUS304）製　　　・

タイル張り

耐凍

害性

無有

色

無有

備考
役物

標準 特注

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

よる区分

吸水率に

I類 II類 III類

うわぐすり

施ゆう 無ゆう

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

接着剤のホルムアルデヒド放散量

種類施工箇所 耐滑

り性

タイルの形状，寸法等

有機系接着剤による

　　　　・目荒し工法（標準仕様書15.3.4(4)による）

　　　　・MCR工法　 （標準仕様書6.8による）

　　　　・

目地のシーリング材

　伸縮調整目地　　　※変成シリコーン系シーリング材　　・

　その他の目地　　　※変成シリコーン系シーリング材　　・

　ひび割れ誘発目地　※ポリウレタン系シーリング材　　　・

　打継ぎ目地　　　　※ポリウレタン系シーリング材　　　・

下地調整塗材塗りを行うコンクリート素地面の下地処理方法

4 (11.3.2～4)(11.3.7)

　※ F☆☆☆☆　　　　　　・

・25mm

・

（厚さ）

（厚さ）

・25mm

・

・床塗り ※7mm以下

・

・

※製造所の

　仕様による

石
工
事

タ
イ
ル
工
事

※製造所の仕様による

・ 下地モルタル塗り

Ｇ

Ｇ

（9.2.2)(9.2.3)（表9.2.7)(表9.2.8)

（9.2.2)(9.2.3)（表9.2.9)

(9.2.3)

(表9.2.9)

(9.3.2)

(9.3.2)

(9.3.2)

(9.3.2)

(9.3.3)

(9.4.2～4)(表9.4.3)

(9.4.2)

(9.4.2)

(9.4.3)

(9.4.4)

(9.5.3)

(10.2.3)

　　こて仕上げ　　※水下　80mm 以上　　　　・

　平場の保護コンクリートの厚さ

　　床タイル張り　※水下　60mm 以上　　　　・

　立上り部の保護工法

　　・乾式保護材

　　　　乾式保護材の材料　　・　

　　・コンクリート押え

　　・モルタル押え（室内等）

　　・れんが押え　（・図示　　　　　　・　　　　　　　）

　　　　れんがの材料

（種類）

・

・

　　※標準仕様書表9.2.8による　 

　部分粘着層付改質アスファルトルーフィングシートの種類及び厚さ

　　※標準仕様書表9.2.7及び表9.2.8による 　

　改質アスファルトルーフィングシートの種類及び厚さ （9.2.2)

（9.2.2)

　　・JIS A 6013に基づく種類及び厚さ

　　　　用途による区分　・

　　　　材料構成による区分　・R種　　・N種

　　　　厚さ　　・　　　mm以上

　　・JIS A 6013に基づく種類及び厚さ

　　　　用途による区分　・

　　　　材料構成による区分　・R種　　・N種

　　　　厚さ　　・　　　mm以上

　　※アルミニウム製　L-30×15×2.0mm程度

　押え金物の材質及び形状寸法

　　・

（9.2.2)

　　種類　　　※アスファルトルーフィング類の製造所の指定

　絶縁工法及び断熱絶縁工法の脱気装置の種類及び装置数量

　　　　　　　・

（9.2.3)

　　設置数量　※アスファルトルーフィング類の製造所の指定

　　　　　　　・　　　個

保護層等の施工

　　※標準仕様書表6.2.4のB種　　　　・

　防水層の下地，立上りコンクリート打放し仕上げ　

　　・図示による　　　　　　・

　絶縁断熱工法のルーフドレン回り及び立上り部周辺の断熱材の張りじまい位置

　　　　・JIS R 1250（普通れんが及び化粧れんが）

　　　　・

　屋上排水溝の設置

　　・図示による　　　　　　　・

(9.2.4)

(9.2.2)(9.2.5）

（種類）

・

　　　　　　　　　　・　　　　　個

　　　設置数量　　　※改質アスファルトシートの製造所の指定

歩行の仕様

※非歩行用

箇所

・軽歩行用

・非歩行用

・軽歩行用

※非歩行用

・軽歩行用

・非歩行用

・軽歩行用

※製造所の仕様による

・

・

（厚さ）

・25mm

・

（種類）

・

（厚さ）

・25mm

・

（種類）

・

※製造所の仕様による

・

・

※製造所の仕様による

・

・

　　設置数量　　※ルーフィングシートの製造所の仕様

　　　　　　　　・　　　　　個

　断熱工法（SI-M1、SI-M2の場合）の防湿用フィルム

　　・設置する　　　　　　・設置しない

(表9.4.2)

　接着工法の場合のＰＣコンクリート部材防水下地の目地処理

　　・行う（・図示　　　・　　　　）　　　　　・行わない

　　・行う（・図示　　　・　　　　）　　　　　・行わない

(9.4.4)

(9.4.4)

・

※製造所の

　仕様による

　設置数量　　　※主材料の製造所の仕様　　　　・　　　　　個

防水層の下地（壁及び天井） (9.6.4)

　※コンクリート打放し仕上げ（標準仕様書表6.2.4のB種）

　・

下地処理

　コンクリートの打継箇所の処理

　　※標準仕様書9.6.4(2)(ア)による　　　　　　・

　標準仕様書9.6.4(2)(イ)及び(ウ）以外の下地処理

　　・図示による　　　　　　　・

(9.6.4)

材料

　種類及び施工箇所

　　仕上げを行わない施工箇所（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

接着性試験

　　※簡易接着性試験　　　　　　　　　・引張接着性試験　　　　・

　　※標準仕様書9.7.3(1)による　　　　・

(9.7.3)

(9.7.5)

岩石の

種類

・図示による

表面仕上げ

の種類

バフ仕上げ

の有無

テラゾブロック

区分
区分 の種類

(10.2.1)(表10.2.1)(表10.2.2)

種石の種類
(mm) 種類

(10.2.1)(表10.2.1)(表10.2.2)

　材質：※SS400 　　　・　　　　　　　　　　　　　　寸法：

あと施工アンカーの種類、材質及び寸法

　種類：　　　　　　　　　　材質：　　　　　　　　　寸法：

上記以外の金物の材質、形状及び寸法

　・図示による　　　　　　　・

ドレンパイプの材質　　・樹脂ネット製パイプ　クロスメッシュ巻き　25～35φ

　　　　　　　　　　　・

石材の厚さ（mm）　　・

(10.2.2)

(10.2.3)

(10.3.2)

(10.3.3)

(10.3.3)

アンカーの材質及び寸法　

　材質：※SS400 　　　・　　　　　　　　　　　　　　寸法：

あと施工アンカーの種類、材質及び寸法

　種類：　　　　　　　　　　材質：　　　　　　　　　寸法：

上記以外の金物の材質、形状及び寸法

　・図示による　　　　　　　・

下地ごしらえ　※あと施工アンカー・横筋流し工法

　　　　　　　・あと施工アンカー工法

石裏面処理　・適用する　　・適用しない

裏打ち処理　・適用する　　・適用しない

目地　一般目地　　　　目地幅(mm)　　※6以上 　　　・

　　　　　　　　　　　シーリング材　・適用する　　・適用しない

　　　伸縮調整目地　　位置　※6m程度ごと　　　　　・図示による

　　　　　　　　　　　シーリング材の目地寸法　※幅・深さとも10mm以上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・図示による

石材の厚さ（mm）　　・ (10.4.2)

(10.4.3)

(10.4.3)

(10.2.2)

外壁乾式工法の方式による金物の種類、形状、寸法等

　※標準仕様書表10.2.4による

アンカーの材質及び寸法　

　材質：※ステンレス（SUS304）製 　　　・　　　　　　　　　　　　

あと施工アンカーの種類、材質及び寸法

　種類：　　　　　　　　　　材質：　　　　　　　　　寸法：

上記以外の金物の材質、形状及び寸法

　・図示による　　　　　　　・

　寸法：

だぼ用の穴の位置

　※標準仕様書10.5.2(2)(ア)による　　　　　・図示による

目地　　　目地幅(mm)　　※8以上 　　　・

　　　　　シーリング材　・適用する　（※標準仕様書9.7による　　　・図示　）

石材の厚さ（mm）　　・ (10.5.2)

(10.5.3)

裏打ち処理　・適用する　　・適用しない

　建築基準法に基づき定まる風圧力に対応した工法

　　・図示による　　　　　　　・

　　　　　　　　　　　　・適用しない

(10.2.2)

(10.5.3)

石材の厚さ（mm）　　床(　　　)、階段(　　　)

床石張り

　浸透性吸水防止剤　　・適用する　　・適用しない

　石裏面処理　　　　　・適用する　　・適用しない

　裏打ち処理　　　　　・適用する　　・適用しない

階段張り

　石裏面処理　　　　　・適用する　　・適用しない

　　　　　　　　　　　シーリング材の目地寸法　※幅・深さとも10mm以上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・図示による

(10.6.2)

(10.6.3)

(10.6.2)(10.6.3)

乾式工法の取付け金物　・標準仕様書10.2.2(2)による　　・図示による

　　　　　　　　方式　・スライド方式　　・ロッキング方式

特殊部位用金物　　　　・標準仕様書10.2.2(3)による　　・図示による

　　　　　ファスナー　・図示による

　　　　　　寸法：

　乾式工法の材質：SS400　　　　　　　　　 　　　・

　　　　　　寸法：

あと施工アンカーの種類、材質及び寸法

　種類：　　　　　　　　　　材質：　　　　　　　　　寸法：

上記以外の金物の材質、形状及び寸法

　・図示による　　　　　　　・

石裏面処理　・適用する　　・適用しない

石材の厚さ（mm）　　・

乾式工法の場合の取付け代　※標準仕様書10.5.3(2)による　　・

石裏の補強用モルタル　　・適用する　　・適用しない

　　　　　　　　　　　　　　他部材との取り合い部

　　　　　　　　　シーリング材　　・適用する　　　　・適用しない

　　一般目地　　　目地幅(mm)　　　※6以上　　　 　　・

　　伸縮調整目地　位置　※標準仕様書表11.1.1による　・図示による

　　　　　　　　　　　　　・図示による

　　　　　　　　　　シーリング材の目地寸法　※幅・深さとも10mm以上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・図示による

目地

湿式工法の場合

　　一般目地　　　目地幅(mm)　　　※8以上　　　 　　・

乾式工法の場合

　　　　　　　　　シーリング材　　・適用する（標準仕様書9.7による　・図示）

隔て板8 石材の厚さ（mm）　　※40

(10.2.2)

(10.7.2)

(10.7.2)

(10.3.3)

(10.5.3)

(10.7.3)

　　　　　　　　　　　　　　　　　・適用しない

     ・図示による

形状

（mm）

寸法

既調合モルタル

　・既調合モルタルの製造所の仕様による

　・

見本焼、試験施工2 (11.1.4)

(11.2.3)

(11.2.6)

(表11.2.3)

形状

（mm）

寸法

外装タイルにおける目地詰め

　・行う　　　・行わない

(11.3.3)

(11.3.3)(11.3.5)

(11.3.4)

(11.3.5)

図 面 名

会 社 名

事業所名

作成年月日

縮　尺

工 事 名

図面番号
A1: -

関東農政局　茨城中部農地整備事業所

A3: -
A - 04

建築工事特記仕様書（その4）
　図示による

既存と新築間の周囲(打継目地）

腰壁（誘発目地）

PS

PU

茨城中部農地整備事業

船渡東永寺団地船渡１工区区画整理その３工事



施工一般12 (12.2.1)

製材

　　適用部材：（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

(12.4.1)間仕切軸組に用いる

(12.4.1)床組に用いる木材

10

用いる木材

窓，出入口，その他に (12.5.1)

用いる木材

11 絶甲板及び上がまちに (12.6.1)

留め付
屋根葺形式

・心木なし瓦棒葺

（mm）

厚さ
の種類、めっき

施工 板及びコイル

の種類

※JIS G 3322の

・横葺

・

・立て平葺

塗膜の耐久性

長尺金属板葺

1

2

8

9

14

防腐・防蟻処理7

1 アルミニウム及び

アルミニウム合金

の表面処理

・薬剤による防腐・防蟻処理を省略できる樹種による製材

・AB-1種

・AB-2種

・AC-1種

・AC-2種

・BA-1種

・BA-2種

・BB-1種

・BB-2種

・BC-1種

・BC-2種

・C種

種　別 施工箇所（成型板，笠木，建具以外）

表面処理方法 種　別

溶融亜鉛めっき ・B種

・C種

・D種

・E種

・F種

電気亜鉛めっき

・A種

施工箇所（手すり，タラップ以外）

2 鉄鋼の亜鉛めっき

・つりボルトの間隔が900mmを超える場合

・天井のふところが3.0mを超える場合

・屋外の場合の形式及び寸法

・天井下地材における耐震性を考慮した補強

軽量鉄骨壁下地4

　・図示による

スタッドの高さが5.0mを超える場合

　※標準仕様書表14.5.1によるスタッドの高さによる区分に応じた種類

スタッド，ランナ等の種類

出入口及びこれに準ずる開口部の補強

3 軽量鉄骨天井下地

野縁等の種類

5 ルーフドレイン

金属成形板張り5 (14.6.2)(表14.2.1)

6 アルミニウム製笠木 (14.7.2)(表14.7.1)

笠木の固定金具の工法等

表面処理　種別（　　　　）種

　建築基準法に基づき定まる風圧力及に対応した工法

表面処理

13 1

(12.3.1)

※(製材を用いる場合)杉又は松　　・

(13.2.2)(13.2.3)(表13.2.1)

(14.2.1)(表14.2.1)

（14.2.2)(表14.2.2)

・常温乾燥形の塗装の場合（　　　　　　　）

　屋外　※25形　　・19形

　屋内　※19形　　・25形

　補強方法　※図示による　　　　　　　・

　補強方法　※図示による　　　　　　　・

　補強箇所、補強方法　・図示による

(14.5.3)(表14.5.1)

　※図示による　　　　　　　・

取付け用下地　※標準仕様書14.4 による　　　・図示による

伸縮調整継手　・設ける（施工箇所　・図示　　・　　　　）

　　　　　　　・設けない

表面処理　　　※図示による　　　　　　　・

種別　　　　　※図示による　　　　　　　・

　・250形　　・300形　　・350形

　　　　　色合等　・標準色（ 　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　・特注色（　　　　　　 　　　）

　　・図示による　　　　　　・

　屋根用コイル

12 壁及び天井に用いる (12.7.1)

(12.2.1)(12.3.2)

合板等5

防虫処理板面の品質
接着の
程度

単板の厚さ
（mm）

※1類

・ ・2類

※5.5

施工箇所

・「合板の日本農林規格」による普通合板

針葉樹　

・ ・

防虫処理施工箇所 等級 板面の品質
厚さ

（mm）

単板の

樹種名

強度

・

※12

※C-D以上

・・1級

※2級以上

・

※12 ・1級

※2級以上

・

施工箇所 接着の程度単板の樹種名

施工箇所
化粧板に使用する

単板の樹種名
厚さ（mm） 接着の程度

施工箇所

・1類　

厚さ
（mm）

接着の程度 化粧加工の方法

厚さ

（mm）

※15

・

※MR1(M）又は

　MR2(P)タイプ

※13タイプ

・

表裏面の状態

による区分

曲げ強さに

よる区分 よる区分

耐水性に

よる区分

難燃性に施工箇所

接合具等

造作材の化粧面の釘打ち

・パーティクルボード

・「合板の日本農林規格」による特殊加工化粧合板

・「合板の日本農林規格」による天然木化粧合板

・「合板の日本農林規格」による化粧ばり構造用合板

・「合板の日本農林規格」による構造用合板

6
(12.2.2)

・1類　

　・適用する（※隠し釘打ち　　　・　　　　　）　　・適用しない

広葉樹　

・1類　・2類

下葺材料　・アスファルトルーフィング940

工法

施工箇所

（　　）種

による区分

山ピッチ山高

形式
山高・山ピッチ

2 折板葺

　　　　　・改質アスファルトルーフィング下葺材

　　　　　　　・一般タイプ　

雪止め　・設置する　（・図示　　　・　　　　）

　建築基準法に基づき定まる風圧力に対応した工法

(13.3.2)(表13.2.1)

断熱材　・有り

　　　　・無し

雪止め瓦役物瓦
の種類

大きさ寸法に
よる区分よる区分

製法に 形状に
よる区分

種類

施工箇所 産地

(13.4.2)
粘土瓦葺3

折板のけらば納め　※けらば包みによる方法　・

厚さ
(mm)

・有り

・無し

※鋼板製

区分
材料による

区分
耐力による 軒先

面戸板

工法

　建築基準法に基づき定まる風圧力又は地震力に対応した瓦の緊結方法などの工法

　　　　　　　寸法　※幅21×高さ15(mm)以上　　・

　　　　　　　寸法　※幅40×高さ30(mm)以上　　・

棟補強用心材　材質　※杉　　・

とい4 (13.5.2)(表13.5.1)

　とい受金物

　　風圧力　・図示による　　　　　　　・

　といの材種　・配管用鋼管　　・硬質ポリ塩化ビニル管　　・

　　とい受金物の材種，形状，取付け間隔　※表13.5.2による　　・

瓦桟木　　　　材質　※杉　　・

JIS A 5208に基づく凍害試験　・行う　　・行わない

・屋外の軒，ピロティ等の天井における耐風圧性を考慮した補強

　※標準仕様書14.5.4(5)(ア)～(ウ)による　　・図示による

　※F☆☆☆☆　　　　　　・

　防露材のホルムアルデヒド放散量

(14.4.2)(表14.4.1)

(12.2.1)(表12.2.1)

施工箇所 等級寸法 含水率

※2級

・

※2級

・

※A種　・B種 　・

※A種　・B種　 ・

見え掛り面

見え掛り面以外
・

※小節以上

・

※上小節

・

※1等

※1等

※10%以下

・A種　・B種　

施工箇所 含水率

※A種

・B種

・

※A種

・B種

・

防虫処理材面の品質

3 造作用集成材

(12.2.1)

・行う

・行わない

（　　　　）

造作材の場合

（※A種　 ・B種）

（※A種　・B種）

（　　　　）

造作材の場合

・「製材の日本農林規格」以外の製材

・「製材の日本農林規格」による造作用製材

・「製材の日本農林規格」による下地用製材

・「製材の日本農林規格」による広葉樹製材

施工箇所 品名 見付け材面 見付け材面の品質

施工箇所

施工箇所

施工箇所

・

※15以下

・

※15以下

含水率(%)
寸法

（mm） の品質

見付け材面化粧薄板の

厚さ（mm）

・「集成材の日本農林規格」以外の化粧ばり造作用集成材

・「集成材の日本農林規格」以外の造作用集成材

・「集成材の日本農林規格」による化粧ばり造作用集成材

・「集成材の日本農林規格」による造作用集成材

※1等　・2等

※1等　・2等

保存処理

※1等 ・2等

※1等 ・2等

見付け材面

の品質厚さ（mm）

化粧薄板の 見付け

材面

寸法

（mm）

・

※15以下

・

※15以下

見付け材面の品質 含水率樹種

防虫処理

防虫処理

防虫処理

木
工
事

屋
根
及
び
と
い
工
事

金
属
工
事

Ｇ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

ホルムアルデヒド放散量　

　※標準仕様書12.2.1(ウ)のいずれかによる　　　・

（mm）

施工箇所 等級寸法 含水率

※A種　・B種 　・

※A種　・B種　 ・

保存処理（mm）

※A種　

施工箇所 等級寸法 含水率 保存処理（mm）

※10%以下

寸法（mm）

・行う

・行わない

(12.2.1)(表12.2.1)

(12.2.1)(表12.2.1)

(12.2.1)(表12.2.1)(表12.2.2)(12.3.2)

樹種名 寸法（mm）

品名 樹種名

芯材：

化粧薄板：

芯材：

化粧薄板：

寸法（mm）

樹種名

芯材：

化粧薄板：

芯材：

化粧薄板：

(12.2.1)

(12.2.1)

(12.2.1)

造作用単板積層材4 Ｇ

(12.2.1)(12.3.2)

防虫処理

・有り　（加工：・天然木化粧加工

・無し　（等級：・1等　・2等　・3等）

表面の品質

　　　　　　　　・塗装加工）

施工箇所

施工箇所 防虫処理含水率

施工箇所
（mm）

寸法
樹種名種別

接着性能

（使用環境）
品名 強度等級

・ＣＬＴ（直交集成板）

・「単板積層材の日本農林規格」以外の造作用単板積層材

・「単板積層材の日本農林規格」による造作用単板積層材

※14%以下

・

Ｇ

寸法

（mm）
品名

（表面の化粧加工）

・行う

・行わない

寸法

（mm）

表面の品質
（表面の化粧加工）

・有り　（加工：・天然木化粧加工

・無し　（                     ）

　　　　　　　　・塗装加工）

・行う

・行わない

(12.2.1)(12.3.2)

・

(12.2.1)

樹種名

　※C-D以上　・

　・1等　　※2等以上

品名

・行う

・行わない

Ｇ

等級

・行う

・行わない

保存

処理
品名

・行う

・行わない

　接着の程度　常温湿潤状態となる場所での使用

　　　　　　　　※特類　　 　　・

　　　　　　　その他の場合

　　　　　　　　※1類以上　　　・

(12.2.1)(12.3.2)

品名
厚さ

（mm）

・特類

・行う

・行わない

・行う

・行わない

(12.2.1)(12.3.2)

(12.2.1)(12.3.2)

・行う

・行わない

・オーバーレイ

・プリント

・塗装

単板の

樹種名

・2類

品目

(12.2.1)(12.3.2)

・

(12.2.1)

寸法(mm)施工箇所 品名

・構造用パネル (12.2.1)

施工箇所
よる区分

表裏面の状態

による区分

曲げ強さに

よる区分

接着剤に

よる区分

難燃性に厚さ

（mm）

・ＭＤＦＧ (12.2.1)

諸金物の形状、寸法及び材質

　・標準仕様書12.2.2(2)(ア)による

接着剤（木れんが用接着を含む）のホルムアルデヒド放散量

　※F☆☆☆☆　　　　・

(12.2.2)(12.2.3)

(12.2.2)(表12.2.3～表12.2.5）

・薬剤の接着剤への混入による防腐・防蟻処理

　　適用部材：（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

適用部材 保存処理性能区分

適用部材 処理の方法

・

・工場における薬剤の加圧注入処理による防腐・防蟻処理

・薬剤の塗布等による防腐・防蟻処理

・Ｋ２　・Ｋ３　・Ｋ４

・Ｋ２　・Ｋ３　・Ｋ４

※薬剤の製造所の仕様による

薬剤の種類

・

・

・

(12.3.1)

(12.3.1)

(12.3.1)

・合板等の加圧注入処理等による防腐・防蟻処理

　　適用部材：（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

(12.3.1)

※(製材を用いる場合)杉又は松　　・

木材

※(製材を用いる場合)

　吊元枠、水掛りの下枠及び敷居は、ひのき、その他は、松又は杉

　・

※(製材を用いる場合)ひのき　　　・

木材

※(製材を用いる場合)杉又は松　　・

付着量等

葺板の

寸法・厚さ箇所
下地

け方法

・

　　　　　　　・複層基材タイプ　

　　　　　　　・粘着層付タイプ 

　　・図示による　　　　　　　・

　横葺の場合のけらば納め

　　・つかみ込み納め　　　　　・けらば包み納め

(13.2.3)

・

・

材料　

材質の種類（　　　　　　　　　）

塗膜の耐久性の種類、めっき付着量等（　　　　　　　　　）

　　　　　（種別：　　　　　　　　　　　厚さ(mm)：　　　　　防火性能：　　時間）

工法

　建築基準法に基づき定まる風圧力に対応した工法

　　・図示による　　　　　　　・

　耐雪性能に応じた工法

　　・適用する（・図示　　　・　　　　　）　　・適用しない

(13.3.3)

の使用

材料　

　　　　　　　　　　径　　　・

瓦緊結用釘又はねじ　種類　　・

　　　　　　　　　　長さ　　・

　　　　　　　　　　　　　　　　　・溶融亜鉛めっき処理を行った鋼製

棟補強等に使用する金物等　　材質　・ステンレス製

　　　　　　　　　　　　　　形状　・

　　　　　　　　　　　　　　寸法　・

　　　　　　　　　　　　　　留め付け方法　・

　　地震力　・図示による　　　　　　　・

瓦緊結用釘又はねじの有効長さの最小値　（　　　　）mm

瓦桟木の留付け工法　・図示による　　　　　　　・

棟の工法　・7寸丸伏せ棟又はF型用冠瓦伏せ棟

　　　　　・のし積み棟　　　　　　　・

　面戸、雀口、葺土の露出する瓦接合部に仕上げを施す場合

　　・モルタルによる　　　　・瓦葺き用しっくいによる

(13.4.3)

材料

　　　　　　　・表面処理鋼板

　　　　　　　　　・表面及び裏面の塗膜の種類（　　　　）

　　　　　　　　　・耐酸被覆鋼板　　　　　・

　　　※標準仕様書表13.5.2による　　　・

　　足金物の材種，形状，取付け間隔　　

　　　※標準仕様書表13.5.2による　　　・

　　・多雪地域の場合の軒どいの取付間隔　0.5m以下 　　　

　　　　・図示による　　

　・鋼管製といの場合の防露巻きの工法

工法

　　　※標準仕様書表13.5.4による　　　・

(13.5.3)

・ろく屋根用たて形I型

種　類 施工箇所

(13.5.2)JCW 301によるルーフドレインの種類及び呼び

呼び

・ろく屋根用横形I型

・バルコニー中継用

・バルコニー用

ねじ込み式

・ねじ込み式

・差し込み式

ねじ込み式

・ねじ込み式

・差し込み式

・

・

・

・

・・

色合い等

陽極酸化皮膜の着色方法　 (14.2.1）

鉄鋼の亜鉛めっき

　　野縁受，吊りボルト，インサートの間隔及び周辺部端からの距離　

　　　※図示による　　　　　　　・

　　野縁の間隔　　　　　　

　　　・図示による　　　　　　　・

工法

　補強箇所、補強方法　・図示による

(14.4.3)

(14.4.4)

(14.5.4)

(14.6.3)

部材の種類

(14.7.2)(表14.2.1)

(14.7.3)

　※二次電解着色　　・三次電解着色

図 面 名

会 社 名

事業所名

作成年月日

縮　尺

工 事 名

図面番号A1: -

関東農政局　茨城中部農地整備事業所

A3: -
A - 05

建築工事特記仕様書（その5）

88 0.6

ガリバニウム鋼板

屋根　

重ね形

200

3

ガラス繊維 4

茨城中部農地整備事業
船渡東永寺団地船渡１工区区画整理その３工事



15 ラス系下地

材料　ラス材及び補強用平ラス

　ラスシートの山高、山ピッチ、質量及び溶接ピッチによる区分

　ステープルの形状及び寸法

下地の種類

その他のボード下地

2 せっこうボード， (15.2.5)

　せっこうラスボード　　種類（　　　　）　厚さ（　　　mm）

　せっこうボード　　　　種類（　　　　）　厚さ（　　　mm）

　木質系セメント板　　　種類（　　　　）　厚さ（　　　mm）

　せっこうボード、せっこうラスボード及び木質系セメント板の種類及び厚さ

3 こまい下地 (15.2.6)

4 木ずり下地 (15.2.7)

モルタル塗り5 (15.3.2)(15.3.5)

(15.2.4)1

ロックウール吹付け12

　　※LS4（耐力壁の場合）　　　　 　　・

建築基準法に基づく耐力壁の指定　・なし　　・あり

材料　木ずり用小幅板の材種　　※杉（心去り材）　　・

モルタル　　・現場調合材料　　・既調合材料

既製目地材　・設ける　施工箇所（　　　　　）　形状（※図示　　・　　　　　）

　　　　　　・設けない

　　　　　　・設けない

　色砂の種類　　・天然砂と岩石の砕砂

塗厚　※標準仕様書表15.11.8による　　　・

　　　・建築基準法に基づく耐力壁の指定がある場合

工程　こまい壁　※A種　　・B種

・普通合板

・天然木化粧合板

・特殊加工化粧合板

板面の品質　※広葉樹1等　　・

接着の程度

合板の種類 備　考表面材の品質等

10 木製建具

・フラッシュ戸

　表面材の合板の種類

接着剤のホルムアルデヒド放散量

建具材の加工，組立時の含水率　　　※A種　　　・B種

・かまち戸

・ふすま

・戸ぶすま

・紙張り障子

11 建具用金物

金物の種類・見え掛り部の材質等

　※標準仕様書表16.8.1及び適用(備考欄の特記事項も含め)は建具表による　　・　

表面板の厚さ　※標準仕様書表16.7.6による　　・

　　かまち樹種（　　　　）　鏡板樹種（　　　　）

枠、くつずりの材料　　・建具表による　　・

・バーチカル形

・ハイリフト形

・スタンダード形

・ローヘッド形

・電動式

※バランス式

・チェーン式

セクション材料

による区分

開閉方式

による区分

収納形式

による区分
ガイドレールの材質

風圧力

区分(Pa)

・125

・100

・75

・50

※スチールタイプ

・ファイバーグラス

タイプ

・アルミニウムタイプ

※溶融亜鉛めっき鋼板

・ステンレス鋼板

17 オーバーヘッドドア

電動式の場合の障害物感知装置の設置箇所　※建具表による　・図示(　　　　　)

18 ガラス

軽量シャッター16

耐風圧強度（　　）pa

電動式の場合の安全装置

スラットの種類　・インターロッキング形　　・オーバーラッピング形

開閉形式　※手動式　　・電動式（手動併用）

(15.12.2)

(16.8.2)

2

床の目地　　・設ける

外装タイル張り下地等の下地モルタル塗り及び下地調整塗材塗りの接着力試験

16

(16.1.6)

1

2

防火戸

見本の製作等

※建具表による　・

特殊な建具の仮組　・行う（建具符号：　　　　）

・適用しない

　耐風圧性等級，気密性等級，水密性等級

表面処理

・防鳥網

種　類 材　種

・防虫網

※16～18メッシュ

・

網目寸法15mm

網　目

・

※0.25mm以上

1.5mm

線　径

・ガラス繊維入り合成樹脂製

※合成樹脂製

・ステンレス(SUS 316)製

ステンレス(SUS 304)線材

　外部に面する建具

3

4

5

防犯建物部品

アルミニウム製建具

網戸等

建具見本の製作　　・行う（建具符号：　　　　）

　　　　　　　　　・行わない

　　　　　　　　　・納まり等が分かる程度のもの

　　　　　　　　　・行わない

建具見本の程度　　・工事に使用するものとして，あらかじめ製作する

　外部に面する建具の種別

　　着色　・標準色　　・特注色

　　着色　・標準色　　・特注色

結露水の処理方法　※図示による　　・

水切り板，ぜん板　※図示による　　・

　　・防音ドア，防音サッシとする場合　　遮音性の等級（ ・　　　　）

　　・断熱ドア，断熱サッシ　とする場合　断熱性の等級（ ・　　　　）

(16.2.3)

(16.1.3)

(16.1.4)

・適用する（ ※適用箇所は建具表による　　・　　　　　）

　　※建具表による　　・図示による

ロックウールのホルムアルデヒド放散量

仕上げ吹付け厚さ（mm）　・図示による　　・25　　・

　屋内の建具

　・防音ドア，防音サッシとする場合の遮音性の等級　　　・T-1種　・T-2種

7 鋼製建具

鋼板の厚さ（mm）　　　　　　※標準仕様書表16.5.1による

8 鋼製軽量建具

9 ステンレス製建具

水切り板、ぜん板　　　※図示による　　　　　・

表面色　　　　・標準色　　　　・特注色

召合せ，縦小口包み板の材質　　　※鋼板　　・

　外部に面する建具の耐風圧性（表16.2.1による）　・S-4　　・S-5　　・S-6

　・防音ドア，防音サッシとする場合　　遮音性の等級（ ・　　　　）

　・断熱ドア，断熱サッシ　とする場合　断熱性の等級（ ・　　　　）

　・耐震ドアとする場合　　　　　　　　面内変形追随性の等級（ ・　　　　）

　・防音ドア，防音サッシとする場合　　遮音性の等級（ ・　　　　）

　・断熱ドア，断熱サッシ　とする場合　断熱性の等級（ ・　　　　）

　・耐震ドアとする場合　　　　　　　　面内変形追随性の等級（ ・　　　　）

　・防音ドア，防音サッシとする場合　　遮音性の等級（ ・　　　　）

　・断熱ドア，断熱サッシ　とする場合　断熱性の等級（ ・　　　　）

　・耐震ドアとする場合　　　　　　　　面内変形追随性の等級（ ・　　　　）

　※F☆☆☆☆　　　　　・

　※F☆☆☆☆　　　　　・

　※F☆☆☆☆　　 　　・

　　上張り　　　・鳥の子　　　・新鳥の子又はビニル紙程度

　　縁仕上　　　・塗り縁　　　・生地縁（素地）　　・生地縁（ウレタンクリヤー塗装）

　　見込み寸法　※19.5mm　　　・建具表による　　　・

　　見込み寸法　※30mm　　　　・建具表による　　　・

　　見込み寸法　※30mm　　　　・建具表による　　　・

接着剤のホルムアルデヒド放散量

　・直張り工法（ ・ラスモルタル下地　　・ラスシートモルタル下地 ）

　・通気構法　（ ・二層下地　　　　　　・単層下地 ）

　・図示による（外張断熱工法で断熱材の外側に野縁を施工する形式の通気構法を行う場合）

　　　　※波形ラス(W700)　・こぶラス(K800)　・力骨付きラス(BP700）

　　・単層下地通気構法　

　　リブラス　　　　　※L925TS以上（リブラスC(RC800)の場合）　　・

　　波形ラス　　　　　※L1019JS以上(波形ラス(W700）の場合)　　　・

　　　　　　　　種類　　※押し目地　　　・　　　　

　　　　　　・行う　　　・行わない

種類 呼び名

・複層仕上塗材

・厚付け仕上塗材

・薄付け仕上塗材

・防水形外装薄塗材E

・可とう形外装薄塗材E

・内装薄塗材E

・外装薄塗材E

・外装薄塗材S

・内装薄塗材W

・外装薄塗材Si

・可とう形外装薄塗材Si

・内装薄塗材C

・内装薄塗材L

・内装薄塗材Si

・外装厚塗材C

・外装厚塗材Si

・外装厚塗材E

・内装厚塗材C

・内装厚塗材L

・内装厚塗材G

・内装厚塗材Si

・内装厚塗材E

・複層塗材CE

・可とう形複層塗材CE

・複層塗材Si

・複層塗材E

・複層塗材RE

・防水形複層塗材CE

・防水形複層塗材E

・防水形複層塗材RE

仕上げの形状及び工法等
防火

材料

上塗材

・吹放し　・凸部処理　・平たん状

・凹凸状　・ひき起こし　・かき落とし

・ゆず肌状（・吹付け　・ローラー塗り）

・砂壁状

・さざ波状

・平たん状

・凹凸状（・吹付け　・こて塗り）

・着色骨材砂壁状（・吹付け　・こて塗り）

・砂壁状じゅらく

・京壁状じゅらく

　吸放湿性　・適用する　・適用しない

外　観　※つやあり　・つやなし　・メタリック

溶　媒　※水系　・溶剤系

耐候性　※耐侯形３種　・

樹　脂　※アクリル系　・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

塗り

セルフレベリング材

仕上塗材仕上げ

建物内部に使用する塗料のホルムアルデヒド放散量

材料

6 (15.5.2)(表15.5.1)

(15.6.2)(表15.6.1)7

・軽量骨材仕上塗材 ・吹付用軽量塗材 ・

・こて塗用軽量塗材 ・

マスチック塗材塗り8 (15.7.2)(表15.7.1）

9 せっこうプラスター塗り

材料　下塗り及び中塗りに用いるせっこうプラスター

(15.8.2)

　・標準仕様書15.10.2(1)(ア)、(イ)による

10 しっくい塗り
下地の種類（　　　　　）

(15.10.1)

　上塗材　　・適用する　・適用しない

　吸放湿性　　・適用する　・適用しない

　耐湿性　　　・適用する　・適用しない

・ゆず肌状　　・凸部処理　　・凹凸状

・せっこう系　　・セメント系

　　　　　　　　・既調合プラスター　　・現場調合プラスター

・標準仕様書15.10.1による場合以外の下地への適用（　　　　　　　　）

　　　色しっくい　　・適用する　　　　・適用しない

種別　・A種　　・B種

材料　

　※F☆☆☆☆

(16.2.2)

　　種別　・BB-1種　  ・BB-2種

　　種別　・BC-1種　  ・BC-2種

(16.2.3)(16.6.3)

(16.3.2)

性能値等（建具符号は建具表による）

　簡易気密型ドアセットの気密性等級、水密性等級

　　　　　　　　　　　　　　・図示による

(16.7.2)(表16.7.1)

　　見込み寸法　※36mm　　・建具表による　　・

握り玉，レバーハンドル，押板類，クレセントの取付位置　

鍵12

鍵の製作本数　　※各室３本１組　　・

　・建具表による　　・

マスターキー　　・製作する　　　　・製作しない
(16.8.4)

樹脂製建具に使用する丁番の枚数及び大きさ　※標準仕様書表16.8.3による　　・

金属製建具に使用する丁番の枚数及び大きさ　※標準仕様書表16.8.2による　　・

14 自閉式上吊り引戸装置

性能　※標準仕様書表16.10.1による　　・図示による

(16.10.3)

(16.12.2)(表16.12.1)

(16.13.2)(16.13.3)

・フロート板ガラスの品質及び厚さの呼びによる種類　 

適用は以下によるほか，ガラスの種類，厚さの組合せは建具表及び図示による。 (16.14.2)

　　　　　　　　目地割　※2m 程度（最大目地間隔3m程度）　・　　　　　

性能値等（建具符号，枠の見込み寸法は建具表による）

　　種別、工法　・I型　　　　・II型

性能値等（建具符号は建具表による）

　・適用する（建具符号、形式及び寸法は建具表による）

鍵箱　　　　　　※有り　　　　　　・無し

・グレイジングチャンネル形

・建築用ガスケット

・シーリング材

・

・シーリング材

・

・

・シーリング材

ガラス留め材 ガラス溝の大きさ(mm)

ガラスの留め材及び溝の大きさ

建具の種類

※建具の製造所の仕様による

・

※建具の製造所の仕様による

・

※建具の製造所の仕様による

・

鋼製及び鋼製軽量

ステンレス製

アルミニウム製

表面

形状

外側

※15以下

・

内側

※6以上

呼び寸法 厚さ
色　調 目地幅(mm)

平積み 曲面積み

伸縮調整

目地(mm)

※6m以下

ごとに

幅10～25

・図示

・

・正方形

・長方形

・125×125

・320×320

・250×125

・320×160

・200×200

・160×160

※8～15

・15～25

・

・ ・

・・

・ ・

・ ・

・

・

・

・

・

・

・

・

クリア 乳白

19 ガラスブロック

　　　寸法　※径5.5mm　・

化粧目地モルタルの色（　　　　　　　　　　）

工法

　建築基準法に基づき定まる風圧力に対応した工法

曲面積みの曲率半径は，ガラスブロックの幅寸法の10倍以上とする。

壁用金属枠及び補強材　・設ける（形状　※図示　　・　　　　　　）

　　　　　　　　　　　・設けない

　　　形状　※はしご形状複筋及び単筋　　・

力骨　材質　※ステンレス鋼(SUS 304) 　　・

金属製化粧カバー　材質　・ステンレス製　　・アルミニウム製

　　　　　　　　　寸法　※図示による　　・

　　　　　　　　　形状　※図示による　　・

　※ガラスブロック製造所の仕様による　　　・図示による

目地部の横力骨の納り

　　・図示による　　　　　　　・

　木下地の場合の壁用金属枠の取付け間隔（　　　　　　　）

(16.14.5)

 　80

 　95

 　80

 　95

・ 95

・125

・ 95

・125

左
官
工
事

建
具
工
事

Ｇ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

(16.7.2)(表16.7.2)

樹脂製
・建築用ガスケット

・グレイジングビード

※建具の製造所の仕様による

表裏面の状態による区分（　　　　）

曲げ強さによる区分（　　　　　　）

接着剤による区分（　　　　    　）

難燃性による区分（　　　　　　  ）

・（　　　　　　　　　　　　　  ）

・ミディアムデンシティ

ファイバーボード

（MDF)

　材料記号（※K　　　・　　　　）

　種類及び単位面積当たりの質量

　　・二層下地通気構法　

　　　　※リブラスC(RC800）にターボン紙などの裏打ち材と一体化したラス　　　・

施工

　二層下地通気構法

　　換気口部の措置　　　※講ずる　　　・

　直張り工法（ラスシートモルタル下地の場合）

　　建築基準法に基づく耐力壁として使用する場合のラスシートの施工

　　　・図示による　　　　・

材料　

(15.2.4)

(15.2.4)

・砂壁状　　・平たん状　　

調合及び塗厚

　　　既調合しっくい　　　※標準仕様書15.10.3(1)による　　・

　　　現場調合しっくい　　※標準仕様書15.10.3(2)による　　・

既調合しっくいの上塗り仕上げ工法

　・なで切り仕上げ　　　　　・パターン仕上げ

(15.10.2)

(15.10.3)(表15.10.1～表15.10.4)

(15.10.4)(表15.10.5)

111 こまい壁塗り 材料 (15.11.2)

　土壁用ののりの種類　　※つのまた　・ふのり　・ぎんなんそう　・粉末海藻

　砂壁用ののりの種類　　※ふのり　・つのまた　・こんにゃくのり　・にかわ

　　　　　　　　　　　　・合成高分子系混和剤

　色土の種類　　・土物仕上げ（　　　　　　　）

　　　　　　　　・大津仕上げ（　　　　　　　）

　　　　　　　　・人工的に着色・製造したもの

調合　下塗りの調合　※標準仕様書表15.11.2による　　　・

　　　　　・図示による　　　・

土物仕上げの工法

　・土物仕上げ工法

　　　・水こね土物1工法　　　　・水ごね土物2工法

　　　・のりさし土物工法　 　　・のりごね土物工法

　・砂壁仕上げ工法

　・切返し仕上げ工法

大津仕上げの工法

　・普通大津仕上げ工法　　・大津みがき工法

ちりじゃくり　　　・図示による　　　　　・

(15.11.3)

(15.11.4)

(15.11.5)(表15.11.9)

(15.11.7)

(15.11.8)

(15.11.7)(15.11.8)

(15.12.3)

・防火戸の自動閉鎖機構及び防火戸について、連動させる装置等

　　・建具表による　　・

　　※標準仕様書表16.2.1、表16.2.2による

　　　　・A種　　・B種　　・C種　　・D種　　・E種

　　・

ステンレス製くつづりの仕上げ　　　※HL　　　・　

ステンレス鋼板の種類　　　※SUS304、SUS430J1L又はSUS443J1　　　・

木下地の内付け建具　　　・適用する（建具の製造所の仕様）　・適用しない

(16.2.4)

(表14.2.1)

(表14.2.1)

(16.2.4)(16.4.4)

(16.2.4)

(16.2.5)

(16.2.5)

　耐風圧性等級，気密性等級，水密性等級

　外部に面する建具の種別

　　※建具表による　　・

性能値等（建具符号，枠の見込み寸法は建具表による）

　　※標準仕様書表16.3.1、表16.3.2による

　　　　・A種　　・B種　　・C種　　・D種　　・E種

　　・

6 樹脂製建具

　・断熱ドア，断熱サッシ　　とする場合の断熱性の等級　　　Ｇ

　　　※外部に面する建具は標準仕様書表16.3.3による（等級　　　　　　）

　　　・

　外部に面する建具の日射熱取得性の等級　　・

ガラス　　※複層ガラス　　　・　　　　・

ステンレス製くつづりの仕上げ　　※HL　　　・

木下地の内付け建具

　・適用する（建具の製造所の仕様）　　　・適用しない

(16.3.3)

(16.3.4)(16.4.4)

(16.3.4)

(16.3.5)(16.2.5)

(16.3.5)(16.2.5)

　　・標準仕様書表16.4.1による　　　　　・建具表による

　外部に面する建具の耐風圧性（表16.2.1による）　・S-4　　・S-5　　・S-6

ステンレス鋼板の種類

　※SUS304、SUS430J1L又はSUS443J1　　　・

点検口の類のくつづりの材料　　　・

鋼板類の厚さ（mm）　　※標準仕様書表16.4.2による　　　・

ステンレス製くつづりの仕上げ　　※HL　　　・

標準型鋼製建具の有効内法寸法(表16.4.5による)

(16.4.2)

(16.4.3)(16.6.3)

(16.4.3)

(16.4.4)

(16.4.4)

(16.4.6)

　簡易気密型ドアセットの気密性等級

　　・A-3　　　　　・建具表による

鋼板の種類　　　・亜鉛めっき鋼板　　・ビニル被覆鋼板　

　　　　　　　　・カラー鋼板　　　　・ステンレス鋼板

ステンレス製くつづりの仕上げ　　※HL　　　・

　・適用する（建具符号、形式及び寸法は建具表による）

標準型鋼製軽量建具の有効内法寸法(表16.4.5による)

(16.5.2)

(16.5.4)

(16.5.3)

(16.5.3)

(16.5.4)(16.4.4)

(16.5.6)

　耐風圧性等級，気密性等級，水密性等級

　　※建具表による　　・

性能値等（建具符号は建具表による）

ステンレス鋼板のくつづりの仕上げ　　※HL　　　・

ステンレス鋼板の種類

　※SUS304、SUS430J1L又はSUS443J1　　　・

表面仕上げ　　　※HL　　　　　・

ステンレス鋼板の曲げ加工　　　※普通曲げ　　　・角出し曲げ

(16.6.2)

(16.6.3)

(16.6.4)

(16.6.4)(16.4.4)

(16.6.5)

　※水掛り箇所1類、その他2類以上

　・

・(　　　　　　　　　　　　　　)

接着の程度

　※水掛り箇所1類、その他2類以上

　・

・(　　　　　　　　　　　　　　)

接着の程度

　※水掛り箇所1類、その他2類以上

　・

・(　　　　　　　　　　　　　　)

表面材の材料のホルムアルデヒド放散量

　※標準仕様書16.7.2(イ)(a)による　　 　　・

引戸の定規縁　・召し合せかまちをいんろう付きとする

　　表面材の種類、品質等（　　　　　　　　　　　　　）

(16.7.2)

(16.7.2)

(16.7.3)

(16.7.4)

(16.7.2)(16.7.3)(表16.7.7)

(16.7.2)(16.7.3)(表16.7.3)(表16.7.7)(16.7.4)(表16.7.10)

(16.7.2)(16.7.3)(表16.7.7)(16.7.4)

(16.7.3)(表16.7.7)

木製建具に使用する戸車及びレール　　　　　※標準仕様書表16.8.5による　　・

木製建具に使用する丁番の枚数及び大きさ　　※標準仕様書表16.8.4による　　・

(16.8.3)

13 自動ドア開閉装置

戸の開閉方式　※図示による　　　　　　　・

自動ドア開閉装置の性能

　駆動装置の性能

　　※引き戸用駆動装置の場合、標準仕様書表16.9.1による

　　　防錆の適用　　・適用する　　　・適用しない　　　・

　車椅子使用者用便房出入口の引き戸用駆動装置の性能

　　※標準仕様書表16.9.2による

　　　防錆の適用　　・適用する　　　・適用しない　　　・

検出装置の性能

　　※引き戸用検出装置の性能は標準仕様書表16.9.3による

　　　防錆の適用　　・適用する　　　・適用しない　　　・

引き戸用検出装置の種類は標準仕様書表16.9.4による

　種類　・光線(反射)センサー　　　・熱線センサー　　　　・音波センサー

　　　　・光電センサー　　　　　　・電波センサー　　　　・押しボタンスイッチ

　　　　・タッチスイッチ（・無線式タッチスイッチ　　・光電式タッチスイッチ）

　　　　・車椅子使用者便房スイッチ

　　　　　(・大形(開・閉)押しボタンスイッチ　　・非接触スイッチ）

結露防止装置

　・適用する　　　　　　・適用しない

(16.9.2)

(16.9.2)

(16.9.2)

(16.9.2)

15 重量シャッター
シャッターの種類　・管理用シャッター　　　　・外壁用防火シャッター

　　　　　　　　　・屋内用防火シャッター　　・防煙シャッター

(16.11.2)

　※電動式（手動併用）　　・手動式

外壁開口部に設ける重量シャッター　　　耐風圧強度(　　　)pa

開閉方式の種類（標準仕様書表16.11.1）

　急降下制御装置又は急降下停止装置の設置個所　　・図示による　　・

安全装置の設置箇所

　障害物感知装置の設置個所　　　　　　　　　　　・図示による　　・

　危害防止機構の設置個所　　　　　　　　　　　　・図示による　　・

管理用シャッターのシャッターケース　　　・設ける　　　・設けない

フラット及びシャッターケース用鋼板　　

　鋼板の種類　　　　・JIS G 3302(溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯)

　　　　　　　　　　・JIS G 3312(塗装溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯)

　めっきの付着量　　※Z12又はF12　　　・

ステンレス鋼板の種類

　※SUS304、SUS430J1L又はSUS443J1　　　・

(16.11.2)

(16.11.2)

(16.11.2)

(16.11.3)

(16.11.3)(16.6.3)

　障害物感知装置の設置個所　　　・図示による　　・

フラットの材質の種類

　・JIS G 3312(塗装溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯)

　　　めっき付着量　　※Z06又はF06　　　・

　・JIS G 3322(塗装溶融55%アルミニウム－亜鉛合金めっき鋼板及び鋼帯)

　　　めっき付着量　　※AZ90　　　　　　・

(16.12.3)

(16.12.4)

　　・図示(※建具表　　・　　　　)による　　　・

・型板ガラスの厚さによる種類　 

　　・図示(※建具表　　・　　　　)による　　　・

・網入板ガラス及び線入板ガラス 

　網又は線の形状、板の表面の状態、厚さの呼びによる種類　 

　　・図示(※建具表　　・　　　　)による　　　・

・合わせガラス 

　材料板ガラスの種類、厚さの組合せ、合わせガラスの合計厚さ、特性による種類

　　・図示(※建具表　　・　　　　)による　　　・

・強化ガラス 

　形状による種類、材料板ガラスの種類による名称(呼び厚を含む)、特性による種類

　　・図示(※建具表　　・　　　　)による　　　・

・熱線吸収板ガラス 

　板ガラスによる種類、厚さによる種類、特性による種類

　　・図示(※建具表　　・　　　　)による　　　・

・複層ガラス 

　材料板ガラスの種類、厚さの組合せ、複層ガラスの厚さ、断熱性による区分、

　　・図示(※建具表　　・　　　　)による　　　・

　日射取得性及び日射遮蔽性による区分、乾燥気体の種類

・熱線反射ガラス 

　材料板ガラスの種類、厚さによる種類、日射熱遮へい性及び耐久性による区分

　　・図示(※建具表　　・　　　　)による　　　・

・倍強度ガラス 

　材料板ガラスの種類、厚さによる種類

　　・図示(※建具表　　・　　　　)による　　　・

・

(16.14.2)(16.14.3)(図16.14.1)

シーリング材の種類　（　　　　　　　　　　）

(16.14.5)

図 面 名

会 社 名

事業所名

作成年月日

縮　尺

工 事 名

図面番号
A1: -

関東農政局　茨城中部農地整備事業所

A3: -
A - 06

建築工事特記仕様書（その6）

12

茨城中部農地整備事業

船渡東永寺団地船渡１工区区画整理その３工事
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性能

ウォール

メタルカーテン2 適用は以下によるほか，カーテンウォール図による

　・アルミニウム材　　・鋼材　　・ステンレス鋼材

　　（アルミニウム材の場合）

　　　　規格等　標準仕様書16.2.3による

　　　　着色　　　・標準色　　・特注色

　　　　種別　　　・　　　　　　（標準仕様書表14.2.1）

金属系材料の種類

　ガラス溝の寸法，形状等　　※カーテンウォールの製造所の仕様　　・

　見え掛かり部の仕上げ　　　・

　製品の寸法許容差　　　　　※標準仕様書表17.2.1による　　　　　・

形状及び仕上げ

取付け

　躯体付け金物の取付け位置の寸法許容差

　　※標準仕様書表17.2.2による　　　・図示による

　カーテンウォール部材の取付け位置の寸法許容差

3 PCカーテンウォール 適用は以下によるほか，カーテンウォール図による

　コンクリート　種類（　　　　）

　　　　　　　　　　　気乾単位容積質量

　　　　　　　　　　　　　・

3 3

3

材料

形状及び仕上げ

1 取付方法，性能等

パイル形状 寸法（mm）施工箇所

※ループパイル

・カットパイル

※第一種

・第二種

・第一種

・第二種

・第一種

・第二種

※6.5

・

※500×500

・

※500×500

・

※500×500

・カット，ループ併用

合成樹脂塗床7

・厚膜型塗床材

・厚膜型塗床材

・薄膜型塗床材

・樹脂モルタル工法

・タイルカーペット

・

※6.5

・

※6.5

・

総厚さ（mm）

備考

種類

　　　　　　　　　　　　　　階段部分　※模様流し　　・市松敷き　　・

タイルカーペットの敷き方　　平場　　　※市松敷き　　・模様流し　　・

※平滑仕上げ　　

・平滑仕上げ

・防滑仕上げ　

・つや消し仕上げ

・防滑仕上げ　　

※平滑仕上げ

施工箇所仕上げの種類

織り方

・アキスミンスターカーペット

・ダブルフェースカーペット

・ウィルトンカーペット ・適用する

・織じゅうたん

帯電性 備　考

カーペット敷き7

・適用しない

(19.3.2)(表19.3.1)

パイル長さ（mm）パイル形状

・ループパイル

・カットパイル ※全面接着工法

・グリッパー工法

・適用する

・

・タフテッドカーペット

織じゅうたんの接合方法　※ヒートボンド工法　　・

工法 帯電性 備考

・

・

・

・

・適用しない

下敷き材(グリッパー工法の場合)　

Ｇ

種　類

・硬質木毛セメント板 ・15　・20　・25　・

・中質木毛セメント板 ・15　・20　・25　・

・15　・20　・25　・

・硬質木片セメント板 ・12　・15　・18　・21　・

・普通木片セメント板 ・30　・

タイプ2（無石綿）　・6　・8  ・5

・火山性ガラス質複層板

・けい酸カルシウム板

・普通木毛セメント板

Ｇ

Ｇ

Ｇ

厚さ（mm）等

10

その他ボード及び

合板張り

せっこうボード， （19.7.2)(表19.7.1)

Ｇ

Ｇ

・

・

壁紙張り11

(17.1.3)

(17.2.2) 下敷き材　※反毛フェルト（JIS L 3204）の第2種1号　呼び厚さ8mm　　・

　※反毛フェルト（JIS L 3204）の第2種1号　呼び厚さ8mm　　・

種　類 工　法
2

・薄膜流しのべ工法

・厚膜流しのべ工法

・フローリングボード

・フローリングブロック

Ｇ

　1等

　1等

8 フローリング張り

単層フローリング

・釘留め工法

・接着工法

　(根太張り)

・釘留め工法

　(直張り)

・接着工法

※なら

・

※なら

・

※なら

・

※なら

・

厚さ、幅及び長さ樹種

9 畳敷き

種　類 工　法

※標準仕様書表19.5.1による

・

※標準仕様書表19.5.3による

・

※標準仕様書表19.5.5による

・

・

接着工法の場合の不陸緩衝材　※合成樹脂発泡シート　　・

　・A種　・B種　・C種　・D種（畳床：・KT-I ・KT-II ・KT-III ・KT-K ・KT-N）

下地の種類　・標準仕様書表12.6.1による床組

　　　　　　・ポリスチレンフォーム床下地(ノンフロン　  )

畳表及び畳床はホルムアルデヒド，アセドアルデヒド及びスチレンを発散しないか，発散が極めて

少ない材料を使用したものとする。

　※標準仕様書19.5.2(2)による

フローリングのホルムアルデヒド放散量

Ｇ

壁紙の種類

断熱材

フェノールフォームを使用した断熱材及び接着剤のホルムアルデヒド放散量
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紙 繊維
プラス

チック
無機質

塩化

・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・

・不燃　・準不燃　・難燃

防火性能 備考施工箇所

・押出法ポリスチレンフォーム断熱材（スキン層なし）

厚さ（mm）

・

・

・硬質ウレタンフォーム断熱材

・フェノールフォーム断熱材

・

・

施工箇所

・断熱材現場発泡工法

  　施工箇所　　　　　　・図示による　　・

種　類

　　吹付け厚さ（mm）　　・25　　　・30　　　・

(19.9.3)

種類

ホルムアルデヒド放散量

　※F☆☆☆☆　　・

　　断熱材の種類　　　　※A種1又はA種1H　 　・

　取付け

不透明塗料塗りの場合

透明塗りの場合

鉄鋼面

亜鉛めっき鋼面

モルタル面及びせっこうプラスター面

※A種　・B種

※B種　・A種

※B種　・A種　・C種

※B種　・A種

下地面等 種　別

木部

・A種　・B種

せっこうボード面及び

その他ボード面

目地：継目処理工法

目地：継目処理工法以外

※B種　・A種

※A種　・B種

※A種　・B種

※B種　・A種

見え掛り部分

見え隠れ部分

※A種　・B種

1回目:C種,2.3回目:D種

下地面等 工程の種別錆止め塗料の種別

鉄鋼面

2

3

素地ごしらえ

錆止め塗料塗り

コンクリート面（DP以外）及びＡＬＣパネル面

コンクリート面（DP）の場合

　カーテンウォールの仕上げ　　・

　構造ガスケットを用いる場合のアンカー溝の寸法及び寸法許容差（mm）　　

　　躯体付け金物の取付け位置の寸法許容差

　製品の見え掛り部の寸法許容差

　　※標準仕様書表17.3.1による

　　・上記以外

　　　　開口部内法寸法（　　　mm）ねじれ，そり（　　　mm）

　　　　辺長　　　　　（　　　mm）対角線長の差（　　　mm）版厚（　　　mm）

(17.3.2)

　鉄筋　　　　　種類記号　※SD295　　・

　　　　曲がり　　　　（　　　mm）面の凹凸　　（　　　mm）先付け金物の位置（　　mm）

(18.3.2)(18.3.3)(表18.3.1～4)

鋼製建具等
亜鉛めっき鋼面

B種

C種

鋼製建具以外

・合成樹脂エマルションペイント塗り(EP)

・ウレタン樹脂ワニス塗り(UC)

塗　装

(DP)

コンクリート面及び押出成形セメント板面

コンクリート面、モルタル面等

屋内の鉄鋼面

亜鉛めっき鋼面

鉄鋼面

亜鉛めっき鋼面

鉄鋼面

木部屋内

木部屋外

　ぺイント塗り(EP-G)

・つや有合成樹脂

　エマルション

・耐候性塗料塗り

・アクリル樹脂系非水分散型塗料塗り(NAD)

・クリヤラッカー塗り(CL)

・合成樹脂調合

ペイント塗り(SOP)

種　別

※B種　・A種

※B種　・A種

※A種　・B種

4 塗装

・ステイン塗り

19
接着剤のホルムアルデヒド放散量

接着剤等1 (19.2.2)(19.3.2)(19.5.4)(19.5.5)(19.7.2)(19.9.3)

　※F☆☆☆☆　　　　　・

ビニル床シート2

ビニル床タイル3

4 特殊機能床

※KT（コンポジションビニル床タイル） ・無地

・・柄物・TT（単層ビニル床タイル）

・FT（複層ビニル床タイル）

・FOA（置敷きビニル床タイル）

・FOB（薄型置敷きビニル床タイル）

種類の記号 色柄 寸法（mm）
（mm）

厚さ
備考

・2.5

・3.0

・

・300×300

・450×450

・500×500

※FS（複層ビニル床シート）

・

・

・無地　　　　・

・マーブル柄

・柄物

厚さ（mm）

※2.0

・

種類の記号 色柄 備考

シート種別

・帯電防止床シート

・帯電防止床タイル

・視覚障害者用床タイル

・耐動荷重性床シート

・防滑性床タイル

・防滑性床シート

ゴム床タイル

ビニル幅木
　材質の種類　・軟質　　・硬質

　高さ（mm）　※60　　・70　　・100

　厚さ（mm）　※1.5以上　　・

5

6

　接合部の処理　　※熱溶接工法　　・

　厚さ（mm）　・3.0　　・4.5　　・6.0　　・9.0

　寸法（mm）　（　　　　　　　　　　　　　）

（19.2.2)

(19.2.2)

(19.2.2)

(19.2.2)

(19.2.2)

Ｇ

Ｇ

施工箇所の下地がセメント系下地及び木質系下地以外の場合のゴム床

タイル用接着剤の主成分による区分

厚さ，寸法，形状（mm） 性能 種類

(18.4.1～18.12.2)(表18.4.1～表18.12.1)

※B種　・A種

※B種　・A種

※B種　・A種

※B種　・A種

※B種　・A種

※B種　・A種

・A種　・B種　・C種

　　　－

　色柄　　　　（　　　　　　　　　　　　　）

※2.0

　種類　　　　・単層品　　　　　・積層品

見切り，押え金物　・適用する（材質，形状等　※図示　　・　　　　　　）

　　　　　　　　　・適用しない

（19.4.2)(19.4.3)(表19.4.1～表19.4.8)

　（弾性ウレタン

　　樹脂系塗床材）

　（エポキシ樹脂

　　塗床材）

（19.5.2～5)

(19.8.2)

(表18.2.5)

(表18.2.7)

(18.2.2～7)(表18.2.1～7)

※A種　・B種

　補強鉄線　　　径（mm）　・3.2　　・4.0　　・5.0　　・6.0

　　　　　　　　網目寸法　・

　　　・セラミックタイル

　・先付け材料の仕上材

　・建具枠

先付けの材料

　・ゴンドラ用ガイドレール

　　　・石材（ ・花こう岩　　・大理石　　・　　　　）

　　　　　　　　　　　　　・普通コンクリートの場合　2.1t/m を超え2.5t/m 以下

　　　　　　　　　　　単位水量の最大値　　※185kg/m　　・

　　　　　　　　　　　スランプ　　　　　　※12cm 　　　・

　　　　　　　　品質　設計基準強度（Fc）　※30N/mm 　　・

・ビーズ法ポリスチレンフォーム断熱材

カ
ー
テ
ン
ウ
ォ
ー
ル
工
事

内
装
工
事

Ｇ

耐候性塗料塗り(DP)の場合

上記以外の場合 ※C種　・A種　・B種

押出成形セメント板面

※B種　・A種

DP

SOP

EP-G

A種

標準仕様書表18.3.4

※B種　・A種 ※A種　・B種

※B種　・A種

1回目:C種,2.3回目:D種DP

SOP

EP-G

A種

標準仕様書表18.3.4

※B種　・A種

※A種　・B種

DP

SOP

EP-G

DP

SOP

EP-G

※A種　・B種

標準仕様書表18.3.6

※B種　・A種

※B種　・A種

B種

C種

※B種　・A種

標準仕様書表18.3.6

※B種　・A種

木部

亜鉛メッキ鋼面

・木材保護塗料塗り(WP) 屋外 ※B種　・A種

ピグメントステイン塗り

オイルステイン塗り(OS）

標準仕様書表18.4.3

標準仕様書表18.7.1

標準仕様書表18.7.2

標準仕様書表18.8.2

標準仕様書表18.8.4

　　　－

・カット，ループ併用

その他
ビニル

(19.9.4)

耐温度差性

(℃)

・1.0

・

断熱性遮音性
水平方向(kH) 垂直方向(kV)

・0.5

・

耐震性
水密性 気密性

・30分

・1時間

耐火性

・80

・70

・60

耐風圧性

性能の確認方法及び判定方法

　※性能の確認及び判定方法が確認できる適切な資料

　・

　下表以外は標準仕様書表9.7.1による

シーリング材（ガラスの取付けは除く）

被着体の組合せ
シーリング材の種類

記　　号 主成分による区分

ガラスの取付け材料

　・シーリング　　　（種類：　　　　　　　　　　　　　）

　・構造ガスケット　（材質、形状等　・図示　　・　　　）

断熱材

　厚さ(mm)（　　　）

　施工箇所　・図示による　　　　・

　種類（　　　　　　　　　　　）

Ｇ

　　※標準仕様書表17.2.3による　　　・図示による

ガラスの取付け方法

　・

(17.2.2)

(17.2.2)

(17.2.2)

(17.2.3)

(17.2.5)

(17.2.6)

　下表以外は標準仕様書表9.7.1による

シーリング材

被着体の組合せ
シーリング材の種類

記　　号 主成分による区分

ガラスの取付け材料

　・構造ガスケット　（材質、形状等　・図示　　・　　　）

断熱材

　厚さ(mm)（　　　）

　施工箇所　・図示による　　　　・

　種類（　　　　　　　　　　　）

Ｇ

耐火目地材　　　・

　　・図示による　　　　　　・

　製作

　　配筋　　・図示による　　・

　　　※標準仕様書表17.2.2による　　　・図示による

　　カーテンウォール部材の取付け位置の寸法許容差

　　　※標準仕様書表17.3.2による　　　・図示による

ガラスの取付け方法

　・

(17.3.6)

(17.3.2)

(17.3.2)

(17.3.2)

(17.3.2)

(17.3.2)

(17.3.3)(表17.3.1)

(17.3.4)

(17.3.4)

1 材料

屋内で使用する塗料のホルムアルデヒド放散量

・防火材料　※屋内の壁，天井仕上げは防火材料とする

(18.1.3)

　　　　　　・次の箇所を除き防火材料とする（箇所：　　　　　　）
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　※F☆☆☆☆
塗
装
工
事

種別

種別

塗料の種類等

　クリヤラッカー塗り（CL)

　　種別がA種の場合における、標準仕様書表18.5.1の工程2・塗料の種類（　　　）

　耐候性塗料塗り（DP)

　　上塗り塗料の等級　　　鉄鋼面　　　　　　（　　）級

　　　　　　　　　　　　　亜鉛めっき鋼面　　（　　）級

　ウレタン樹脂ワニス塗り（UC）

　　標準仕様書表18.10.1の工程1の着色　　・適用する

　オイルステイン塗り（OS)の仕様

　　・図示による　　　　　　　・

種別

(表18.5.1)

(表18.7.2)

(表18.10.1)

(表18.11.2)

　・図示による　　　　・

下地の施工

　標準仕様書表19.2.3(1)(ア)から(ウ)以外の下地の工法

　・図示による　　　　・

材料

（19.2.2)(表19.2.2)

(19.2.3)

(19.2.3)

・

材料

材料

－

－

－

－

パイル形状

・カット、ループ併用

・カットパイル

・ループパイル

　※色柄は模様のない無地のもの　　

色柄、パイル系の種類等

　　種別　・A種　　・B種　　・C種　　　

　・

　　　　　・

見切り，押え金物　・適用する（材質，形状等　※図示　　・　　　　　　）

　　　　　　　　　・適用しない

見切り，押え金物　・適用する（材質，形状等　※図示　　・　　　　　　）

　　　　　　　　　・適用しない

(19.4.2)

　※F☆☆☆☆　　　　　・

合成樹脂塗床材のホルムアルデヒド放散量

(表19.3.1)

(19.3.3)

(19.3.2)(19.3.3)(表19.3.2)

(19.3.2)(19.3.3)

　（エポキシ樹脂

　　塗床材）

種類

(19.5.2)

・複合フローリング

　（天然木化粧）

・釘留め工法

・接着工法

　(根太張り)

・釘留め工法

　(直張り)

※なら

・

※なら

・

※なら

・

厚さ、幅及び長さ樹種種　類 工　法

※標準仕様書表19.5.2による

・A種　　・B種　　・C種

※標準仕様書表19.5.4による

※標準仕様書表19.5.6による

・A種　　・B種　　・C種

・A種　　・B種　　・C種

Ｇ複合フローリング
（19.5.2～5)

(19.5.5)

種別　

(19.6.2)(表19.6.1)

・衝撃緩和型畳

　畳表（JIS A 5902）　　・C1　　　・C2

繊維強化

セメント板

木質系セメント板

火山性ガラス質

複層板(VSボード)

・ミディアムデンシティファイバーボード(MDF)
Ｇ

・ハードボード（素地）

・ハードボード（化粧）

Ｇ

Ｇ

・3　・7　・9　・12　・

・研磨板　（・スタンダード　・テンパード）

・無研磨板（・スタンダード　・テンパード）

・2.5　・3.5　・5　・7

・内装用　・外装用

・2.5　・3.5　・5　・7

A級（・天井仕上　・内装仕上　・　　）

・9　 ・12 　・15 　・18
・インシュレーションボード Ｇ

繊維板

・単板張りパーティクルボード Ｇ
・無研磨板　・研磨板

・10　・12 　・15 　・18 　・

・単板オーバーレイ　　・プラスチックオーバーレイ

・10　・12 　

・塗装・化粧パーティクルボード Ｇ

・ロックウール化粧吸音板
・フラットタイプ(・9 （不燃）・12（不燃）・　)

・凹凸タイプ(・9 （不燃）・12（不燃）・　)

・ロックウール吸音ボード1号 ・25　・

・グラスウール吸音ボード32K ・25（ガラスクロス包）　・

・せっこうボード ・12.5（不燃）・15（不燃）・

・不燃積層せっこうボード

・化粧無（下地張り用）

・化粧有（トラバーチン模様）

・9.5（不燃）

・シージングせっこうボード

・強化せっこうボード

・せっこうラスボード

・12.5（不燃）

・12.5（不燃）・15（不燃）

・9.5　　　・

・化粧せっこうボード（木目）

・化粧せっこうボード（トラバーチン模様）

・12.5（不燃）　幅440mm程度

模様（・柾目　・板目）専用下地材有り

・9.5（準不燃）

パーティクルボード

吸音材料

せっこうボード

製品

規格名称

材料

MDF及びパーティクルボードのホルムアルデヒド放散量

　※F☆☆☆☆　　　　　・

ボード表面への化粧張仕上げの有無

　・有り（種類：　　　　　　　　　　　　）　　・

天井のボードの重ね張りの張り付け方法（ロックウール吸音板を除く）

　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　

せっこうボードの目地工法　・仕上げ表による

　種類　・図示（仕上げ表）による　　　・

　せっこうボードのエッジの種類（突付け工法、目透し工法の場合）　・図示による　　・

種　類 規　格 防虫処理

板面の品質（　　　　　　　　　　　）

厚さ(mm)（　　　　）

表板の樹種名（　　　　　　　　　　）

化粧板の樹種名（　　　　　　　　　）

厚さ(mm)（　　　　）

化粧加工の方法

表面性能（　　　　    　　　　　　）

　・オーバーレイ　 ・プリント　 ・塗装

厚さ(mm)（　　　　）

・行う

・行わない

・普通合板 Ｇ

・天然木化粧合板 Ｇ

・特殊加工化粧合板 Ｇ

・行う

・行わない

・行う

・行わない

材料

（19.7.3)

（19.7.3)

（19.7.2)

合板のホルムアルデヒド放散量

　※標準仕様書19.7.2(2)(イ)のいずれかによる　　　・

合板の張付け　※B種　　・A種　 (19.7.3)(表19.7.3)

モルタル面及びプラスター面の吸込止めの塗布等の素地ごしらえ　※B種　　・A種

コンクリート面の吸込止めの塗布等の素地ごしらえ　　　　　　　※B種　　・A種

せっこうボード面の素地ごしらえ及び

けい酸カルシウム板面の吸込止めの塗布等の素地ごしらえ　　　　※B種　　・A種

　※F☆☆☆☆　　　　　　・

施工 (19.8.3)

(表18.2.4)

・断熱材打込み工法

種類(記号）断熱材名

図 面 名

会 社 名

事業所名

作成年月日

縮　尺

工 事 名

図面番号
A1: -

関東農政局　茨城中部農地整備事業所

A3: -
A - 07

建築工事特記仕様書（その7）

茨城中部農地整備事業

船渡東永寺団地船渡１工区区画整理その３工事



1 フリーアクセスフロア

備　考

・

・帯電防止床タイル

・タイルカーペット

・3,000N

・5,000N・0.6G

施工箇所 構　法 寸法(mm) 高さ(mm) 耐震性能 所定荷重 表面仕上げ材

・500×500

・

・置敷式

・支柱調整式

20

　※標準仕様書20.2.2(2)(オ)による　　・

(20.2.2)
(20.2.9)

(20.2.10)

(20.2.11)

取付箇所　（　　　　　　　　　　　　）　

・衝突防止表示

案内用図記号はJIS Z 8210による。

材　種

・ステンレス製

・アルミニウム製

クリアランス

・50　　　・100

・150　　 ・

・有り（　　　　　）

・無し

耐火性能 備　考

材　種 備　考

・塩化ビニル又はゴム製

・硬質アルミニウム合金製 ・硬質アルミニウム合金

・

・

受　け　枠

・ステンレス鋼（SUS 304）

・ステンレス鋼（SUS 304）製

・流し台

・コンロ台

・つり戸棚

・水切り

・1200

・1500

・1800

・600

・1200

・900

・1200

・900

・600

・550

・600

・650

・550

・600

・650

・450

－

・800

・850

・620

・670

・500

・700

－

市販品

トラップ付き

天板ステンレス製

天板ステンレス製

市販品

市販品

市販品

バックガード有り

ステンレス製

・1段式　・

材　種
Ｗ Ｄ Ｈ

備　考

・アルミニウム合金製

・

材　質 備　考

・埋込み式

・ロープ式 ・ベース式

・バンド式

・ハンドル式

操作方法 固定方法

・同一断面型

・テーパー型

形　式 高さ（m）

・上下式鎖内蔵型

材　種 柱径・肉厚（mm） 高さ（mm）

・ステンレス製

・　 ・　

・　・標準品

　・スプリング式

・　

・

形　式

質量区分 備　考

・間知石

・Ａ

・Ｂ

・花こう岩

・凝灰岩
－

種　類材　種材　種

　ブロック

・コンクリート間知

・鋼製物品棚

・鋼製書架

種　類 規格等 耐荷量による種類

JIS S 1039による ・1種　・2種　・3種

・4種　・5種　・6種　・

形式　　　　・差込式　　　・据置式　　　・壁張り式

施工箇所　　・図示　　　　・

外部は防水型とする

品質・性能　JIS A 4420による

フェンスの種類　　・ビニル被覆エキスパンドフェンス

　　　　　　　　　・樹脂塗装メッシュフェンス

　　　　　　　　　・鋼管フェンス

　　　　　　　　　・アルミフェンス

　コンクリートの設計基準強度

　　・図示による

　配筋

　　※配筋を定めた計算書を監督職員に提出する。

　　・図示による

取付け方法

　※図示による

　　※水セメント比55％以下，単位セメント量の最小値300kg/m2を満足する調合強度

枠の材質　　　※アルミニウム製

表面の材質　　※塩ビ発泡シート張り　　・

形状　　　　※図示による　　　　・

材種　・ステンレス製（SUS 304）　　・

高さ　　　　　　　・図示による　　　　　　・

　積み方　　 　 　　　　※谷積み　　　　　・布積み

　目塗り　　　　　　　　・図示による　　　・

　　　　　　　　　厚さ　・図示による　　　・

　伸縮調整目地　　材種　・図示による　　　・

奥行き（mm）　・約450　　・約600

材種　　　　　・メラミン樹脂化粧板張り（心材：集成材）　　・人工大理石

(20.4.2)

・回転降下式

・垂直降下式

　（巻取り型）

・線入り磨き板ガラス

※網入り磨き板ガラス

・

※6.8

※不燃布

（不燃認定品）

鋼板製又はアルミ製

アルミ製枠付き

　※天井材張り

　・

　※固定式（壁埋込み型）

表面仕上げ

ガイドレール

・

※500

・

・

※500

※500

・800

・800

材　質 厚さ（mm） 高さ（mm） 備　考

種　類 材　質 高さ（mm） 備　考

・固定式

・可動式

　降下機構　煙感知器連動及び手動開放装置（埋込み型）

照明器具　　※有り　　・無し

施錠　　　　※有り　　・無し

合板，集成材，MDF，パーティクルボード等のホルムアルデヒド放散量

　　　・花こう石類（文字記号等入り）

種類　※コンクリートブロック製（市販品）

材質形状・寸法　　　※図示による　　　　　・

(12.2.2)(19.7.2)黒板及び

　ホワイトボード

鏡

表示

8

9

10

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

止水板

エキスパンション

ジョイント金物

くつふきマット

流し台ユニット

旗竿

旗竿受金物

フェンス

ート

間知石及びコンクリ

ート間知ブロック積

み

鋼製書架及び物品棚

屋内掲示板

洗面カウンター

車止め支柱

プレキャストコンクリ

防煙垂れ壁

屋外掲示板

敷地境界石標

収納家具

36

37

35

Ｇ

　　形状，寸法（ ・30φ　　　　　　・　　　　　　）

　　材質　　　（ ・ステンレス製　　・　　　　　　）

寸法（mm）　・図示による　　・

厚さ（mm）　※5　　　 ・

寸　法（mm）

(20.3.2)

　※F☆☆☆☆　　　　　　　・

・1.0G・

配線用取り出しパネル

　フリーアクセスフロア全体面積に対する設置割合　・20～30パーセント　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　

可動間仕切2

　　　　　　　　　　・図示

構造形式による種類
スタッド パネル

・スタッド式（内蔵）

・スタッド式（露出）

・0

・12

・20

・28

・36

パネル表面仕上げ

・パネル式

・スタッドパネル式

(dB/500Hz)

遮音性能

移動間仕切3

・部分電動式

・手動式

・電動式

・

・

・鋼板 ・36未満

・36以上

操作方法 圧接装置の

操作方法

パネル表面材

(dB/500Hz)

遮音性

・プッシュ式

・ハンドル式

・焼付塗装

・壁紙張り

・

材質 仕上げ

ハンガーレールの取付け下地の補強

パネルの材料のホルムアルデヒド放散量

表面仕上材の品質，性能は，標準仕様書19章による。

　配線取り出し開口　・パネル1枚につき，40mm×80mm　程度の開口1箇所以上

パネル表面仕上げの壁紙張りの品質，性能　標準仕様書19章による

遮音性は，JIS A 6512に準拠し，中心周波数500Hzの音についての透過損失とする

構成材の材質　・アルミニウム製　　・鋼製(仕上げ：　　　　)　　・

スロープ及びボーダー　・製造所の仕様による　　・図示

空調用吹き出し（吸い込み）パネル　・なし　　・あり（形式，施工箇所：図示）

構成基材の種類

(20.2.3)

・メラミン樹脂焼付又は

　アクリル樹脂焼付け

・壁紙張り　

(20.2.4)

パネル内に取付ける建具 

　※F☆☆☆☆　　・

寸法精度

帯電防止性能　・U値（クラス1）　　・U値（クラス2）

6漏えい抵抗　　・R≧1×10 Ω　 　　・

　・標準仕様書20.2.4(3)(ウ)による　　　　・図示による

トイレブース4

※幅木タイプ

・・ポリエステル樹脂系化粧板

・メラミン樹脂系化粧板

・

(20.2.5)

・アルミニウム製

・ステンレス製

5 視覚障害者用床タイル

施工箇所

・塩化ビニル製

・レジンコンクリート製

・コンクリート製

・レジンコンクリート製

・コンクリート製

・300×300　・

・300×300　・

・300×300　・

・300×300　・

・300×300　・

・7.0 ・

・

・

・

・

厚さ（mm）寸法（mm）

パネル材料のホルムアルデヒド放散量

・せっ器質タイル（II類）

・磁器質タイル（I類）

・磁器質タイル（I類）

・せっ器質タイル（II類）

・表面材と同材

※製造所の仕様による

(11.2.2)(19.2.2)

ブロックパターンは JIS T 9251 による

階段滑り止め

端部フラットエンド幅（mm）

・約35

・

取付け工法

※接着工法

・埋込み工法

7

・あり

・なし －

6 手すり

・クリヤラッカー

・

・

・HL

・EP-G

・

・35

・45

・

表面仕上げ 取付箇所

　　ビニルタイヤ入り

・黄銅製押出型材

※集成材

・ステンレスパイプ

・鋼製パイプ

・ステンレス製（SUS 304）

・ビニル製ハンドレール

・SOP

パネル表面材の材質

屋内

屋外

(20.2.7)

・ビニル製

・ステンレス製

直径（mm）

種　類

脚部の種類 ドアエッジの材質

材　種

材　種 備　考

　※F☆☆☆☆　　・

ランナー

　・標準仕様書20.2.4(3)(カ)による　　　　・図示による

ハンガーレール

遮光性能材　種 操作方式

・電動式

・スプリング式

・チェーン式

・1級

・2級

・3級

幅、高さ 備　考

・

取付箇所

・

・図示

・

・図示

・

・ポリエステル

・誘導標識，非常用進入口等の表示等　※消防法に適合する市販品　　・

キャスタブル耐火材　煙突用ライニング材の製造所の指定する製品とする

　適用安全使用温度　・400℃　　・650℃　　・

煙突用成形ライニング材

・シングル

・ダブル

形　式

・片引き

・引分け ・ひも引き

・手引き

・電動

・つまみひだ

ひだの種類 取付箇所

・

開閉操作 備　考

（暗幕）

・箱ひだ，片ひだ

・プレーンひだ

生地の種別、品質

特殊加工等

ては　　とする

使用される繊維のうち，ポリエステル繊維又は植物を原料とする合成繊維を使用した製品につい

巻取りパイプ，ウェイトバー，操作コード又は操作チェーンその他の材料

※製造所の仕様による　　・

暗幕用カーテンの両端，上部及び召合せの重なり　※300mm以上　　・

Ｇ

レールの材料による区分　　※アルミニウム及びアルミニウム合金の押出し成形材

　　　　　　　　　　　　　・ステンレス製

レールの仕上げ　　　　　　※アルマイト　　・

レールの形状　　　　　　　※角形　　　　　・

材質　　・集成材（仕上げ：　　　　　　　　　　　）

　　　　・アルミニウム製　押出し型材（市販品）

溝幅×深さ（mm）　・90×150　　※120×80　　・120×150　　・150×80　　・図示

　　　　　　種別（標準仕様書表14.2.1）　・BC-1種　　・BC-2種

　　　　　　色合い　・標準色（　　　　）　　・特注色（　　　　）

・

・一般形

・600×600

・ ・密閉形

外　枠 内　枠

・額縁タイプ

・目地タイプ

・額縁タイプ

・目地タイプ

・450×450・アルミニウム製

・鋼製

・ステンレス製

寸　法

・一般形

・結露防止形

・600×600

・

・450×450

・密閉形

・アルミニウム製 ・鍵付き

　　　　・鋼製（仕上げ：　　　　　　　　　　　）

・屋内外用

・屋内用

・屋内外用

・屋内用

形　式材　種 寸　法

備　考形　式材　種

(20.2.16)

(20.2.16)(表20.2.1)

(20.2.15)

(20.2.14)

(20.2.13)

・垂直方法

・水平方向

・耐火型

・非耐火型・

・完全（全貫通型） ・有り

・無し

備　考防水性能耐火性能タイプ方　向

煙突ライニング

ブラインド

ロールスクリーン

カーテン

カーテンレール

ブラインドボックス

及び

カーテンボックス

天井点検口

床点検口

耐震スリット

12

13

14

15

16

17

18

19

20

Ｇ

目地材

目　地 内　壁 外　壁

目地寸法（mm）

・シーリング材（見え掛かり部のみ）

・シーリング材（内外とも）

・シーリング材（見え掛り部のみ）

・

・ ・

目地

目地材の材質は標準仕様書表9.7.2による

・幅20×深さ10 ・幅20×深さ10

　・標準仕様書20.2.4(3)(オ)による　　　　・図示による

・図示・

・

・

ユ
ニ
ッ
ト
及
び
そ
の
他
の
工
事

(20.2.6)

材料等

　※標準仕様書20.2.2(2)(イ)による　　・

耐荷重性能、耐衝撃性能、ローリングロード性能、耐燃焼性能の試験方法

材料等

　・あり（ 寸法及び形状　※図示　　・　　　　）　 ・なし

材料等

による種類

パネルをランナーに取り付ける部品

　・標準仕様書20.2.4(3)(エ)による　　　　・図示による

あと施工アンカー

　・使用する　　　種類：　　　　　材質：　　　　　寸法：

　・使用しない

材料等

・アルミニウム製押出型材

・黒板

　　区分　　　※焼付け　　　・

　　種類　　　鋼製黒板　　　・ほうろう黒板

・ホワイトボード

　　(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

室名札、ピクトグラフ、案内板等の形状寸法材質色、書体、印刷等の種別、取付け形式

　・図示による　　　　　・

(20.2.12)材料の種類　　※ステンレス製　　　・タラップ11

仕上げ　　　　※研磨等の仕上げを行わない　　　・

工法（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

材料等

・横形ブラインド

　種類　　　　　※ギア式　　　・コード式　　　・操作棒式

　幅、高さ　　　・図示による　　　・

　スラットの幅　※25mm　　　　・

　材質　　スラット　　　　　　※アルミ二ウム合金製　　・

　　　　　ヘッドボックス　　　※鋼製　　　　　　　　　・

　　　　　ボトムレール　　　　※鋼製　　　　　　　　　・

・縦形ブラインド

　開閉方式　　　・片開き　　　　　・両開き

　操作方法　　　※2本操作コード方式　　　・1本操作コード方式

　スラットの材質　　・焼付け塗装仕上げのアルミスラット

　　　　　　　　　　・消防法で定める防炎性能の表示がある特殊樹脂加工クロススラット

　幅、高さ　　　・図示による　　　・

　スラットの幅　・80mm　　　　・100mm　　　　　・

品質

レール及びブランケットの強さによる区分　　　※10-90　　　　 ・

カーテン付属物　フック（ひるかん）　　※鋼製　　　・樹脂製

材料等

補強鉄線の径及び網目寸法

　・図示による　　　　　・

製作

　・

(20.3.3)

(20.3.4)

－

－

工法 (20.4.3)

21

・遠心力鉄筋コンクリート管

材　種

・Ｂ形管

・

形　状 呼び径 備　考

・図示　・

・図示　・

外圧管（1種）

・RS－VU

種類・記号

・図示　・・VP・硬質ポリ塩化ビニル管

・VU

・図示　・Ｇ

1 屋外雨水排水

排水管用材料

(21.2.1)(21.2.2)(表21.2.1)

排水桝の種類　　　　・図示による　　・

側塊の形状及び寸法　・図示による　　・

基床の厚さ及び種類　・図示による　　・

硬質ポリ塩化ビニル管の継手に用いる材料　　※接着剤　　・ゴム輪

砂地業に用いる材料

鋳鉄製ふた

・ 

・T－ 2用

・T－ 6用

・T－20用

名　称 種　類 鍵

左記以外の品質等は

備　考適用荷重

鋳鉄製マン

ホールふた （公社）空気調和衛

生工学会SHASE-S209

による

2

・簡易密閉形（パッキン式）

・密閉形（テーパ・パッキン式）

・水封形

・中ふた付き密閉形

砂利地業に用いる材料

　　　　　・再生クラッシャラン　　　　・切込砂利　　・切込砕石

　　　　　・シルト　　・山砂　　・川砂　　・砕砂

Ｇ

・現場打ちの場合の鉄筋　種類の記号　

凍上抑制層に用いる材料　・

　砂を用いる場合の粒度試験　　　　　　・行う　　・行わない

・現場打ちの場合のコンクリート材料　

2

・有り

・無し

　(テーパ・パッキン式)

・

・硬質ポリ塩化ビニル管継手 ・図示　・・DV

・図示　・・VU継手

排
水
工
事

(21.2.1)

　　※普通コンクリート　　・

　　設計基準強度　　　　　※18N/mm　　　・

　　スランプ　　　　　　　※15cm又は18cm     ・

　　※SD295　　　・

・標準仕様書21.2.2(6)(オ)の排水枡を現場打ちとする場合の足掛け金物

　　・幅400mm、径22mmのステンレス製

　　・径22mmの防錆処理を行った鋼製

　　・径19mmの成樹脂被覆加工を行ったもの

種類

グレーチング

メインバー

ピッチ

亜鉛めっき

(付着量)
上面形状

※普通目

・細目

・平形

・細目 ・

・

・平形

－

－

・凹凸形

・凹凸形

・

・

・

・

適用荷重

・

・

　ボルト固定

　ボルト固定

3

・受枠付き，

・受枠付き，

・歩行用

・T－14用

・T－2用

・T－6用

・T－20用

・歩行用

・T－14用

・T－2用

・T－6用

・T－20用

・溝ふた（横断用）

・桝ふた用

・溝ふた（横断用）

・溝ふた（側溝用）

・桝ふた用

・溝ふた（側溝用）

・U字溝用

・U字溝用

・鋼製

　製

・ステンレス

材　質 用　途形　式

(21.2.1)

・

・

（　　）

（　　）

材料等

図 面 名

会 社 名

事業所名

作成年月日

縮　尺

工 事 名

図面番号
A1: -

関東農政局　茨城中部農地整備事業所

A3: -
A - 08

建築工事特記仕様書（その8）

茨城中部農地整備事業

船渡東永寺団地船渡１工区区画整理その３工事



1 植栽地の確認等23

2 植栽基盤の整備

・適用する

・適用しない

・適用する

・適用しない

土壌改良材有効土層の厚さ（cm）

樹高12ｍ以上

（※100　・120　・150）

樹高7ｍ以上～12ｍ未満

（※80 　・100）

樹高3ｍ以上～7ｍ未満

（※60　 ・80）

樹高3ｍ未満

（※50　 ・60）

※Ｂ種

・

※20

・

・葉張り部分

・植栽部分

・図示

・

・植栽部分

・図示

・

・Ｃ種

・Ｄ種

※Ａ種

・Ｂ種

工　法 整備範囲

植込み用土3

土壌改良材4

5

6

7

8

9 吹付けは種

※洋芝類（採取後2年以内）

・

※発芽率80%以上

・

種子の種類 発芽率 種子の量（g/m2) 備　考

10 地被類

・・

・ ・ ・ ・

植物の種類 径
単位面積当たりの

株数
芽立数

11

芝等の枯保証

屋上緑化12 Ｇ

工法

新植，移植樹木，

1 路床22

・盛土

・図示

・

種　別 材　料 厚　さ　(mm)

・Ａ種　　　・Ｂ種　　　　・Ｃ種　　　　・Ｄ種

・建設汚泥から再生した処理土

・凍上抑制層

・フィルター層

・切込み砂利　

・

・図示

・

・図示

・

・再生クラッシャラン　　　・クラッシャラン

・川砂，海砂又は良質な山砂（75μmふるい通過量10％以下）

・川砂，海砂又は良質な山砂（75μmふるい通過量6％以下）

樹木

支柱

幹巻き用材料

芝

ブロック系舗装7

※普通平板（N）　

・透水性平板（P）　 ・

※300角

・

※60

・モルタル

※砂　　

寸法（mm） 厚さ（mm） 目地材種　類

路床の材料

・コンクリート平板舗装

　・設けない

　・バーク堆肥

芝張りの工法

　・汚泥発酵肥料（下水汚泥コンポスト）

「金属等を含む産業廃棄物に係る判定基準を定める省令」の別表第1の基準に適合する原料を

種類

使用したもので，植害試験の調査の結果，害が認められないものとする

移植樹木の枯損処置を行う期間

植栽基盤及び材料

　・屋上緑化システム

　平成12年建設省告示第1458号に基づく風圧力に対応した工法

新植樹木（芝張り，吹付けは種及び地被類を含む）の枯補償の期間

Ｇ

Ｇ

Ｇ

(22.1.3)(22.2.2)(22.2.3)

(23.1.3)

(23.2.3)(23.2.4)

(23.3.2)

(23.3.2)

(22.8.2)(22.8.3)(22.8.4)

土壌の水素イオン濃度指数（pH）試験　・行う　　・行わない

電気伝導度（EC）の試験　　　　　　  ・行う　　・行わない

植　栽

※芝，地被類

・樹木

(23.2.3)

Ｇ

Ｇ

　　施工箇所　※植栽範囲　　・図示による

　　施工箇所　※植栽範囲　　・図示による

材料

(23.4.2)

(23.3.2)

樹種、寸法、株立数　　　※図示による　　・

Ｇ支柱材　　　　　※丸太（間伐材）　　　　　・真竹　　　・

形式　

防腐処理方法　　※加圧式防腐処理丸太材　　・

　※コウライシバ　　・ノシバ

　平地　　※目地張り　　・べた張り

　法面　　・目地張り　　※べた張り

(23.4.2)

(23.4.2)

　※引渡しの日から１年　　　　　・　　　　　・無し

　※引渡しの日から１年　　　　　・　　　　　・無し

(23.3.4)(23.4.7)

(23.5.2)(23.5.3)

　　　土壌層の厚さ　・図示による　　    ・

　　　排水層　　    ・軽量骨材（層の厚さ：　　　）　　・板状成形品

　　　植込み用土　　※改良土　　・人口軽量土

　　　　※図示による　　　　　・

　・屋上緑化軽量システム

樹木、芝及び地被類

　　　見切り材、舗装材、水抜き管、マルチング材等　

(23.5.4)

　かん水装置　・設置する（種類　・図示　　　　・　　　　）

　支柱　　　　・設置する（形式　・図示　　　　・　　　　）

　・設ける（ ※図示　　・　　　　　）　

　　指定量　　植栽基盤面積1m2あたり（ ・50L　　・　　　　）

　　指定量　　植栽基盤面積1m2あたり（ ・10L　　・　　　　）

　　・図示による　　　　・

・縁石

・Ｌ形側溝

・Ｕ形側溝

・Ｕ形側溝ふた

・

・図示　　　　　　・

・図示　　　　　　・

・図示　　　　　　・

・図示　　　　　　・

・図示　　　　　　・

種　類

4 街きょ，縁石，側溝

形状，寸法

材料

砂地業の材料

砂利地業に用いる材料

　　　　・シルト　　・山砂　　・川砂　　・砕砂

　　　　・再生クラッシャラン　　・切込砂利　　・切込砕石

砂利地業の厚さ　　※100（mm）　　・図示による

埋戻し土5

※B種（標準仕様書表3.2.1）　　・

　安定処理の方法　　・置き換え工法　　・安定処理工法

　添加材料

　　種類　　・普通ポルトランドセメント　　・高炉セメントＢ種

　　　　　　・フライアッシュセメントＢ種

　　　　　　・生石灰（ ・特号　　・1号 ）　　・消石灰（ ・特号　　・1号 ）

　　添加量を定めるために用いるCBR（　　　　　　）

2 路盤

試験

路盤の厚さ　・図示による　　　　・

　　路床土の支持力比（ＣＢＲ）試験　・行う　　・行わない

　　現場ＣＢＲ試験　　　　　　　　　・行う　　・行わない

　　路床締固め度の試験（現場密度）　・行う　　・行わない

　　砂の粒度試験　　　　　　　　　　・行う　　・行わない

　　　　　・粒度調整鉄鋼スラグ　　　　　　・水硬性粒度調整鉄鋼スラグ Ｇ

3 アスファルト舗装

種　類区　分 地　域

コンクリート舗装

コンクリート舗装

舗装の種類 部　位

4

厚　さ　(mm)

試験

材料

加熱アスファルト混合物の種類

試験

コンクリート舗装の厚さ

材料

施工：目地

　　路盤締固め度の試験　※行う　　・行わない　

アスファルト舗装の構成及び厚さ　　※図示による　　・

骨材　　　　　・道路用砕石

　　　　　　　・アスファルトコンクリート再生骨材

Ｇ

Ｇ

(22.4.2)

　(22.4.4)(表22.4.4)

・密粒度アスファルト混合物（13）

・細粒度アスファルト混合物(13)

・密粒度アスファルト混合物(13Ｆ)

・一般地域

・寒冷地域
表層

　アスファルト混合物等の抽出試験　　・行う　　・行わない

歩行者用通路

車路及び駐車場 ・150　・図示　

※70　 ・図示　

　早強ポルトランドセメント　　　・使用する　　　　・使用しない

　注入目地材料　　　　　　　　　※低弾性タイプ　　・高弾性タイプ

アスファルト　・再生アスファルト　（ ・60～80　　・80～100 ）

　種類，間隔，構造　

カラー舗装5

透水性6

アスファルト舗装

　・

試験

　　・着色骨材（　　　　　）　　・自然石（　　　　）

　開粒度アスファルト混合物等の抽出試験　　・行う　　・行わない

舗装の平たん性　※著しい不陸がないもの　　・

(22.7.2)

　※通行の支障となる水たまりを生じない程度

舗装の平たん性　

Ｇ

(22.5.2)

　　※普通コンクリート、標準仕様書表22.5.1による　　

(22.6.2～4)(表22.6.1)

(23.2.2)(表23.2.1)(表23.2.2)

・現場発生土の良質土　・客土

　　　　　※再生クラッシャラン　　　　　　※再生粒度調整砕石　　　

　　　　　・クラッシャラン　　　　　　　　・粒度調整砕石

Ｇ

Ｇ

表面加工

　・研ぎ出し

　・洗い出し

　・たたき出し

透水平板は　　（透水性コンクリート）とする。

歩行者用通路に使用するコンクリート平板は　　（再生材料を用いた舗装用ブロック）とする。Ｇ

Ｇ

※普通ブロック（N）

・透水性ブロック（P）

厚さ（mm）部　位
（Ｎ/mm2）

※80　・　

※60　・　

※5.0　・

※3.0　・

車路

歩行者用通路

・インターロッキングブロック舗装

歩道部に使用するブロックは　　（再生材料を用いた舗装用ブロック）とする。

種　類

　・

Ｇ

仕上がり面の平たん性　

クッション材　※砂　　・空練モルタル

加工等

・標準品

・

クッション材　　　※砂　　・空練モルタル

目地材　　　　　　※砂　　・モルタル

種　類 形状、寸法 厚さ（mm） 割付け

・

・図示

・

・80

・

・図示 ・コンクリート版

(※70　　・　　　)

(※50　　・　　　)

基層(mm)

・舗石舗装

・

・小舗石（花崗岩）

クッション材　　　※砂　　・空練モルタル

目地材　　　　　　・砂　　※モルタル

・アスファルト混合物

路面標示用塗料9

・1種

・2種

常温

加熱

溶融

液状

粉体状

・

・白

・

・1.0・150

・100

種　類 施　工 適　用 色 幅（mm） 塗布厚さ（mm）

Ｇ

Ｇ

・3種1号

JIS K 5665（路面標示用塗料）による

　　低揮発性有機溶剤型の路面標示用水性塗料Ｇ

(22.9.2)(表22.9.1)

材料　　※幹巻き用テープ　　・わら　　・こも

舗
装
工
事

植
栽
及
び
屋
上
緑
化
工
事

(21.3.1)(21.3.2)(表21.3.1)

(21.2.1)

　標準仕様書表3.2.1により

・保水性平板（M）　

・保水性ブロック（M）

・現場打ちの場合の鉄筋　種類の記号　

凍上抑制層に用いる材料　・

　砂を用いる場合の粒度試験　　　　　　・行う　　・行わない

・現場打ちの場合のコンクリート材料　

2

　　※普通コンクリート　　・

　　設計基準強度　　　　　※18N/mm　　　・

　　スランプ　　　　　　　※15cm又は18cm     ・

　　※SD295　　　・

透水性舗装に用いるフィルター層の厚さ

　・図示による　　　　　・

路床安定処理　・適用する　　・適用しない (22.2.2)(22.2.3)

(表22.2.1)

(22.2.4)

(22.2.5)

Ｇ　　　　　・クラッシャラン鉄鋼スラグ

(22.3.2)

路盤材料　 (22.1.3)(22.3.3)(表22.3.1)

　　　　　　　・ストレートアスファルト

　※通行の支障となる水たまりを生じない程度　　　・

(22.1.3)(22.4.3)

(22.4.6)

(22.4.2)

構　成

・図示　　・　

・図示　　・　

　コンクリート　

　　・図示による

　　・図示による

　　※標準仕様書表22.5.3及び図22.5.1による　　

舗装の平たん性　　

(22.5.3)

(22.5.4)

(22.5.2)

　表層に用いる加熱系混合物の結合材

　　・石油樹脂系混合物　　顔料の添加量（　　　　　　%）

・加熱系カラー塗装

　加熱系混合物に添加する材料

　構成・厚さ　　　・図示による　　　　・

　　・アスファルト混合物

　アスファルト混合物の抽出試験

　　・行う　　　　・行わない

・常温系カラー塗装

　工法　　・ニート工法　　　・塗布工法

　着色部の下部　　・アスファルト舗装　　　・コンクリート舗装

　ニート工法及び塗布工法の配合等　　・

　※通行の支障となる水たまりを生じない程度

舗装の平たん性　　 (22.6.6)

　・

(22.6.2～4)(表22.6.1)

(22.6.6)

材料

舗装の構成　　　※図示による　　　・

Ｇアスファルト　・再生アスファルト　（ ・60～80　　・80～100 ）

　　　　　　　・ストレートアスファルト

(22.1.3)(22.7.3)

(22.7.6)

(22.7.2)

曲げ強度 色彩，表面

寸法

形状

・図示

・図示

インターロッキングブロックの割付け

　・図示による　　　　　・

仕上がり面の平たん性　

　※歩行に支障のないものとし，インターロッキングブロック間の段差3mm以内

　・

舗石の割付け　　・図示による　　　　・

仕上がり面の平たん性　

　※歩行に支障のないものとし，舗石間の段差3mm以内

　・

　※歩行に支障のないものとし，コンクリート平板間の段差3mm以内

砂利敷き8

種別　

　通路　　　　　　　　※A種　　　・図示による

　建築物周囲その他　　※B種　　　・図示による

　（　　　　　　）　　・

植栽基盤の排水設備　（暗きょ、開きょ、排水層縦穴排水等）　

整備内容

(23.2.2)

種類、指定量

刈込みものの適用　　　　・適用する（数量：　　　　）

　　　　　　　　　　　　・適用しない

　・添え柱形　　　・鳥居形　　　　　　・八ツ掛け形

　・布掛け形　　　・ワイヤ掛け形　　　・地下埋設形

(23.3.3)

(23.4.3)

(23.3.6)

　樹種、寸法、株立数　　　※図示による　　　　　・

　刈込みものの適用　　　　・適用する（数量：　　　　）

　　　　　　　　　　　　　・適用しない

(23.5.3)

図 面 名

会 社 名

事業所名

作成年月日

縮　尺

工 事 名

図面番号
A1: -

関東農政局　茨城中部農地整備事業所

A3: -
A - 09

建築工事特記仕様書（その9）

茨城中部農地整備事業

船渡東永寺団地船渡１工区区画整理その３工事



A-10

AW
1

AW
2 1

AD AD
2

棟、軒先、ケラバ 屋根付属部品

屋根 屋根 外壁 ー

仕様

雨水排水 軒樋

落ち口

竪樋

ビニル製落ち口

竪樋：カラーVP-100（金物共）

カラーガルバリウム鋼板出隅役物

カラーガルバリウム鋼板土台水切

カラーガルバリウム鋼板

透湿防水シートの上
角波鉄板厚0.4（カラーガルバリウム鋼板）、
(胴縁内　グラスウール24k　t100)入り)
水切り（防虫網付）、
照明器具取付部：下地合板厚12
（ポンプ設備用パトライト及び投光器設置予定箇所を含む） 内部 外壁 グラスウール24k　t100入りー

内部 グラスウール24k　t100入り間仕切り壁 ー

内部 グラスウール24k　t100入りー天井裏

内壁 NM-8578ケイカル板t5

天井 化粧せっこうボードt9.5 QM-0524

天井 NM-2939ガラス繊維(裏打ち材)t4

内部

床

床 内部土間

外部 外部土間 砕石ｔ60の上　
床版鉄筋コンクリートt150(増打t20)

砕石ｔ60の上　ポリエチレンフィルムt0.15の上
床版鉄筋コンクリートt150(増打t20)

ルーフデッキ（カラーガルバリウム鋼板厚0.6
(室内：ガラス繊維t4裏打ち）
山高88、タイトフレーム、軒先面戸、ケラバ包み

消火器
収納ボックス

消火器

腰壁

庇

外部建具周囲4方水切

出入口庇

窓庇

アルミ製庇2200×d900
<アルフィン：AD2>

アルミ製庇2200×d180
<アルフィン：AF71>

天端　均しモルタル塗り
腰壁　コンクリート打放し仕上(増打t20）

外部土間 コンクリート直均し仕上げ(増打t20)

ー

ーピット 柱・壁：コンクリート打放し仕上げ(増打t20）
天井　：コンクリート打放し仕上げ(増打t20）

軒樋：前高ビニル製(鉄心入り)高さ120×底幅130（吊具共）　

1600

図面番号

工 事 名

図 面 名

年 月 日

縮 　 尺

会 社 名

事業所名 関東農政局 茨城中部農地整備事業所

新築排水機場

外部仕上表

符号・名称・個数

建具枠

建具

場所

仕上（枠共）

見込

硝子

ガラリ

見込取合・沓摺

建具金物

その他

形状・寸法

▽1FL

引違い窓

70

網入り型板ガラスt6.8

引違い窓

70

建具表　1/50

1

面積計算

建築面積

m2

内部仕上表

部位 仕様場所 部位 仕様場所 場所 位置

断熱・下地仕様

部位

消防有窓計算

× 1/2 ＝AW1 × ×

× 1/30床面積

w h 数 有効率

＝

有効開口面積

必要開口面積

階 天井高床高室名 下地 床 下地 下地幅木・腰壁 鉄部 下地 壁 下地 天井廻縁 特記

1 ±0ポンプ室 3350～3540 C コンクリート直均し仕上げ(増打t20) C コンクリート打放し仕上げh300 S SOP塗り ケイカル板t5張り(アルミ製ジョイナー使用)の上
(グラスウールt100入り)
EP塗り

S ー S ルーフデッキ(ガラス繊維t4裏打ち材)

1 ±0 3350～3540 C コンクリート直均し仕上げ(増打t20) C コンクリート打放し仕上げh300 S SOP塗り ケイカル板t5張り(アルミ製ジョイナー使用)の上
(グラスウールt100入り)
EP塗り

S S休憩室

認定番号(不燃、準不燃）

ホイストレール、消火器、収納ボックス

ビニル製廻り縁

1

11.82 6.82

改め

1階床面積

延べ面積

80.6124

80.61

80.61

80.61

7ケ所

4方アルミ製額縁90、クレセント

1ケ所

休憩室

H  アルミ製（RC型材）　B-2

片面4方アルミ製額縁30+片面3方アルミ製額縁30、
片面アルミ製二重50、クレセント

H  アルミ製（半外付け汎用型材）　B-2

ポンプ室・休憩室

トーメイガラスt5

1.20 7

AD1 ××2.00 1 ＝× 1

80.61 2.69

計

有効開口面積 > 必要開口面積

仕上表・求積図・建具表

求積図　1/100

1ケ所

H  アルミ製（半外付け汎用型材）　B-2

ポンプ室

70、ステンレス下枠(水切形)

網入り型板ガラスt6.8、アルミ製腰パネル

アルミ製ガラリ

片開き戸1ケ所

H  アルミ製（半外付け汎用型材）　B-2

ポンプ室

3方アルミ製額縁90、シリンダー錠(内サムターン)
レバーハンドル、丁番、DC、戸当り

網入り型板ガラスt6.8、アルミ製腰パネル

アルミ製ガラリ

Fix

両開き戸

40、ステンレス下枠(コ形)

3方アルミ製額縁90、シリンダー錠(内サムターン)
レバーハンドル、丁番、DC、戸当り、フランス落し

Fix

S=1/100・50

Fix

1.60

1.60

6.72

3.20

9.92

軽量鉄骨下地19形-300＠の上
化粧石こうボードt9.5張り
(天井内グラスウールt100入り)
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船渡東永寺団地船渡１工区区画整理その３工事
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▽1FL ▽GL

▽水上▽RFL(水下)

1tフック(本工事対象外)

φ300
▽0.06

▽1.43▽1FL

▽水上▽RFL(水下)

▽GL

休憩室 ポンプ室

埋戻し ピット ピット

ピット ピット

ポンプ室
ポンプ室

図面番号

工 事 名

図 面 名

年 月 日

縮 　 尺

会 社 名

事業所名 関東農政局 茨城中部農地整備事業所

平面図・立面図・断面図

S=1/100

φ
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φ
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ポンプ室

▽水上▽RFL(水下)

▽1FL▽GL

▽RFL(水下)▽水上
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▽RFL(水下) ▽RFL(水下)▽水上 ▽水上

▽GL ▽GL▽1FL ▽1FL

休憩室

休憩室

1 2 3

断面図　1/100

1 2 3

BA

断面図　1/100

BA 123 B A

321 321

A

B

吊りフック
1t(本工事対象外)吊りフック

1t(本工事対象外)

屋根伏図1/100 天井伏図　1/100

凡例

化 軽量鉄骨天井下地19形-300＠の上
化粧せっこうボードt9.5張り
ビニル製廻り縁

ルーフデッキ(ガラス繊維t4裏打ち材)
鉄部　SOP塗り

特記なき天井
(室内)

特記なき天井
(室外)

ルーフデッキ裏面

北立面図　1/100 西立面図　1/100 南立面図　1/100 東立面図　1/100
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DN
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1階平面図　1/100
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茨城中部農地整備事業
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1階平面詳細図　1/50

断面詳細図　1/50 断面詳細図　1/50

図面番号

令和　　年　　月

S=1/50

工 事 名

図 面 名

年 月 日

縮 　 尺

会 社 名

事業所名

船渡東永寺団地船渡１工区区画整理その３工事

関東農政局 茨城中部農地整備事業所

茨城中部農地整備事業

平面詳細図・断面詳細図

北

3
100

竪樋 竪樋

(ハッチング部)
既設構造物

成形伸縮目地材w25
(既設構造物の周囲に入れる)

手すり(既設)手すり(既設)

成形伸縮目地材w25
(既設構造物の周囲に入れる)

ルーフデッキ（カラーガルバリウム鋼板厚0.6
(室内：ガラス繊維t4裏打ち）
山高88、タイトフレーム、軒先面戸、ケラバ包み

透湿防水シートの上
角波鉄板厚0.4（カラーガルバリウム鋼板）、
(胴縁内　グラスウール24k　t100入り)

透湿防水シートの上
角波鉄板厚0.4（カラーガルバリウム鋼板）、
(胴縁内　グラスウール24k　t100入り)

土台水切
カラーガルバリウム鋼板

竪樋
竪樋：カラーVP-100（金物共）

腰壁
天端　均しモルタル塗り
腰壁　コンクリート打放し仕上(増打t20）

土台水切
カラーガルバリウム鋼板

成形伸縮目地材w25
(既設構造物の周囲に入れる)

腰壁
天端　均しモルタル塗り
腰壁　コンクリート打放し仕上(増打t20）

外部土間
コンクリート直均し仕上げ(増打t20)

アルミ製庇
2200×d900

アルミ製庇2200×d180アルミ製庇2200×d180アルミ製庇2200×d180

床コンクリート
直均し仕上げ
(増打t20)

床コンクリート
直均し仕上げ
(増打t20)

鉄部
SOP塗り

鉄部
SOP塗り

天井
軽量鉄骨下地19形-300＠の上
化粧石こうボードt9.5張り

ケイカル板t5張りの上
(アルミ製ジョイナー使用)
EP塗り

床コンクリート
直均し仕上げ
(増打t20)

ケイカル板t5張りの上
(アルミ製ジョイナー使用)
EP塗り

コンクリート
打放し仕上

コンクリート
打放し仕上

ケイカル板t5張りの上
(アルミ製ジョイナー使用)
EP塗り

砕石t60の上
ポリエチレンフィルムt0.15

ポリエチレンフィルムt0.15
立下げh300

軒樋：前高ビニル製(鉄心入り)
高さ120×底幅130（吊具共）　

ルーフデッキ（カラーガルバリウム鋼板厚0.6
(室内：ガラス繊維t4裏打ち）
山高88、タイトフレーム、軒先面戸、ケラバ包み

グラスウールt100

グラスウールt100

成形伸縮目地材w25
(既設構造物の周囲に入れる)

※天井内も壁ボードを張ること

天井内グラスウールt100

(既設配管周囲)
無収縮モルタル充てん



既設排水機場 平面・立面・断面図
S=1/50

図面番号S=1/50

工 事 名

図 面 名

年 月 日

縮 　 尺

会 社 名

事業所名 関東農政局 茨城中部農地整備事業所

既設排水機場
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AE-01図面番号S=　－

工 事 名

図 面 名

年 月 日

縮 　 尺

会 社 名

事業所名 関東農政局 茨城中部農地整備事業所

新築排水機場
電気設備工事特記仕様書

　構内につくることが　　・　できる　　・　できない

設計図

１．工事場所

２．建物概要

建　物　名　称 構　造 階　　　　数 延 べ 面 積
消防法施行令

備　　考
別 表 第 一（m2）

３．工 事 種 目（○印のついたものを適用する）

工　事　種　目

建物別及び屋外

屋　外

工 事 種 別

４．指　定　部　分　　　・無　　　・有　対象部分（　　　　　　　　　　　　　）

　　.工事仕様

　　特　　　　記　　　　事　　　　項　項　　　目

取付高さ 　壁付、壁掛形の機器等の取付高さは、図面に記載のない場合は原則として下表による。

分電盤、OA盤、制御盤、実験盤

〃　　〃　（多機能トイレ）

コンセント、電話用アウトレット、直列ユニット（一般）

        〃　　       （和室）

        〃　　       （台上）

ブラケット（一般）

避難口誘導灯

廊下通路誘導灯

開閉器箱

 　　〃   （鏡上）

　　 〃　 （踊場）

床上～中心

台上～中心

床上～中心

床上～中心

床上～下端

床上～上端

1,500

1,300

1,100

300

150

150

2,100

2,500

150

 (上端1,900以下)

1,000以下

1,500

スイッチ（一般）　

コンセント（車庫） 800

　すべて受注者の負担とする。

他工事又は他工種

との取合い

　工事区分表による。　ただし、これにより難い場合は監督職員と協議する。

名　　　　称 測　　　点 取付高［mm］

　 〃　　

鏡上端～中心

床上～中心

電磁開閉器用押しボタン

接地用端子箱

接地極埋設標

床上～下端

地上～中心

地上、床上～中心

1,300

500

800

600

項　　　目 　　特　　　　記　　　　事　　　　項

　　仕様書

　　.工事概要 1,500以上

〃

〃

〃

〃

工事用仮設物６

19

20

・ 動力設備

電灯設備

・ 雷保護設備

・ 発電設備

・ 電力貯蔵設備

・ 受変電設備

・

・

拡声設備

・

構内交換設備

・

防犯・入退室管理設備

・

火災報知設備

・

テレビ共同受信設備

中央監視制御設備

監視カメラ設備

映像・音響設備

・

・

駐車場管制設備・

・

・

・

・

・ テレビ電波障害防除設備

構内通信線路

構内配電線路

構内情報通信網設備

情報表示設備

・ 電熱設備

誘導支援設備

地上１階建

端子盤（EPS・電気室）     床上～中心 1,500

1,500

(天井高)×0.9

1,300

900

1,800

親時計

子時計、スピーカ

アッテネータ

出退表示盤　

呼出ボタン(多機能トイレ)

インターホン

廊下表示灯(多機能トイレ)

表示灯

警報ベル

発信器（出退表示用）　

テレビ機器収容箱

副受信機

火報受信機（複合盤）

発信機

復帰ボタン(多機能トイレ)

（備考）　（天井高）×0.9 及び（天井高）×0.8 は天井高が　2,500～3,000mm の場合に適用する。

床上～操作部

床上～中心

(天井高)×0.9

1,300

2,000

1,800

800～1,500

機器収容箱　　　

連動制御器（自動閉鎖）

ガス漏れ検知器（ＬＰガス）

1,500

1,500

800～1,500

800～1,500

300

(天井高)×0.9

(天井高)×0.8

(天井面)－200      〃　　  （都市ガス）　 天井面～中心

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

給油ボックス 地上～給油口 1,000

外部受付用インターホン子機 標準図による

(壁面取付の場合)

雷保護用接地端子箱

1,300

900床上～中心コンセント（車椅子用）

項　　　目 　　特　　　　記　　　　事　　　　項 項　　　目 　　特　　　　記　　　　事　　　　項
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既存躯体への穿孔

１ 適　用　区　分

環境への配慮２

建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の算定には次の条件を用いる。

・　風圧力

風速（V Ｏ ＝　　　m/s）

地表面粗度区分（・I　・II　・III　・IV）

・　積雪荷重

建設省告示第１４５５号における区域　別表（　　　　）

（１）建築物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有すると共に、次の

　　　　1から4を満たすものとする。

　　　　1 合板、木質系フローリング、構造パネル、集成材、単板積層材、MDF、パーティクルボード、その

　　　　　他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、断熱材、塗料、仕上塗料は、アセ

　　　　　ドアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発散が極めて少ない材料で、設計図書に規定する「ホ

　　　　　ルムアルデヒドの放散量」の区分に応じた材料を使用する。

　　　　2 接着剤及び塗料は、トルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材料を使用する。

　　　　3 接着剤は、可塑性（フタル酸ジーｎ－プチル及びフタル酸ジ－２－エチルヘキシル等を含有しない

　　　　　難揮発性の可塑剤を除く）が添付されていない材料を使用する。

　　　　4 1の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器類は、ホルムアルデヒド、アセ

　　　　　ドアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない材料を使用したものとする。

　　（２）設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分においては、「規制対象外」とは

　　1 建築基準法施行令第20条の7第1項に定める第一種、第二種及び第三種ホルムアルデヒド発散

　　　建築材料以外の材料

　　2 建築基準法施行令第20条の7第4項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

　　3 建築基準法施行令第20条の7第1項に定める第三種ホルムアルデヒド発散建築材料

　　4 建築基準法施行令第20条の7第3項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

　　次の1又は2に該当する材料を指し、同区分「第三種」とは次の3又は4に該当する材料を指す。

材料・機材の

品 　質 　等

３

機　　　　　　　　　材　　　　　　　　　等

蛍光灯器具・

照明制御装置

・

可変速運転用インバータ装置

・

分電盤

・

制御盤

・

キュービクル式配電盤

・

高圧スイッチギア（ＣＷ形）

・

・

高圧交流遮断器

・

高圧進相コンデンサ

・

高圧限流ヒューズ

・

高圧負荷開閉器

・

高圧変圧器（特定機器）

・

交流無停電電源装置

・

太陽光発電装置（パワーコンディショナ及び系統連系保護装置）

・

監視カメラ装置

・

中央監視制御（監視制御装置）

・

高圧スイッチギア（ＰＷ形）

製造業者等名

　（１）本工事に使用する材料・機材等は、設計図書に定める品質及び性能の他、通常有するべき

　（２）下表に機材等名が記載された製造業者等は、次の1から6すべての事項を満たすものとし、この

　　　　証明となる資料又は外部機関が発行する品質及び性能等が評価されたことを示す書面を提出して

　　　　監督職員の承諾を受ける。ただし、製造業者等名が記載されているものは、証明となる資料等の

　　　　提出を省略することができる。

　　　1 品質及び性能に関する試験データを整備していること。

　　　2 生産施設及び品質の管理を適切に行っていること。

　　　3 安定的な供給が可能であること。

　　　4 法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること。

　　　5 製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。

　　　6 販売、保守等の営業体制を整えていること。

　　　　品質及び性能を有するものとする。

足場その他７ 　・　別契約の関係受注者が定置したものは、無償で使用できる。

　　「手すり先行工法に関するガイドライン」に基づく足場の設置に当たっては、同ガイドラインの別紙１
　　「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準」における２の（２）手すり据置方式又は（３）
　　 手すり先行専用足場方式により行う。

　　　　　・　内部足場等　（・　　　種　・　　　種）　　

　・  本工事で設置する。 21 施 工 調 査

電 源 周 波 数４

耐 震 措 置９

　　事前調査（　・　本工事　　　　　・　別途　　　　　　　　）

　　調査項目（　・　既存資料調査　　・　　　　　　　　　　　）

　　調査範囲（　・　図示　　　　　　・　　　　　　　　　　　）

　　調査方法（　・　図示　　　　　　・　　　　　　　　　　　）

　・　５０Ｈｚ　　・　６０Ｈｚ

　設備機器の固定は、次によるほか建築設備耐震設計・施工指針　２００５年版

　（国土交通省国土技術政策総合研究所・独立行政法人建築研究所監修）による。

　（１）設計用水平地震力

　　　機器の質量[kｇ]に、次に示す設計用標準水平震度を乗じたものとする。

　　　設計用標準水平震度

設置場所 機器種別
重要機器 重要機器

機　　　　　器

防振支持の機器

水　槽　類 （※１）

中間階

地下・１階

上層階（注１）

屋上及び塔屋

2.0          1.5

2.0          2.0

2.0          1.5

1.5          1.0

1.5          1.5

1.5          1.0

1.0          0.6

 1.0          1.0 

1.5          1.0

1.5          1.0

2.0          1.5

1.5          1.0

1.0          0.6

1.5          1.0

1.0          0.6

1.0          0.6

1.0          0.6

・　特定の施設 ・　一般の施設

一般機器

0.6          0.4

　　【備　考】（※１）：水槽類にはオイルタンクを含む。

防振支持の機器

水　槽　類 （※１）

防振支持の機器

水　槽　類 （※１）

機　　　　　器

機　　　　　器

一般機器

　　　設計用水平地震力の１／２とし、水平地震力と同時に働くものとする。　

　　　・　配電盤　・　発電装置(防災用）　・　直流電源装置　　・　交流無停電電源装置　

　　　・　交換機　・　自動火災報知受信機　・　中央監視制御装置　　　　・　　　　　　　　　

　　　　上層階とは２階～６階建の場合は最上階、７～９階の場合は上層２階、１０～１２階建の場合は

　　　　上層３階、１３階以上の場合は上層４階とする。

　　（２）設計用鉛直地震力

　　　　重要機器は次のものを示す。

天井仕上区分16

５ 電気工事士

　（　　）書きの室名は直天井を示し、その他は二重天井を示す。

　最大電力５００[ｋＷ]以上の場合においても、第一種電気工事士により施工を行うものとする。

配管本数・管路等10 　分電盤、制御盤及び端子盤等の２次側以降の配管配線経路、配線太さ、配線本数及び管径等は図面と相違

　しても差し支えない。ただし、相違する場合は監督職員の承諾を受ける。

　また、機械室等の床配線は図面上PF管で記載している場合であっても、立上げ部分等の露出配管部分

　は金属管とし、その場合は全長に亘って接地線を設ける。

呼び線 　長さ１ｍ以上の入線しない電線管には、電線太さ 1.2mm 以上の被覆鉄線を挿入する。11

　次の露出配管は塗装を行う。

　　・　屋外（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　・　屋内（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

金属製電線管の

塗装仕上げ

12

13

照度測定箇所数

　測定数　５箇所以上非常用の照明装置の

プレートの材質 　フラッシュプレート　　　・　金属製　　　　　　　　　　　　　　・　樹脂製（　　　　）15

17 インバータ装置の

規約効率

　三相可変速運転用インバータ装置の規約効率は、次の数値以上とする。

0.4

86.0

0.75 1.5 2.2 3.7 5.5 7.5

88.5 92.0 93.0 94.0 94.0 94.5

(1)　規約効率は、JEM-TR 245「汎用インバータの規約効率」により算出した値とする。　　　 
(2)　規約効率は、JIS C 4212「高効率低圧三相かご形誘導電動機」のIP4X、6極、50Hz

87.0 90.5 93.5 94.0 94.5 94.5 95.0

　　 の電動機を駆動したときの値とする。

11 15 18.5 22kW以上

94.5 95.0 95.5 95.5

95.0 95.0 96.0 96.5

電動機出力[kW]

定格電圧　200[V]

備考　

定格電圧　400[V]
規約効率[%]

接地極　 　接地極の材料は下記による。なお、接地棒ＥＢ(14φ)の長さは 1,500mm 以上とし、10φはW=30、

　L=900、14φは、W＝40、L=1,200としても差し支えない。

接地の種類 記　　号 接地抵抗値 接　　地　　極

・

高圧避雷器用

交換装置用

通信用(10Ω)

測　 定　 用

Ｅ A.D 10Ω以下

10Ω以下

100Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

10Ω以下

100Ω以下

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－１組

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（14φ）×３連－２組

ＥＢ（10φ）×１  (Ｌ＝1,000mm)通信用(100Ω)

ＥＢ（10φ）×１　(Ｌ＝1,000mm)

共 同 接 地 ＥＢ（14φ）×３連－２組10Ω以下A.C.D

A

B

D

C

LH

ｔ

At

Dt 

０

18

Ａ 種 接 地

Ｂ 種 接 地

Ｄ 種 接 地

Ｃ 種 接 地

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

10Ω以下

Ω以下

・

電話引込口 Ｅ Lt 100Ω以下 ＥＢ（10φ）×１  (Ｌ＝1,000mm)

の保安器用

共 同 接 地

　　項目及び特記事項は、○印の付いたものを適用する。

　 （２）機械設備工事及び建築工事を本工事に含む場合は、機械設備工事及び建築工事はそれぞれの特記仕様書を適用する。

　　　 なお、機械設備工事の特記仕様書は（　　／　　）図、建築工事の特記仕様書は（　　／　　）図による。

　（１）図面及び本特記仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の下記仕様書等のうち、・ を

　　付けたものを適用する。

　・　公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）（令和３年版）（以下「標準仕様書」という。）

　・　公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）（令和３年版）（以下「改修標準仕様書」という。）

　・　公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）（令和３年版）（以下「標準図」という。）

１．共通仕様　

指定部分工期　　　　年　　　月　　　日

　　　　　・　外部足場等　（・　　　種　・　　　種）　

　　　　中間階とは地階、１階を除く各階で上層階に該当しないもの。

建築基準法による

・　はつり工事　　　　　　を行う場合は、事前に走査式埋設物調査を行い、監督職員に報告を行うこと。

建設発生土の処理８ 　・　埋戻し後の建設発生土は、監督職員が指示する構内の場所に敷きならしとする。

天井高3,000mm以上の場合及び上記取付高さにおいて、機器の使用に支障が生じる場合は監督員と

協議する。

２．特記仕様　

　　（３）「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」に基づく特定調達品目

　　　・　照明制御システム 　　　・　変圧器 　　　・　

22

仮設備工事 　仮　電　源（　・　受変電　　・　　　　　・　　　　）

　 　　　　 （　・　発電　　　・　　　　　・　　　　）

　仮設備期間（　・　図示　　　・　　　　　・　　　　）

　　　　　・　機械設備工事　　・　建築工事　で設置する。

（改修標準仕様書の中でいう標準仕様書は、令和３年版（電気設備工事編）とする。）

　（ステンレス、新金属を含む）

　・　現場説明書による。

取引用計器 地上～窓中心 1,800～2,000

引込開閉器箱（低圧） 地上～中心 1,800～2,200　測定し監督職員に報告する。

14 盤類等の色彩計画 　事務室内に設けるＯＡ盤、分電盤、端子盤の鋼板製キャビネット等の色彩計画を監督職員に
　提出するものとする。

、（400）

注）呼出ボタン(多機能トイレ)の取付け高さ（４００）は床に転倒した時を考慮した高さを示す。

　　穿孔機械を使用し、　既存躯体に穿孔する場合は、金属探知により電源供給が停止できる付属装置等

（防爆照明器具及び防災用照明器具を除く。）

LED照明器具（一般屋内用に限る。）

・

及び穿孔作業

　　を用いて施工する。

茨城県東茨城茨城郡茨城町上石崎地内

Ｓ造排水機場

排水機場

－式・

－式

－式

・

・

茨城中部農地整備事業

船渡東永寺団地船渡１工区区画整理その３工事

電気設備工事特記仕様書



ＬＥＤ灯　トラフ型

ＬＳＳ１ＭＰ／ＲＰ－４－３０ ボルトフリー ＬＥＤ公

ＬＥＤ灯　非常照明

バッテリー内蔵Ｋ１－ＬＲＳ１１－２ ボルトフリー ＬＥＤ公

ＬＥＤ灯　逆富士型

ＬＳＳ９－４－３０ ボルトフリー ＬＥＤ公 １５００ｌｍ以上

ＬＥＤ灯　高天井用 ＬＥＤ灯　非常照明

バッテリー内蔵Ｋ１－ＬＳＳ１４ＭＰ－２ ボルトフリー ＬＥＤ公 防雨・防湿型

ＬＥＤ灯　屋外ブラケット

ＬＢＦ３ＭＰ／ＲＰ－２－１３ ボルトフリー ＬＥＤ公 防雨・防湿型

ＳＰ－１ ボルトフリー市 ＬＥＤ 防雨・防湿型

（注　記）

表中の「公」「準」「市」は下記とする。

「公」・・・公共施設用照明器具型番を示す。

「準」・・・公共施設用照明器具型番に準拠する器具とし、市販品も可とする。

「市」・・・市販品を示し、図中の型番は参考とする。

非常灯取付要領（参考）

Ｋ１－ＬＳＳ１４ＭＰ－２　プルボックス付（壁付）

Ｋ１－ＬＳＳ１４ＭＰ－２

プルボックス（鋼板製又は樹脂製）

２５０×２５０×２５０

AE-02図面番号S=　－

工 事 名

図 面 名

年 月 日

縮 　 尺

会 社 名

事業所名 関東農政局 茨城中部農地整備事業所

新築排水機場
電灯分電盤結線図・照明器具姿図

２１

Ｌ

Ｃ

・・・電灯

・・・コンセント

２．負荷種別の覧

Ａ

１

・・・１００Ｖ（ＡＣ回路）

・・・１００Ｖ（ＡＣ－ＧＣ回路）

注）１．回路番号の分類は下記とする。

１ ・・・２００Ｖ（ＡＣ－ＧＣ回路）

Ａ ・・・２００Ｖ（ＡＣ回路） ・・・その他の負荷Ｓ

点　　　滅
給電代表室名

負荷名（専用）

電圧

（Ｖ）
分岐遮断器

負荷種別

負荷容量

回路

番号

Ｌ－１

露出壁掛形

盤　名　称

主幹器具

（ＡＣ）

１．３８７ｋＶＡ

合計

１φ３Ｗ２００／１００Ｖ　６０Ｈｚ

（ＡＣ）

電灯分電盤結線図

３ ４

１

ＥＬＣＢ　２Ｐ　５０／２０ １００ Ｌ ４０６

（電　　灯）

２

１００ ２０
屋外

３

４

ＥＭ－ＣＥＴ１４

１００ Ｃ ３００

（コンセント）

１００

（１Ｐ協約型１Ｐサイズ）とする。また１００Ｖは１Ｅ、２００Ｖ

分岐回路において３０Ａ以下の配線用遮断器、漏電遮断器は２Ｐ

タイマー組込

（プラント工事）

（コンセント）

休憩室

ポンプ室
５

６

１００ Ｃ ２００

ポンプ室　有圧換気扇

５ ６

ＳＴＳ

（自動－切ー手動）

ＣＯＳ

電灯分電盤　結線図

５０ＡＦ３０ＡＴ

ＭＣＣＢ ３Ｐ

ＭＣＣＢ　２Ｐ　５０／２０ １００ Ｌ ２６１
（電　　灯）

休憩室

ＥＬＣＢ　２Ｐ　５０／２０

ＭＣＣＢ　２Ｐ　５０／２０

ＥＬＣＢ　２Ｐ　５０／２０

・・・予　備Ｙ

ＭＣＣＢ　２Ｐ　５０／２０ Ｓ ２００

（電　　灯）

ポンプ室

Ｌ
ＳＴＳ ：ソーラー

パナソニック　ＮＮＹ２０００６ＬＦ９　相当品

光束１３８００ｌｍ、消費電力１０１Ｗ

昼白色、５０００Ｋ、Ｒａ７０

本体：アルミ、パネル：ポリカーボネート（透明）、アーム：亜鉛鋼板

電源内蔵型、広角タイプ、防雨型・防塵型（保護等級ＩＰ６５）

は２Ｅとする。

ＥＬＣＢ

（注記）

１．分岐配線用遮断器、漏電遮断機はは２Ｐ（ＪＩＳ協約型１Ｐサイズ）とする。

２．分岐回路数分の接地端子又は銅バーを設ける。

３．予備スペースは、保護板にブレーカー取付可能な幅の切込みを行い、カバー

　　（１００Ｖは１Ｅ、２００Ｖは２Ｅとする。）

　　プレートを取り付けること。

ＥＬＣＢ

４．凡　例 ・・・切替スイッチ（入－切－自動）　内扉に取付

・・・２４時間タイマー

ＣＯＳ

ＴＩＭ

・・・ソーラータイマー（２回路用）ＳＴＳ

　　　１．タイマーは全国（地域設定機能付）の年間日出・日入時間

　　　　　を記憶し土１時間以上の範囲でＯＮ・ＯＦＦ出来る機能を

　　　２．タイマーは定時刻（最小時間設定間隔５分以下）の

　　　　　ＯＮ・ＯＦＦ（１日最大４操作以上［回路毎］）が出来る事

　　　３．タイマーの停電補償は、２４時間以上とする。

・・・電磁接触器　２Ｐ２０Ａ

・・・配線用遮断器　ＭＣＣＢ２Ｐ

・・・漏電遮断器　　ＥＬＣＢ２Ｐ

・・・配線用遮断器　ＭＣＣＢ３Ｐ

・・・漏電遮断器　　ＥＬＣＢ３Ｐ

　　　　　有すること。

ＴＩＭ

（自動－切ー手動）

ＣＯＳ

Ｔ

温度調節器（機械設備工事）

盤外部

照明器具姿図

ＴＩＭ

タイマー組込

：２４時間

茨城中部農地整備事業

船渡東永寺団地船渡１工区区画整理その３工事
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図面番号S=1/50

工 事 名

図 面 名

年 月 日

縮 　 尺

会 社 名

事業所名 関東農政局 茨城中部農地整備事業所

新築排水機場電気コンセント・動力設備　平面図
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2725 2010 3605

▽0.06

▽-3.705

休憩室 ポンプ室

▽GL▽1FL

▽水上
▽RFL(水下)

1tフック(本工事対象外)

1 2 3

１階　平面図　　１／５０

アイ

ア

ア

アイ

イ

イ

ア ア

ア

ア

ア

ア

イ

アイＷＰ

Ｌ－１

摘　　　　　要

電灯分電盤

凡　例

記　　号 名　　　　  称

防水スイッチ １Ｐ１５Ａ×１

天井付ＬＥＤ照明器具　４０型

壁付ＬＥＤ照明器具　４０型

ＬＥＤ非常照明器具 天井付（高天井用）

埋込コンセント ２Ｐ１５Ａ×２

×　６ＬＳＳ１ＭＰ／ＲＰ－４－３０

ポンプ室

×　２Ｋ１－ＬＳＳ１４ＭＰ－２

×　６ＬＳＳ９－４－３０

休憩室

×　１Ｋ１－ＬＲＳ１１－２

ＬＥＤ照明器具（非常灯） 天井付
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φ
30
0

（ポンプ室）
休憩室

A

B

A

B

1 2 3

１階　平面図　　１／５０

ＷＰ

ＷＰ

Ｌ－１

（電灯設備） （コンセント設備）

２

２

２

１

３

２

３

１ １

１

１１

１ １

２ ２

２

２

２

２

２

２

４

４
４

４

５

５

５

２５２

２５２

２５２

注記

１．特記なきプルボックスは下記とする

ＥＭ－ＩＥ２．０×２

ＥＭ－ＩＥ２．０×２　Ｅ２．０

ＥＭ－ＩＥ２．０×３

ＥＭ－ＩＥ２．０×３　Ｅ２．０

２．特記なき配管配線は下記とする

ＥＭ－ＩＥ２．０×４　Ｅ２．０

ＥＭ－ＩＥ２．０×６　Ｅ２．０

２５０×２５０×２５０　ＶＥ：２５２

（ＨＩＶＥ１６）

（ＨＩＶＥ１６）

（ＨＩＶＥ１６）

（ＨＩＶＥ２２）

（ＨＩＶＥ２２）

（ＨＩＶＥ２８）

壁付ＬＥＤ照明器具　２０型

プルボックス

丸型露出ボックス

電灯と共用：

ＥＭ－ＥＥＦ２．０－２Ｃ

ＥＭ－ＥＥＦ２．０－３Ｃ（１Ｃアース）

ＥＭ－ＥＥＦ２．０－３Ｃ

ＥＭ－ＥＥＦ２．０－２Ｃ＋３Ｃ（１Ｃアース）

露出

露出

露出

露出

露出

露出

ＥＭ－ＥＥＦ２．０－２Ｃ

ＥＭ－ＥＥＦ２．０－３Ｃ

（ＰＦ２２）

（ＰＦ２２）

隠蔽

隠蔽

（天井内コロガシ）

（天井内コロガシ）

（天井内コロガシ）

（天井内コロガシ）

×　１ＳＰ－１

×　１ＬＢＦ３ＭＰ／ＲＰ－２－１３

屋外

VE

1

Ｔ

温度調節器（機械設備工事）

VE

2

ウ
５

１

ウ

ＷＰ
６

６

ＥＭ－ＩＥ２．０×５　Ｅ２．０ （ＨＩＶＥ２２） 露出

ＥＭ－ＩＥ２．０×７　Ｅ２．０ （ＨＩＶＥ２８） 露出

ＥＭ－ＥＥＦ２．０－３Ｃ×２＋２Ｃ（１Ｃアース） （天井内コロガシ）

ＥＭ－ＥＥＦ２．０－２Ｃ＋３Ｃ （ＰＦ２８） 隠蔽
５

（天井内コロガシ）ＥＭ－ＥＥＦ２．０－２Ｃ＋３Ｃ
５

ＷＰ

埋込スイッチ １Ｐ１５Ａ×３＋ＰＬ

断面図　　１／５０

２５２

防水コンセント ２Ｐ１５Ａ×１ＥＷＰ

1tフック(本工事対象外)

茨城中部農地整備事業

船渡東永寺団地船渡１工区区画整理その３工事
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工事設計図

仕様書

１．工　事　概　要

1．工事場所

2．建物概要

3．工事種目（●印を付けたものを適用する）

建物別及び屋外 工事種別

工　事　種　目

○ 空気調和設備

● 換気設備

○ 排煙設備

○ 自動制御設備

令和　　年　　月（全　　　枚）

設              備              概              要方式及び種別

自 動 制 御 方 式

給 水 方 式

排 水 方 式

○ 電気式　○電子式　○デジタル式

建物外放流先

ポンプ排水 ○あり（○汚物　○雑排水　○湧水）　　○なし

建物内の汚水と雑排水（○ 合流式　○分流式）

　（1）汚　水　○ 直放流下水管

○

　　　　　　　 ○ファンコイルユニット・ダクト併用方式　　　○

○ 空気調和　　○単一ダクト方式　　　　　　　　　　　　　　○全空気方式

主 要 熱 源 機 器

空 調 方 式

の

ガ ス の 種 類

○ 屋内消火栓設備　　　　　　○スプリンクラー設備消 火 設 備

種　　　 類

　（2）雑排水　○ 直放流下水管

　　　　　　　　　　　　　　　　　供給圧力　　　Pa、供給事業者名　　　　　　）

○ 高置タンク方式　○ポンプ直送方式　〇水道直結方式　〇水道直結増圧方式

○ 泡消火設備　　　○連結散水方式　　○連結送水管

　 　　　　　　　　　　　　　指定部分工期：令和　　年　　月　　日

6．改修内容：改修工事の場合に記載する。

○ ダンパー

○ 風量測定口

○ チャンバー （１）内貼りを施すチャンバーの表示寸法は外法を示す。

伸縮継手、掃除口及びばいじん量測定口の位置は図示による。○ 鋼板製煙道

鋼板厚（○3.2mm　○4.5mm）

○ ダクト ○低圧ダクト（○コーナーボルト工法（長辺の長さが1,500mm以下の部分）　○アングルフラン

　ジ工法）とする。

設計温湿度○

空
気
調
和
設
備

○

冬期

屋　　内　　（調　整　目　標）

一 般 系 統
外　　気

湿度(RH)

％

％

温度(DB)

℃

℃

湿度(RH)

％

％

温度(DB)

℃

℃

湿度(RH)

％

％

温度(DB)

℃

℃

湿度(RH)

％

温度(DB)

℃

12時

14時

16時

9時 ％℃

％℃

％℃

％℃

○高圧1ダクト（適用範囲は図示による。）とする。

○スパイラルダクト（〇低圧　〇　　　　）

○ステンレスダクト及び塩化ビニルダクトの適用範囲及び仕様は図示による。

図示した位置に取り付ける。

（１）防煙ダンパー　 　復帰方式（○遠隔復帰式　○　　　　　　　　）

建物導入部配管

水栓柱

○

○

○

管の上端より原則として、一般敷地は（　　　cm）構内道路は（　　　cm）以上とする。

○合成樹脂製　○アルミニウム合金製　○人造石とぎ出し製　○ステンレス鋼製

管の地中埋設深さ

引込納付金等○ ○要（○別途工事　○本工事）　　○不要

配管材料○

排
水
設
備

○ （1）屋　　内 　汚水管　　　　　　　○排水用塩ビライニング鋼管　〇

　　　　　　　　雑排水管　　　　　　○排水用塩ビライニング鋼管　〇

○ 配管材料

給
水
設
備

○

   　　　　　　　　○ステンレス鋼鋼管（SUS 316）

（3）水道直結配管　○引き込みは水道事業者の指定により、量水器以降の地中埋設配管は

   　　　　　　　　　（○　　　　　　　　　　　）とし、他の部分は(1)による。

○ 量水器

○ 量水器桝

（1）一般配管　　　○塩ビライニング鋼管（VA）（上水）　〇塩ビライニング鋼管（VB）（雑用水）

   　　　　　　　　○ステンレス鋼鋼管（SUS 304） 　〇

（2）地中埋設配管　○塩ビライニング鋼管（VD）　　　〇

○水道事業者指定品（○貸与品　○買い取り（材質：　　　　　　））　○標準図MC形

○親メーター（貸与品）　○現地表示式（直読式）　〇遠隔表示式（〇電文式　〇　　　　）

○子メーター（買取品）　○現地表示式（直読式）　〇遠隔表示式（〇電文式　〇　　　　）

　　　　　  ○その他の部分（○ 5K　○　　　　　　）

○逆止弁の衝撃吸収式はライニング不要とする。

○ 弁類 JIS又はJV　 ○水道直結部分（○10K　○　　　　　　）　

○ 水栓 〇台所流し用の水栓は泡沫式とする。

〇水抜栓を使用する場合、水栓は固定こま式とする。

　（〇ただし、屋外に設ける水栓は耐寒水栓とする）

〇標準図（建築物導入部の変位吸収配管要領）の ○（a）　○（b）　○（c）による。

〇ポリエチレン配管の施工要領は図示による。

備考

排水機場

建築基準法による

RC造 地上１階 **.**

階　　　　数構　造
延べ面積（m2）

建 物 名 称
消防法施行令

新築一般の施設

排水機場

4．指定部分　○無　　○有　　対象部分（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

○ 衛生器具設備

○ 給水設備

○ 排水設備

○ 給湯設備

○ 消火設備

○ 厨房設備

○ ガス設備

○ 雨水利用設備

○ 排水処理設備

○ 撤去工事

新設一式

5．設備概要（●印のついたものを適用する）　※改修工事の場合は既存概要を示す。

33

○ 都市ガス（種別 13A、高位発熱量45.0MJ/ｍ(N)、　低位発熱量40.6MJ/ｍ(N)3 3

２．工　事　仕　様

1．共通仕様

　　　なお、電気設備工事の工事仕様は、（　／　）図、建築工事の工事仕様は（　／　）図による。

2．特記仕様

章、項目、特記事項共に●印の付いたものを適用し、○印のものは適用しない。

特　　　　記　　　　事　　　　項項　　　目章

○●

一
般
共
通
事
項

　　　●印の付いたものを適用する。

適用区分 建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の算定には次の条件を用いる。

〇風圧力

　 風速（Vo=　　　　m/s）

● 環境への配慮

○ 不活性ガス消火設備　（○　　　　）　　○

　 地表面粗度区分（　　　　　　　）

〇積雪荷重

　建設省告示第1455号における区域　別表（　　　　　　）

（１）本工事において、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成12年法律第100号）

夏期

　（3）排水槽　○ あり（計画容量：汚水槽　　　ｍ、雑排水槽 　　　　ｍ）　○なし

　　　達品目の判断基準等を満たす環境物品等を選択するよう努める。ただし、公共工事分野の特定

　　　調達品目の機材を使用する場合は、判断の基準を満たすものとする。

　　　　1合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ、パーティクル

　　　　　ボード、その他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、断熱材、塗

　　　　　料で、設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分に応じた材料を使用する。

　　　　2接着剤及び塗料は、トルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材料を使用

　　　　　する。

　　　　　有しない難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていない材料を使用する。

　　　　41の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器類は、ホルムアルデヒド、

　　　　　とする。

　　　の1から4を満たすものとする。

（２）建築物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有すると共に、次

　　　　　料、仕上塗材は、アセトアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発散が極めて少ない材

　　　　3接着剤は、可塑性（フタル酸ジ－ｎ－ブチル及びフタル酸ジ－２－エチルヘキシル等を含

　　　　　アセトアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない材料を使用したもの

施設の分類

（１）図面及び特記仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の下記標準仕様書等のうち、

（２）電気設備工事及び建築工事を本工事に含む場合、電気設備工事及び建築工事は、それぞれの特記仕様書を適用する。

（２）空気調和機に取り付けるサプライチャンバー、レタンチャンバー及びダクト系で消音内貼り

　　　したチャンバーには点検口を設ける。なお、大きさは図示による。

（３）外壁に面するガラリに直接取り付けるチャンバー及びホッパーは雨水の滞留のないように施

　　　工する。

○ステンレス鋼管に取り付ける弁類は、ステンレス製とする。

別表第一の区分

　　　●公共建築工事標準仕様書(機械設備工事編)(令和4年版)(以下「標準仕様書」という。)

　　　〇公共建築改修工事標準仕様書(機械設備工事編)(令和4年版)(以下「改修標準仕様書」という。)

　　　●公共建築設備工事標準図(機械設備工事編)(令和4年版)(以下「標準図」という。)

　　　に基づく「環境物品等の調達の推進に関する基本方針（令和4年2月閣議決定）」による特定調

（２）別表－１に機材等名が記載された製造業者等は次の１）から６）すべての事項を満たすものと

●

　　　し、この証明となる資料又は外部機関が発行する品質及び性能等が評価されたことを示す書面

　　　を提出して監督職員の承諾を受ける。ただし、製造業者等名が記載されているものは、証明と

　　２）生産施設及び品質の管理が適切に行われていること。

　　３）安定的な供給が可能であること。

　　４）法令等で定めがある場合は、その許可、認可、認定又は免許を取得していること。

　　５）製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。

　　６）販売、保守等の営業体制が整えられていること。なお、システムとして機能するものにあっ

材料・機材の

品質等 　　　を有するものとする。

　　　　ては、システムの構築能力があり、現場での施工体制が整えられていること。

　　　なる資料等の提出を省略することができる。

　　１）品質及び性能に関する試験データが整備されていること。

（１）本工事に使用する機材等は、設計図書に定める品質及び性能の他、通常有すべき品質及び性能

○ 弁類

（１）蒸気管　給気管　○配管用炭素鋼鋼管（黒）

（２）ピストンダンパー 復帰方式（○遠隔復帰式　○　　　　　　　　）

○ 配管材料

　  　　　　　　　　　○圧力配管用炭素鋼鋼管（黒）　（Sch40）

　  　　　　　　　　　○

（５）高温水管　　　　○一般配管用ステンレス鋼鋼菅　〇

（２）油管　　　　　　○配管用炭素鋼鋼管（黒）　　　〇

（３）冷温水管　　　　○配管用炭素鋼鋼管（白）　　　〇

（４）冷却水管　　　　○配管用炭素鋼鋼管（白）　　　〇

（７）冷媒管　　　　　○断熱材被覆銅管　　　　　　　〇

（８）ドレン管　　　　○配管用炭素鋼鋼管（白）　　　〇

〇65A以上の冷温水・冷却水用弁装置の仕切弁はバタフライ弁とする。

〇鋼管用伸縮継手の種類は図示による。

JIS又はJV　（○5K　　○10K（図示部分））

（６）膨張管、空気抜き管及び膨張タンクよりボイラー等への補給水管

　　　　　　　　　　　〇配管用炭素鋼鋼管（白）　　　〇

○ステンレス鋼管に取り付ける弁類は、ステンレス製とする。

  　　　　　　還管　　○圧力配管用炭素鋼鋼管（黒）　（Sch80）

　  　　　　　　　　　○一般配管用ステンレス鋼鋼管

○ 温度計・圧力計 図示の位置に取り付ける。

○ 瞬間流量計

○ 油面制御装置 制御盤には（○遠隔警報　○　　　　　　）の端子を設ける。なおフロートスイッチ部と制御盤間の

配管配線は製造者の標準仕様とする。

図示の位置に取り付ける。なお、瞬間流量計（○固定形　○着脱形）とする。

○ 保温及び消音内貼

○還りダクト（RAダクト）の保温範囲は（○図示による　　○　　　　　　）

標準仕様書第2編3.1.4によるほか、次による。

○外気ダクト（OAダクト）の保温範囲は（○図示による　　○　　　　　　）

○蒸気還り管の保温不要（屋内露出は除く。）

○膨張管及び膨張タンクよりボイラー等への補給水管の保温は、標準仕様書第2編3.1.4の温水管の

　項による。

○建物内のエア抜き管の保温は、標準仕様書第2編3.1.4の温水管の項による。（エア抜き弁以降の

　配管は除く）

○暗渠内（ピット内を含む）の空調用ドレン管は保温（○有　○無）とする。

○冷媒管の保温外装は次による。

● ○低圧ダクト（○コーナーボルト工法（長辺の長さが1,500mm以下の部分）　○アングルフラン

　ジ工法）とする。
換
気
設
備

●

○高圧1ダクト（適用範囲は図示による。）とする。

○ 風量測定口

空気調和設備の当該項目による。○ ダンパー

○ 排気ダクトのシール

○ チャンバー 空気調和設備の当該項目による。

○ 保温

ダクト

○浴室（シャワー室、脱衣室を含む。）系統　○厨房系統　○

　〇図示による。

　〇屋内露出箇所（○保温化粧ケース（材質：　　　　））

　〇屋外露出箇所（○ステンレス鋼板　　〇　　　　　　　　　）

○厨房系統の長方形排気ダクトの板厚は、標準仕様書より1番手厚いものを使用する。

○ステンレスダクト及び塩化ビニルダクトの適用範囲及び仕様は図示による。

図示した位置に取り付ける。

○ ダクト

○ 排煙口の形式
排
煙
設
備

○

○ 排煙口手動開放装置

（開放及び復帰方式）

○ 排煙風量測定

自
動
制
御
設
備

○

○

○

○ 中央監視制御装置

システム構成・機能

電気計装用配線

○ 自動洗浄装置

小便器

○ 標記板

及びその組み込み衛
生
器
具
設
備

○

○ 自動水栓の

電源供給方式

屋外・屋内露出の電線は、図面に特記がなければ金属管配線とする。

天井内隠ぺいの配線は、図面に特記がなければケーブル配線とする。

○ 衛生器具ユニット

電線及びEMケーブルは、標準仕様書第4編1.5.1表4.1.11 による。

○電気式（遠隔操作　○要　○不要）　　〇ワイヤー式

○厨房　 ○湯沸室　　の隠ぺいダクト（仕様はh・(イ)・IX））とし、範囲は図示による。

○全熱交換ユニットの排気ダクトの保温要（保温範囲、仕様は図示による）

○全熱交換ユニットの外気ダクトの保温要（保温範囲、仕様は図示による）

次のダクトは保温を行う。

○図示による。

建築設備定期検査業務基準書（2016年版）（(一財)日本建築設備・昇降機センター）の排煙風量の

検査方法に準じる。

別図による。

○ 衛生器具付属水栓 水抜栓を使用する場合は、水栓は固定こま式とする。

○個別感知フラッシュ方式　（〇ＡＣ電源　　〇自己発電　）

○要（材質：　　　　　）　（○大便器　　○小便器　　○　　　　）

○有り（○新設　○既設　）　○無し

○亜鉛鉄板　　○普通鋼板（○厚1.6mm　　○　　　　　　）

○ＡＣ電源　　○自己発電　　○乾電池

○ 大便器洗浄弁

○図示による。

○電気開閉式　　○手動式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　○配管用炭素鋼鋼管（白）（厨房高温排水系統）

○ 満水試験継手

○ 放流納付金等 ○要（○別途工事　○本工事）○不要

○ 配管材料

○ 弁類 JIS又はJV　（○5K　　　　○10K　　（図示部分））

○ 保温 湯沸器の給排気筒（二重管）の隠ぺい箇所は保温を行う。なお、保温の種別は標準仕様書第２編

給
湯
設
備

○

3.1.5 表2.3.5のｈ・（イ）・IXとする。

○ 配管材料

消
火
設
備

○

（２）連結送水管　　一般 ○圧力配管用炭素鋼鋼管（白）（Sch40）

　　　　　　　　　　地中 ○圧力配管用炭素鋼鋼管（白）（Sch40）

○ステンレス鋼鋼管（SUS 304）　〇

（１）屋内消火栓　　一般 ○ステンレス鋼鋼管（SUS 304）　〇

　　　　　　　　　　地中 ○ステンレス鋼鋼管（SUS 316）　〇

図示の位置に取り付ける。

○ 洗面器等の排水管 洗面器に直結する排水管は、器具トラップより1サイズアップとする。

　　　　　　　　ポンプアップ排水管　○排水用ノンタールエポキシ塗装鋼管　〇

　　　　　　　　通気管　　　　　　　○配管用炭素鋼鋼管（白）　　〇

（2）屋　　外 　第一桝まで　　　　　○排水用塩ビライニング鋼管　〇

　　　　　　　　　　　　　　　　　　○リサイクル硬質ポリ塩化ビニル発泡三層管（RF-VP）

　　　　　　　　桝間　　　　　　　　○排水用リサイクル硬質ポリ塩化ビニル管（REP-VU）

台所流し等の床上部分の配管は、ビニル管（RF－VP）でもよい。

大便器、小便器、洗面器及び掃除用流しとの接続管は、ビニル管（RF-VP)とする。

○

○

○ システム構成その他

配管材質
雨
水
利
用
設
備

別図による。

（2）集水管　　〇

○

○

○ 別図による。

排
水
処
理
設
備

設備方式

○

撤
去
工
事

○ 撤去内容

引込負担金等○ ○要（○別途工事　　○本工事）　　○不要

（1）一般配管　〇

2

○

○ 屋内消火栓種別

○１０Ｋ

○

厨
房
設
備

○

ガ
ス
設
備

○ 配管材料 ○都市ガス　　　ガス事業者の供給規定による。○

○ システム

○ 別途（○50kg　　○　　　　　　○　　　　　　　）×　　本

○ 標準図（液化石油ガス容器廻り配管要領）による　　　本組。

充てん容器

集合装置

標準図（液化石油ガス容器転倒防止施工要領）の（○（a）　○（b））による。

〇広範囲型２号消火栓　　○易操作性１号消火栓　 　○１号消火栓　 　○２号消火栓

○ 保温

○ 不活性ガス消火設備 別図による。

泡消火設備 別図による。

〇ドライシステム　　〇

○ 機器の機能等 図示による。

　外部警報端子（○無　　○有）

○ 転倒防止等

○ メーター

○子メーター（買取り）　　 〇実測式　　〇パルス式

○親メーター（貸与品）　　 〇実測式　　〇パルス式（パルス発信機は　〇買い取り )

○液化石油ガス　（1）一般配管　　〇

　　　　　　　　（2）地中配管　　〇

ガス漏れ警報器○

○

○

漏洩検知装置

電気防食

○要　　○不要

○要　　○不要

○ 弁類

仕様等

○ 発生材の処理

〇図示による

〇現場説明書による。

JIS又はJV（〇5K　　〇　　　　）

〇屋外露出部分　　〇あり　　（〇e2・(ハ)・VII　　〇　　　　　）　　〇なし

○本工事（図示による）　○別途工事

○ステンレス鋼管に取り付ける弁類は、ステンレス製とする。

〇排水再利用　〇浄化槽　〇厨房除害

屋内消火栓開閉弁

○ 配管 （1）ステンレス鋼管の接合は、下記による。

（2）設計用鉛直地震力は、設計用水平地震力の1/2とする。

機器種別
重要機器 重要機器一般機器 一般機器

1.51.5 1.0機器

2.0防振支持の機器

1.0水槽類

1.01.0機器

防振支持の機器

水槽類

0.60.6 0.4機器

防振支持の機器

水槽類

屋上及び塔屋

中間階

○　特定の施設 ○　一般の施設

上層階・
2.0

2.0

1.5

1.5

1.5

1.5 1.5

1.5

1.5

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

1.01.5

1.5

0.6

0.6

0.6

0.6

2.0

2.0

　・上層階とは2～6階建の場合は最上階、7～9階建の場合は上層2階、10～12階建の場合は上層3階、

　　13階建以上の場合は上層4階とする。

設計用標準水平震度

地階・1階

（1）設計用水平地震力

　　 設計用水平地震力は、機器の質量[ｋN]（水槽類は満水時の液体重量を含む設備機器総重量）

　　 に、地域係数1.0及び次に示す設計用標準水平震度を乗じたものとする。

● 電源周波数 ●50Hz　　　○60Hz

（2）電動機出力、燃料消費量、圧力損失等は、原則として表示された数値以下とする。

● （1）機器類の能力、容量等は表示された数値以上とする。容量等の表示

○

○ 建設発生土の処理

○ 埋め戻し土・盛土

○

○根切り土の中の良質土　　○山砂の類

○埋戻し後の建設発生土は、監督職員と協議し、構内の決定した場所に敷きならしとする。

　○内部足場等（○　　　種　○　　　種）

　○外部足場等（○　　　種　○　　　種）

○本工事で設置する。

　又は(3)手すり先行専用足場方式により行う。

　別紙１「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準」における２の(2)手すり据置方式

　「手すり先行工法に関するガイドライン」に基づく足場の設置に当たっては、同ガイドラインの

○ 工事用仮設物

●

構内につくることが　　○できる　  ○できない

足場その他

　（〇建築工事　　〇電気設備工事　で設置する。）

○場外搬出適切処理　　〇現場説明書による。

運転操作説明板 系統図、機器等の取扱い方及び重要な定期点検項目を記載したアクリル樹脂製の板を機械室に設け

る。説明板の大きさは約　　　m2とする。

● 機材の承諾図

　調整項目（測定箇所等は監督職員の指示による。）

　○風量調整　○水量調整　○室内外空気の温湿度の測定　○室内気流及びじんあいの測定

　○騒音の測定　○飲料水の水質の測定　○雑用水の水質の測定

総合試運転調整 ○本工事　　○別途○

● 換気扇、圧力扇及び標準仕様書に記載なく特記のないものの電動機の保護規格は、製造者規格によ

る標準品としてよい。

設備機器の固定は施設の分類に応じて次による。

　・重要機器は次のものを示す。

　（名称：　　　　　　、記号：　　　）（名称：　　　　　　、記号：　　　）

　（名称：　　　　　　、記号：　　　）（名称：　　　　　　、記号：　　　）

　（名称：　　　　　　、記号：　　　）（名称：　　　　　　、記号：　　　）

　　 　○呼び径６０Ｓｕ以下（ＳＡＳ３２２を満足した継手　　　　　　　）

（2）溶接部の非破壊検査　　　　○不要　　○要

　（抜取率　〇標準仕様書（機械設備工事編）による　　〇　　　％）

電動機

○ 保温

○ 絶縁継手

地中埋設標等○

（2）埋設表示用テープ　○要（排水管を除く）　○不要

（1）地中埋設標　　　　○要（図示の箇所）　　○不要

○ 試験 （1）各種配管の試験は、新設配管に適用する。

（2）新設配管は、既設配管との接続前に試験を行う。

図示の位置に取り付ける。

　なお、配管類には弁類を含むものとする。

　凍結防止ヒーター　：自己サーモ式とし、防凍保温を施す。

　（対象機器類：　〇　　　　　　〇　　　　　　〇　　　　　　）

　防凍保温　　　　　：標準仕様書第2編3.1.4及び3.1.5による。

〇共同溝、トレンチの保温は（標準仕様書第2編の施工箇所　　　）を適用する。

〇多湿箇所は下記による。（天井内共多湿箇所とする。）

　（対象室名：　〇　　　　　　〇　　　　　　〇　　　　　　）

○ 塗装、仕上げ

〇屋外露出部の（〇機器類　　〇配管類）には（〇凍結防止ヒーター　〇防凍保温）を行う。

〇屋内露出部の（〇実験室　　〇　　　）の保温外装は（〇アルミガラスクロス　）とする。

●別契約の関係受注者が定置したものは無償で使用できる。

耐震施工

　・中間階とは地階、1階を除く各階で上層階に該当しないもの。

　・水槽類にはオイルタンクを含む。

機械設備工事機材承諾図様式集（令和4年版）によるほか、監督職員との協議による。

　　　　　　　　　　：ただし、保温厚さは配管の呼び径25以下は50mm以上、呼び径32以上は40mm以

　　　　　　　　　　　上とする。

　（対象配管類：　〇給水配管　　〇消火配管　　〇膨張菅　　　〇ドレン管　　〇　　　　　）

○ 電線類

○ 天井仕上区分 （　）書きの室名は直天井を示し、その他は二重天井を示す。

○ 吊り及び支持金物

○ 施工調査

　　　　　調査範囲　　○図示　　○

（○槽内　○　　　）の吊り金物・支持金物類はステンレス鋼製（SUS 304）とする。

　　　　　調査項目　　○既存資料調査

　　　　　調査方法　　○図示　　○

〇はつり及び穿孔作業を行う場合、事前に走査式埋設物調査を行い報告すること。

電線及びＥＭケーブルは標準仕様書第4編1.5.1表4.1.11による。

○ 他工事との工事区分 図面に特記なき場合は、工事区分表による。

○ 既存躯体への穿孔 穿孔機械を使用し、既存躯体に穿孔する場合は、金属探知により電源供給が停止できる附属装置等

を用いて施工する。

　　　　調査内容

露出機材の塗装及び仕上げは下記による。

〇石綿含有分析調査　（〇本工事　　〇別途工事）

事前調査　〇本工事　　〇別途

　　　　　〇排水管・通気管（〇指定色塗装　　〇　　　　　　　）

○屋内：　〇ダクト　　　　（〇指定色塗装　　〇　　　　　　　）

○屋外：　〇ドレン菅　　　（〇指定色塗装　　〇　　　　　　　）

　　　　　〇冷却水管　　　（〇指定色塗装　　〇　　　　　　　) 

　　　　　〇金属電線菅　　（〇溶融亜鉛メッキ仕上げ（付着量300g/m2) 

　　　　　　　　　　　　　（〇指定色塗装　　　）

15項

図 面 名

会 社 名

事業所名

作成年月日

縮　尺

工 事 名

図面番号
A1: -

関東農政局　茨城中部農地整備事業所

A3: -
AM - 01

新築排水機場

機械設備工事特記仕様書

機械設備工事特記仕様書

茨城中部農地整備事業

船渡東永寺団地船渡１工区区画整理その３工事

茨城県東茨城茨城郡茨城町上石崎地内



AM-02

DN
D
N

D
N

D
N
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0
0

6
5
0
0

9
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5

4
5
1
0

9
9
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1
6
0

1
6
0

1
6
0

1
6
0

3210 3320

9856530985

160

8500 1603000160

11820

6
8
2
0

ポンプ室

休憩室

A

B

A

B

1 2 3

図面番号S=1/50

工 事 名

図 面 名

年 月 日

縮 　 尺

会 社 名

事業所名 関東農政局 茨城中部農地整備事業所

新築排水機場換気設備　平面図

１階　平面図　　１／５０

記号 機　器　名　称 系　統 機　器　仕　様
kW

電　動　機

φ Ｖ
設置場所台 備　　　考運転方式

VE-2 換気扇 休憩室

　　　　　540m3/h × 50Pa

形　式　　天井扇　　（低騒音型）

付属品　　SUS製深形フード150φ

0.1 1 休憩室SW1 100

VE-1 排気ファン ポンプ室

　　　　　400φ × 2,370m3/h × 50Pa

形　式　　鋼板製　有圧換気扇（低騒音形）

付属品　　風圧シャッター,SUS製ウェザーカバー（防鳥網）,

0.2 1 ポンプ室タイマー

　　　　　鋼板製取付枠,保護ガード

1 100

サーモ

VE

1

Ｔ

温度調節器　T5

150φ

VE

2

茨城中部農地整備事業

船渡東永寺団地船渡１工区区画整理その３工事



１．２　優先順位

(１) 設計図書間で配筋方法に相違がある場合の優先順位は以下のとおりとする。

   １．建築工事特記仕様書（構造関係）

   ２．図面　　　２-１　下記２－２以外の図面

(３) 構造関係共通図（配筋標準図，鉄骨標準図）以外については，図面及び監督職員の指示による。

   　　　　　　　２-２　構造関係共通図（配筋標準図，鉄骨標準図）

   ３．国土交通省大臣官房官庁営繕部制定「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（平成31年版）」

表1　鉄筋の断面表示

建　　築

Ｄ３２Ｄ２９Ｄ２５Ｄ１６Ｄ１３Ｄ１０
径

区分 Ｄ１９ Ｄ２２

表2　各階伏図における記号

（±　　）

記　号 説　　　　明

スラブの配筋種別

スラブ厚さ

階段の配筋種別

土間コンクリート

コンクリートブロック壁（ＣＢ壁）

梁・スラブの上がり下がりの範囲 FLからの上がり下がり

ボーリング位置

スラブ開口

打増しの範囲

試験杭の位置

杭の位置

記　号 説　　　　明

S ※ 

（１）設計図とは，建築構造図のうち特記仕様書，構造関係共通図以外の図面をいう。

（２）異形鉄筋の径（本文，図，表において「Ｄ，ｄ」で示す）は，呼び名に用いた数値とする。

設計図中で使用する記号は，表1～表8，図1を標準とする。

１．３　用語の定義

１．４　記号等

表3　梁貫通孔記号

建　　築

径
区分 50 75 100 125 150 175 200 225 250 275 300 325 350 375 400

表4　スリーブ材質の凡例

記号（建築用）

管名

 SP（白管）

鋼管

GA VU

硬質塩化ビニル管（薄肉管） つば付き鋼管（黒管）

RS

溶融亜鉛めっき鋼板

建築用以外のスリーブ材質は各工事による。

表5　高力ボルト径の記号

区分
径

M12 M20 M22 M24M16

表6　普通ボルト径の記号

径
区分 M12 M16 M20 M22 M24

普通ボルト

記号

Ｂ

Ｔ

Ｌ

Ｆ

Ｐ

ＦＬ

１

２

全周溶接

現場溶接

Ｌ－Ｐ

全周現場溶接

６０° ６０°６０°

（折線）

図1　溶接記号の記載例

断続溶接の間隔

断続溶接の長さ

溶接面

溶接継手

引出線 基準線 基準線引出線

高力ボルト

溶融亜鉛めっき高力ボルト

（F8T相当）

表7　溶接方法，溶接継手及び溶接面の分類記号

※特記無き限り，完全溶込溶接の溶接方法・溶接面は適切な溶接方法等による。

（F10T，S10T）

EKW○○

EW○○ 耐力壁の種別

ERW○○

一般壁の種別W○○

KW○○

表8　溶接の補助記号

区　　　　分

全　　周　　溶　　接

現　　場　　溶　　接

断面溶接の長さ及び間隔

全　周　現　場　溶　接

補助記号

Ｌ－Ｐ

１．総則

構造関係共通事項

ｂＬ

SD295A

SD295B

SD345

SD390

18 20d 15d

21 15d 15d

15d 15d

15d 15d

18 20d 20d

21 20d 20d

20d 15d

15d 15d

21 20d 20d

20d 20d

20d 15d

コンクリートの

設計基準強度

Ｆｃ(Ｎ/ｍｍ　)

鉄筋の種類

Ｌａ

ｂＬ

24，27

30，33，36

24，27

30，33，36

24，27

30，33，36

2

片持スラブ形階段を受け，かつ耐 片持スラブ形階段を受け，かつ耐

標準仕様書　５章　鉄筋工事　３節　加工及び組立よりの抜粋

１．１　適用範囲

(１) 構造関係共通図（配筋標準図）は，鉄筋コンクリート及び鉄骨鉄筋コンクリート造等における鉄筋の加工，組立等の一般

　（ア）柱の四隅にある主筋の重ね継手及び最上階の柱頭

　（イ）梁の出隅及び下端の両隅にある梁主筋の重ね継手 (基礎梁を除く。) 

　（ウ）煙突の鉄筋 (壁の一部となる場合を含む。)

　（エ）杭基礎のベース筋

柱

壁

壁

壁 壁

梁

床版

梁

壁
床版

図3.3（5.3.2(2)の解説）　末端部にフックを必要とする出隅部の鉄筋（●印）

180°

135°

90°

d

4d以上

D

6d
以
上

8
d
以

上

d

D

d

D

折曲げ図

折曲げ

角度

折曲げ内法直径(D)

SD295A，SD295B，SD345 SD390

D19～D38 D19～D38

3d以上 4d以上 5d以上

D16以下

4
d
以
上

D

d d

4d
以
上

D

135°

及び

90°

(幅止め筋)

　　　2．90°未満の折曲げの内法直径は特記による。

　　 　　とする。

表5.3.1 鉄筋の折曲げ形状及び寸法

（注）1．片持スラブ先端，壁筋の自由端側の先端で90°フック又は135°フックを用いる場合には，余長を4d以上

　　　なお，異形鉄筋の径 (この節の本文，図及び表において「d」で示す。) は，呼び名に用いた数値とする。

（２）次の部分に使用する異形鉄筋の末端部にフックを付ける。

１ｈＬ鉄筋の

種類

SD295A

SD295B

SD345

SD390

コンクリートの

設計基準強度
（フックなし） （フックあり）

18 45d 35d

21 40d 30d

35d 25d

35d 25d

18 50d 35d

21 45d 30d

40d 30d

35d 25d

21 50d 35d

45d 35d

40d 30d

Ｆｃ(Ｎ/ｍｍ　)

Ｌ１ １ｈＬ

24，27

30，33，36

24，27

30，33，36

24，27

30，33，36

2

Ｌ１

１ｈＬ

表5.3.2 鉄筋の重ね継手の長さ

（注）1．　 ，　 ：重ね継手の長さ及びフックありの重ね継手の長さ

１ｈＬ

図5.3.1 フックありの重ね継手の長さ

（３）鉄筋の折曲げ形状及び寸法は，表5.3.1による。

表5.3.5 投影定着長さ

　　　2．   ：小梁及びスラブの上端筋の梁内折曲げ定着の投影定着長さ（片持小梁及び片持スラブを除く。）

鉄筋

鉄筋

≧6d

≧6d ≧6d
≧6d

1.5巻き

以上の

添巻き

d

d d d

50d

5
0
d

末端部 中間部

（柱頭部又は柱脚部） （重ね継手）

重ね継手 定着（スラブの場合） 定着（壁の場合）

１節半以上，かつ，150mm以上

１節半以上，かつ，150mm以上

３Ｌ Ｌ１

Ｌ１Ｌ２

Ｌ１ Ｌ２ ３Ｌ

図5.3.4 溶接金網の継手及び定着

図5.3.5 スパイラル筋の継手及び定着

５．３．４　継手及び定着

５．３．５　鉄筋のかぶり厚さ及び間隔

構造部分の種別 最小かぶり厚さ

耐力壁以外の壁

土に接し

ない部分

煙突等高熱を受ける部分

土に接す

る部分

屋内

屋外

仕上げあり

仕上げなし

仕上げあり

仕上げなし

仕上げあり

仕上げなし

20

30

30

30

30

40

40

40

60

60

スラブ，

柱，梁，耐力壁

擁壁，耐圧スラブ

柱，梁，スラブ，壁

基礎，擁壁，耐圧スラブ

表5.3.6 鉄筋及び溶接金網の最小かぶり厚さ

　　　　ある部分等耐久性上不利な箇所には適用しない。

● ●

　（オ）帯筋，あばら筋及び幅止め筋

（２）鉄筋の継手位置は，特記による。

（３）鉄筋の重ね継手は，次による。

　　　なお，径が異なる鉄筋の重ね継手の長さは，細い鉄筋の径による。

　（ア）柱及び梁の主筋並びに耐力壁の鉄筋の重ね継手の長さは，特記による。特記がなければ，耐力壁の鉄筋の重ね継手の

　　　長さは，40d (軽量コンクリートの場合は50d) 又は表5.3.2の重ね継手の長さのうちいずれか大きい値とする。

　（イ）（ア）以外の鉄筋の重ね継手の長さは，表5.3.2による。

　　　2．　　は，図5.3.1に示すようにフック部分　を含まない。

　　　3．軽量コンクリートの場合は，表の値に５dを加えたものとする。

（注）1．　 ：梁主筋の柱内折曲げ定着の投影定着長さ（基礎梁，片持梁及び片持スラブを含む。)）

　　　3．軽量コンクリートの場合は，表の値に５ｄを加えたものとする。

（６）溶接金網及びスパイラル筋の継手及び定着は，次による。

　（ア）溶接金網の継手及び定着は，図5.3.4による。

　　　　なお，　　は表5.3.2に，　　及び　　は表5.3.4による。

　（イ）スパイラル筋の継手及び定着は，図5.3.5による。

（注）1．この表は，普通コンクリートに適用し，軽量コンクリートには適用しない。また，塩害を受けるおそれの

　　　2.「仕上げあり」とは，モルタル塗り等の仕上げのあるものとし，鉄筋の耐久性上有効でない仕上げ (仕上

　　　　塗材，塗装等) のものを除く。

　　　3.　スラブ，梁，基礎及び擁壁で，直接土に接する部分のかぶり厚さには，捨コンクリートの厚さを含まない。

　　　4．杭基礎の場合の基礎下端筋のかぶり厚さは，杭天端からとする。

（１）鉄筋の継手は，重ね継手，ガス圧接継手，機械式継手又は溶接継手とし，適用は特記による。

（１）鉄筋及び溶接金網の最小かぶり厚さは，特記による。特記がなければ，表5.3.6による。ただし，柱及び梁の主筋にD29

　　以上を使用する場合は，主筋のかぶり厚さを径の1.5倍以上確保するように最小かぶり厚さを定める。

（２）柱，梁等の鉄筋の加工に用いるかぶり厚さは，最小かぶり厚さに10mmを加えた数値を標準とする。

（３）鉄筋組立後のかぶり厚さは，最小かぶり厚さ以上とする。

　（ア）粗骨材の最大寸法の1.25倍

　（イ）25mm

図5.3.6 鉄筋相互のあき及び間隔

間隔

Ｄあき

（Ｄは，鉄筋の最大外径）

（５）鉄骨鉄筋コンクリート造の場合，主筋と平行する鉄骨

（６）貫通孔に接する鉄筋のかぶり厚さは，最小かぶり厚さ

（４）鉄筋相互のあきは図5.3.6により，次の値のうち最大のもの以上とする。ただし，機械式継手及び溶接継手の場合は，

　　５節又は６節による。

５．３．２　加工

（４）隣り合う継手の位置は，表5.3.3による。ただし，スラブ筋でD16以下の場合及び壁筋の場合は除く。

　　　なお，先組み工法等で，柱及び梁の主筋のうち，隣り合う継手を同一箇所に設ける場合は，特記による。

Ｌ１

Ｌ１ Ｌ１

Ｌ１

１ｈＬ
３ｈＬ

Ｌ２

３Ｌ
２ｈＬ

フックありの場合

フックなしの場合

ａ

ａ

ａ

ａ

ｂ

ａ＝0.5

ａ≧400mm

カップラー

ａ≧0.5

ａ＝0.5 ａ≧0.5

ａ

ａ

圧接継手・溶接継手

鉄筋の

種類

SD295A

SD295B

SD345

SD390

コンクリートの

設計基準強度

Ｆｃ(Ｎ/ｍｍ　)

18 45d 35d

21 40d 30d

35d 25d

35d 25d

18 50d 35d

21 45d 30d

40d 30d

35d 25d

21 50d 35d

45d 35d

40d 30d

40d

35d

30d

30d

40d

35d

35d

30d

40d

40d

35d

30d

25d

20d

20d

30d

25d

25d

20d

30d

30d

25d

直線定着の長さ フックあり定着の長さ

重
ね
継
手

機
械
式
継
手

圧
接
継
手

溶
接
継
手

a≧400mm，かつ，a≧(ｂ+40)mm

24，27

30，33，36

24，27

30，33，36

24，27

30，33，36

2

１ｈＬ

２ｈＬ

表5.3.3 隣り合う継手の位置

表5.3.4 鉄筋の定着の長さ

（注）1．　 ，　　：2.から4.まで以外の直線定着の長さ及びフックありの定着の長さ

　　　2．　 ，　　：割裂破壊のおそれのない箇所への直線定着の長さ及びフックありの定着の長さ

３ｈＬ　　　4．　　：小梁の下端筋のフックありの定着の長さ

１ｈＬ ２ｈＬＬ２

ｂＬ

Ｌａ

定着起点 定着起点

直線定着の長さ フックあり定着の長さ

小梁及びスラブの上端筋の梁内折曲げ定着の投影定着長さ梁主筋の柱内折曲げ定着の投影定着長さ

余長

余長

全長

全長

３ｈＬ３Ｌ

図5.3.2 直線定着の長さ及びフックありの定着の長さ

　　（ｂ）余長は8d以上とする。

図5.3.3 折曲げ定着の方法

Ｌ１

Ｌ２

３Ｌ

（５）鉄筋の定着は，次による。

　　　3．　　：小梁及びスラブの下端筋の直線定着の長さ。ただし，基礎耐圧スラブ及びこれを受ける小梁は除く。

　　　5．フックありの定着の場合は，図5.3.2に示すようにフック部分  を含まない。また，中間部での折曲げは行わない。

　　　6．軽量コンクリートの場合は，表の値に５ｄを加えたものとする。

　（ア）鉄筋の定着の長さは，特記による。特記がなければ，表5.3.4による。

　（イ）仕口内に縦に折り曲げて定着する鉄筋の定着長さＬが，表5.3.4のフックありの定着の長さを確保できない場合の折曲

　　　げ定着の方法は，特記による。特記がなければ，図5.3.3により，次の(a)から(c)までを全て満足するものとする。

　　（ａ）全長は，表5.3.4の直線定着の長さ以上とする。

　　（ｃ）仕口面から鉄筋外面までの投影定着長さLa及びLbは，表5.3.5に示す長さとする。ただし，梁主筋の柱内定着におい

　　　　ては，柱せいの3/4倍以上とする。

鉄筋の種類

呼び名

D0

　 　的な標準図を表わす。

(２) 構造関係共通図（鉄骨標準図）は，鉄骨造及び鉄骨鉄筋コンクリート造における鉄骨の加工，組立の一般的な標準図を表

　　 わす。

（３）長さ，厚さ等の単位は，特記がなければmmとする。

力壁の種別

土圧を受け，かつ耐力壁の種別

力壁の種別

突合わせ継手

Ｔ型継手

かど継手

完全溶込み溶接

溶　接　継　手

部分溶込み溶接

隅肉溶接

両面溶接

片面溶接
溶　接　面

重ねアーク溶接（フレア溶接）

Ｌ１

Ｌａ

１ｈＬ

１ｈＬ

１ｈＬ １ｈＬ

　　  ，　 又は　　　 ，　又は　Ｌ１

小梁 スラブ 小梁 スラブ

20d

10d －

　（ただし，柱せいの3/4倍以上）

Ｄ

Ｌ
Ｌ

１ｈＬ１ｈＬ

Ｌ１ Ｌ１

　（ウ）隣り合う鉄筋の径　標準仕様書（5.3.2(3)によるd）の平均の1.5倍

10d

150mm以上

かつ

（片持スラ

ブの場合は

25d）

（片持小梁

の場合は

25d）

      とのあきは，(4)による。

      以上とする。

図 面 名

会 社 名

事業所名

作成年月日

縮　尺

工 事 名

図面番号
A1: -

関東農政局　茨城中部農地整備事業所

A3: -
S - 01

構造関係共通事項
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柱

梁 梁
Ｌ２

（１） 一般事項

１ｈＬ

≧8d

一般の場合 重ね継手とする場合

d

コンクリート打継ぎ面

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

Ｌａ

Ｌａ

Ｌａ

Ｌａ

Ｌａ

Ｌ２

Ｌ２

Ｌａ

Ｌａ

Ｌ２

Ｌａ

Ｌ２

Ｌ２ Ｌ２

Ｌ２

Ｌａ

継手長さ

≧100

 /4

15d(余長)

 /2  /4 /4

継手長さ 15d(余長)15d(余長)

20d(余長) 継手長さ

20d(余長)

15d(余長)

継手長さ20d(余長)

継手長さ

 /2  /4 /4

 /4  /2

Ｌ２

Ｌａ

２.２　帯筋組立の形及び割付け

1Ｈ形

（イ） （ロ） （ハ） （ニ）

（イ） （ロ） （ハ）

≧8d

≧6d

d

Ｌ Ｌ Ｌ

2Ｗ-I形

　　   やむを得ず梁内に定着する場合は，図1.4による。

   （ア）梁筋は，原則として，柱をまたいで引き通すものとし，引き通すことができない場合は，柱内に定着する。ただし，

   （イ）梁筋を柱内に定着する場合は，3.1(1)(イ)による。

　あばら筋組立の形及びフックの位置は，3.2(1)による。ただし，梁の上下にスラブが付く場合で，かつ，梁せいが1.5m以上

の場合は，図1.8によることができる。

（２） 独立基礎で基礎梁にスラブが付かない場合の主筋の継手，定着及び余長

（３）独立基礎で基礎梁にスラブが付く場合の主筋の継手，定着及び余長

　　　ただし，耐圧スラブが付く場合は，（４）による。

（４）連続基礎及びべた基礎の場合の主筋の継手，定着及び余長

 /2  /4 /4

ガス圧接を例として示す

：継手の好ましい位置

　　　3．破線は，柱内定着の場合を示す。

　　　2．　　　　　　印は，継手及び余長位置を示す。

 /2  /4 /4

ガス圧接を例として示す

：継手の好ましい位置

　　　3．破線は，柱内定着の場合を示す。

ガス圧接を例として示す

 /2  /4 /4

：継手の好ましい位置

　　　2．　　　　　　印は，継手及び余長位置を示す。

　　　3．破線は，柱内定着の場合を示す。

Ｌ
２

Ｌ
２

Ｌ
２

継手 定着

上階の鉄筋

が多い場合

下階の鉄筋

が多い場合

1
5
d

1
5
d

かぶり厚さ

Ｌ
２

≧150 ≧150

(１) 柱主筋の継手及び定着の一般事項

5
0
0
以

上
，

か
つ
，

1
,
5
0
0
以
下

5
0
0
以

上
，

か
つ
，

1
,
5
0
0
以
下

1．柱の四隅にある主筋で，重ね継手の場合及び最上階の柱頭にある場合には，フックを付ける。

２．１　柱主筋の継手，定着及び余長

配筋標準図

　することができる。ただし，やむを得ず梁内に定着する場合は，図3.1による。

（ア）梁主筋は，原則として，柱をまたいで引き通すものとし，引き通すことができない場合は，（イ）により柱内に定着

Ｌ２

柱

梁 梁

図3.1　梁主筋の梁内定着

（イ）梁主筋を柱内に折り曲げて定着する場合は次による。

　　　　　　上端筋：曲げ降ろす。

　　　　　　下端筋：原則として曲げ上げる。

（ウ）段違い梁は，図3.2による。

柱

梁 梁

D≦100

１サイズ太い鉄筋又は同径のもの

図3.2　段違い梁

Ｌ２

Ｌ２ Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

Ｌａ
Ｌａ

Ｌａ

Ｌ２

Ｌａ

ＬａＬａ

Ｌ２

二段筋

 /4  /2  /4

15d(余長) 15d(余長)継手長さ

継手長さ

最上階

一般階

上端筋

下端筋

D

15d(余長)

20d(余長)

D /4

Ｌａ

 /2

 /4

　　　上端筋：中央　　　以内

1．継手中心位置は次による。

吊上げ筋は，一般のあばら筋より

(２) ハンチのない場合の重ね継手，定着及び余長

3．　　　　　　印は，継手及び余長を示す。

図3.3　大梁の重ね継手，定着及び余長

4．破線は，柱内定着の場合を示す。

　　　下端筋：柱面より梁せい（D）以上離し，　　を加えた範囲以内

Ｌ１

Ｌ１

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ１

Ｌ１

Ｌａ

Ｌａ

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ１

Ｌ１

Ｌ１

Ｌ１

Ｌａ

Ｌａ

Ｌ２

二段筋

最上階

15d(余長) 15d(余長)

一般階

 /2  /4 /4

図3.4　ハンチのある大梁の定着及び余長

(３) ハンチのある場合の重ね継手，定着及び余長

2．　　　　　　印は，継手及び余長を示す。

4．破線は，柱内定着の場合を示す。

を2本重ねたものとする。

00 0

0

0

00 0

0

00 0

0

00 0

0

00 0

0

00 0

00 0

0

0

0

0

0

00 0

図1.3　主筋の継手，定着及び余長（その２）

　　　2．　　　　　　印は，継手及び余長位置を示す。

１．１　基礎梁主筋の継手，定着及び余長

図1.1　梁筋の基礎梁内への定着

図1.2　主筋の継手，定着及び余長（その１）

　　　1．図示のない事項は，3.1による。

　　　1．図示のない事項は，3.1による。

図1.4　主筋の継手，定着及び余長（その３）

　　　1．図示のない事項は，3.1による。

１．２　基礎梁のあばら筋

図1.5　あばら筋組立の形及びフックの位置

FL

GL

打増し厚さ10mm

打増し厚さ10mm

（２）柱打増し部

図2.2　柱打増し部

図2.1　柱主筋の継手，定着及び余長

(ａ) 打増し部分に，壁，梁，スラブ筋等がとりつく場合は，壁，梁，スラブ筋等の定着長さには，打増し部分を含まない。

(ｂ) 土に接する柱周囲の打増しは図2.2による。

2．隣り合う継手の位置は，標仕（表5.3.3）による。

3．柱頭定着長さ　　が確保できない場合は，構造計算等により必要長さの確認を行うものとする。

4．柱頭柱主筋について，梁上端主筋との取合いを考慮し，適切なかぶり厚さを確保する。

Ｌ２ Ｌ２

継手長さ

余長 余長

余長余長

余長

余長

余長 余長

余長
余長

余長

5ＳＰ形（スパイラル筋） 6丸形

P
＠

P
＠

P
＠

P
＠

≧6d

≧6d

≧6d

≧40d
Ｌ

d

（イ） （ロ）

（イ） （ロ）

３.１　大梁主筋の継手，定着及び余長

(１)　大梁主筋の継手及び定着の一般事項

　　  なお，定着の方法は，標準仕様書（5.3.4(5)(イ)）による。

2．標準仕様書（5.3.2(2)(イ)）で定めた鉄筋には，フックを付ける。

3．梁内定着の端部下端筋が接近するときは，　　　　

15d(余長)

余長

余長

余長

余長余長

余長

余長

余長

余長

余長

余長

Ｌａ

≦
3
h

≦
3
h

h
h

h
0

h
0

h
0

1.H形を標準とする。

2.フック及び接手の位置は，交互とする。

3.溶接は，鉄筋の組立前に行う。

帯筋

梁面より割り付ける。

太い鉄筋又は同径のものを２本

重ねたものとする。

上下の柱断面寸法が異なる場合，

帯筋は，一般の帯筋より１サイズ

　くすべての梁を考慮して適用する。なお，P ＠，P ＠は，特記された帯筋の間隔を示す。

図2.3　帯筋組立の形

図2.4　帯筋の割付け

5.SP形において，柱頭及び柱筋の端部は1.5巻以上の添巻を行う。

6.H形の135°曲げフックが困難な場合は，W-I形とする。

4.溶接する場合の溶接長さLは，両面重ねアーク溶接（フレア溶接）の場合は5d以上，片面重ねアーク溶接

　（フレア溶接）の場合は10d以上とする。

1.柱に取り付く梁に段差がある場合，帯筋の間隔を1.5P ＠または1.5P ＠とする範囲は，その柱に取り付

１ ２

１ ２

1.5P ＠1

P ＠1

1.5P ＠1

P ＠2

1.5P ＠2

　　　4．　　の数値は，原則として，柱せいの3/4倍以上とする。Ｌａ

　　　4．　　の数値は，原則として，柱せいの3/4倍以上とする。Ｌａ

　　　4．　　の数値は，原則として，柱せいの3/4倍以上とする。Ｌａ

5．　　の数値は，原則として，柱せいの3/4倍以上とする。Ｌａ

5．　　の数値は，原則として，柱せいの3/4倍以上とする。Ｌａ

/
4

/
4

/
2
+
1
5
d

/
2
+
1
5
d

0
0

0
0

1．標準仕様書（5.3.2(2)(イ)）で定めた鉄筋には，フックを付ける。
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配筋標準図（その1）図 面 名

会 社 名

事業所名

作成年月日

縮　尺

工 事 名

図面番号
A1: -

関東農政局　茨城中部農地整備事業所

A3: -

   　　　　　　のように引き通すことができる。
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200

180

150

120

200

180

種別 縦筋及び横筋 断面図　　　　(mm)

W12

W15A

W15B

W18A

W18B

W20A

W20B

D10-200@シングル

D10-150@シングル

D10-100@シングル

D10-200@ダブル

D10-150@ダブル

D10-200@ダブル

D10-150@ダブル

種別 縦筋及び横筋 断面図　　　　(mm)

KW1

D13-200@ダブル縦筋

横筋

KA1

KA3

D13-150@ダブル縦筋

横筋

KA2

KA4

KW2

表4.1　壁の配筋

（２）片持スラブ形階段を受ける壁の配筋は表4.2による。

４.２　壁の継手及び定着

≦P＠

P＠

≦P＠

≦P＠

P＠

≦P＠

主筋位置

梁

主筋位置

主筋位置

梁

柱

主筋位置

図4.1　壁の配筋

Ｌ１

Ｌ１

Ｌ２

Ｌ２

４.１　壁の配筋

（１）壁の配筋は表4.1による。

４.３　壁の交差部及び端部の配筋

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２ Ｌ２ Ｌ２ Ｌ２

Ｌ１ Ｌ２

Ｌ２

継手
2-D13

1-D131-D13

1-D13

1-D13

2-D13
1-D13 1-D131-D13

1-D13 2-D13 2-D13 4-D13

端部　(垂直及び水平断面) 外壁の端部　(垂直及び水平断面)

交差部　(水平断面)

図4.2　壁の交差部及び端部の配筋

(注)　壁筋の配筋順序は，規定しない。

(注)　縦筋は，横筋の外側に配筋する。

（３）土圧を受ける壁の配筋は，特記による。

1．図中のＰ＠は，特記された壁筋の間隔を示す。

2．壁配筋の重ね継手は　，定着長さは　とし，鉄筋の継手位置は柱・梁以外とする。

3．幅止め筋は，縦横ともD10-1,000@程度とする。

(１) あばら筋組立の形及びフックの位置

（イ） （ロ） （ハ） （ニ）

≧6d

d

≧8d ≧8d ≧8d

≧6d

≒30
P＠

≒30

D

(２) あばら筋の割付け

（ア）間隔が一様でハンチのない場合

P＠

≦P＠

P＠

≦P＠

P＠

D

（イ）間隔が一様でハンチがある場合

P′＠P＠

D

≦P′P′＠ ＠

 /4 /4

３.２　あばら筋（小梁，片持梁，基礎梁含む）の組立て形及び割付け等

2．図中Ｐ＠は，特記されたあばら筋の間隔を示す。

1．あばら筋は，柱面の位置及びハンチに切り替わる位置から割り付ける。

2．図中Ｐ＠は，特記されたあばら筋の間隔を示す。

2．図中Ｐ＠,Ｐ′＠は，特記されたあばら筋の間隔を示す。

（ウ）梁の端部で間隔の異なる場合

(３)　腹筋及び幅止め筋

D
腹筋

2-D10

幅止め筋

2-D10

2-D10

2-D10

2-D10

2-D10

600≦D＜900 900≦D＜1,200 1,200≦D＜1,500

図3.9　腹筋及び幅止め筋

(１)　連続小梁の場合

３.４　小梁主筋の継手，定着及び余長

1.（イ）形を標準とする。ただし，L形梁の場合は，（ロ）又は（ハ），T形梁の場合は，（ロ）～（ニ）とすることが

2.フックの位置は，（イ）の場合は交互とし，（ロ）の場合は，L形ではスラブの付く側，T形では交互とする。

　できる。

　なお，（ハ）の場合は床版の付く側を90°折曲げとする。

1．あばら筋は，柱面の位置から割り付ける。

1．あばら筋は，柱面の位置から割り付ける。

壁の種別

補強筋

縦横 斜め

1-D13

2-D13

1-D13

2-D13

壁の種別

補強筋

縦横 斜め

2-D13

4-D13

1-D13

2-D13

開口

表4.3　壁開口部補強筋（A形）

表4.4　壁開口部補強筋（B形）

（２）壁開口部補強筋の定着長さは図4.3による。

図4.3　壁開口部補強筋の定着長さ

　　することができる。

Ｌ２ Ｌ２

2-D13 2-D13

2-D13

4-D13

先端補強筋

2-D13

先端補強筋

先端補強筋

４.４　壁の開口部補強

（１）耐震壁を除く壁開口部の補強筋は，A形は表4.3，B形は表4.4とする。

W12，W15

W18，W20

W12，W15

W18，W20

（３）開口部は柱及び梁に接する部分又は鉄筋を緩やかに曲げることにより開口部を避けて配筋できる場合は，補強を省略

0

0

0

(定着)

20d(余長)
20d(余長) 20d(余長) 20d(余長)

外端 連続端

連続端

15d(余長)15d(余長)

 /4  /2  /4  /4  /2  /4

 /6 7   /12  /4  /4  /2  /4

0 0 0 0 0 0

00

0

00

0

0 0

(２)　単独小梁の場合

（１）先端に小梁のない場合

３ｈＬ ３ｈＬ

Ｌ２

Ｌ２

ＬＬ

一般階 最上階

2  /32  /3

（２）先端に小梁がある場合

Ｌａ

Ｌａ

３ｈＬ

３.５　片持梁主筋の継手，定着及び余長

1．　　　　　　印は，余長位置を示す。

2．先端の折曲げの長さLは，梁せいからかぶり厚さを除いた長さとする。

3．図時のない事項は，3.1による。

4．　　の数値は，原則として，柱せいの3/4倍以上とする。

Ｌ２

Ｌ２

片持梁筋

折下げ

片持梁

先端小梁

片持梁筋

折下げ

先端小梁

(頭つなぎ梁)

片持梁

水平断面 垂直断面

小梁外端部 小梁連続端部

1．図示のない事項は，(１)による。

2．先端小梁終端部の主筋は，片持梁内に水平定着する。

3．先端小梁の連続端は，片持梁の先端を貫通する通し筋としてよい。

5．　　を確保できない場合は，標準仕様書（5.3.4(5)(イ)）によることができる。

20d(余長)20d(余長)

端部 端部

平面 立面

≒45°

上端筋

下端筋

 /4  /2  /4

2   /3 /6  /6

0 0

0 0

0

0

0

図3.10　小梁主筋の継手，定着及び余長(その1)

直交する梁へ斜めに定着する場合

３ｈＬ

1．　　　　　　印は，余長位置を示す。

2．梁せいが小さく垂直で余長がとれない場合，斜めにしても良い。

図3.11　小梁主筋の継手，定着及び余長(その2)

3．図示のない事項は，1.3及び3.1に準ずる。

4．　　を確保できない場合は，標準仕様書（5.3.4(5)(イ)）によることができる。

余長

余長 余長

余長

表4.2　片持スラブ形階段を受ける壁の配筋

階段の配筋

種別(表6.1)

D10-200@ダブル

D10-200@ダブル

Ｌ１

Ｌ１

Ｌ１

≦P＠

≦P＠

1．腹筋に継手を設ける場合の継手長さは，150mm程度とする。

2．幅止め筋及び受け用幅止め筋は，D10-1,000@程度とする。

図3.8　あばら筋の割付け　(その3)

図3.7　あばら筋の割付け　(その2)

図3.6　あばら筋の割付け　(その1)

図3.5　あばら筋組立の形

15d(余長) 15d(余長)

15d(余長) 15d(余長)

15d(余長) 15d(余長)

図3.12　片持梁主筋の定着及び余長

図3.13　片持梁主筋の定着

（４）コンセントボックス等を壁に埋め込む場合の補強は，図示による。

４.５　パラペット

図4.4　パラペットの配筋

S - 03

配筋標準図（その2）

Ｌ２

３ｈＬ

Ｌ２

３ｈＬ

Ｌ２

ｂＬｂＬ

３ｈＬ

ｂＬ Ｌ２

Ｌ２

図 面 名

会 社 名

事業所名

作成年月日

縮　尺

工 事 名

図面番号
A1: -

関東農政局　茨城中部農地整備事業所

A3: -

茨城中部農地整備事業

船渡東永寺団地船渡１工区区画整理その３工事



Ｌａ

５.１　スラブの配筋

配筋

種別

短辺方向 (主筋)

全域

長辺方向 (配力筋)

全域

S 1

S 2

S 3

S 4

S 5

S 6

S 7

D13-100@

D13-150@

D13-100@

D13-150@

D13-150@同上

同上

同上

同上

S 8

S 9

S10

S11

S12

S13

S14

D10-150@

D10-200@

D10-200@

D10-200@

D10-250@

D10-250@

D10-200@

同上

同上

同上

同上

配筋

種別

短辺方向 (主筋)

全域

長辺方向 (配力筋)

全域

短辺方向

長
辺
方

向

長辺方向

短辺方向 (主筋)

(配力筋)

柱 大梁 柱

大
梁

小
梁

D10-150@

表5.1　スラブの配筋

D10，D13-150@ D10，D13-150@

D10，D13-150@

D10，D13-150@

(注)　上端筋，下端筋とも同一配筋とする。

D10，D13-150@

D10，D13-200@ D10，D13-200@

５.２　スラブ筋の定着及び受け筋

５.３　片持スラブの配筋

D13-100@

配筋種別

CS1

上

下

上

下

上

下

上

下

CS2

CS3

CS4

CS5

上

下

上

下

上

下

CS6

CS7

主筋 主筋配筋種別

D13-200@

D13-150@

D13-300@

D10-200@

D10-200@

D10-400@

D10-200@

Ｌ２

Ｌ２ Ｌａ

主筋

受け筋

先端部補強筋

D13

D16

( ≦1,000)

( ＞1,000)

2-D13

Ｌ

主筋

受け筋

先端補強筋

D13

D16

2-D13

（段差なし） （段差あり）

( ≦1,000)

( ＞1,000)

10d以上

10d以上

8
d
以
上

8
d
以

上

表5.2　CS形配筋

Ｌ

D10，D13-150@

D10，D13-300@

D10，D13-200@

D10，D13-200@

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ

受け筋

先端部補強筋

D13

2-D13

Ｌ

受け筋

先端部補強筋

D13

2-D13

（段差あり）

≦600

主筋

配力筋

D10-200@

主筋

配力筋

D10-200@

（段差なし）

≦600

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

1
0
0
以
下

先
端

壁
厚
以

上

2-D13

先端壁の縦筋の径

及び間隔に合わせる

2-D13

1
0
0
以
下

1
0
0
以

下 先
端
壁

厚
以

上

５.５　スラブの開口部の補強

Ｌ１

Ｌ
１

Ｌ
１

開 口

本

本
2

2
(　　)

　補強を省略することができる。

Ｌ１

　の内側に配筋する。

５.４　片持スラブの先端に壁が付く場合の配筋

1.スラブ開口によって切られる鉄筋と同量の鉄筋で周囲を補強し，隅角部に斜め方向に2-D13（　=2　）シングルを上下筋

2.スラブ開口の最大径が両方向の鉄筋間隔以下で，鉄筋を緩やかに曲げることにより，開口部を避けて配筋できる場合は，

3.スラブ開口の最大径が700mm以下の場合に限る。

５.６　出隅部及び入隅部の補強

（１）屋根スラブの出隅及び入隅部

5-D10( ＝1,500)

5-D10( ＝1,500)

図5.8　出隅及び入隅部の補強配筋

（２）片持スラブの出隅部

３Ｌ

３
Ｌ

Ｌ
１

Ｌ１

出
隅
部

分

の
補
強

筋

/2

一般スラブ配力筋
出隅部

出隅受け部
出隅部分

の補強筋

出隅受け部配筋

/2

/
2

/
2

出隅部分補強配筋

補強筋の定着

図5.9　片持スラブ出隅部の補強配筋

５.７　スラブの打継ぎの補強等

Ｌ２ Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２Ｌ２

３Ｌ

ａ
D13 D13

ａ

中間部 端部

（２）土間コンクリートと基礎梁との接合部配筋

Ｌ２ Ｌ２

Ｌ２
Ｌ２

土間コンクリート補強筋

ａ ａ

土間コンクリート

補強筋の鉄筋径及

び間隔に合わせる。

D13D13

中間部 端部

図5.10　打継ぎ補強配筋

図5.11　土間コンクリートと基礎梁との接合部配筋

同材質，同間隔

スラブ筋と同径，

（１）土間スラブの打継ぎ補強（基礎梁とスラブを一体打ちとしないで，打継ぎを設ける場合の補強を示す。）

　して，梁及び柱を介して基礎へ荷重を伝達するものとする。

　して，梁及び柱を介して基礎へ荷重を伝達するものとする。

1.土間コンクリートとは，土に接するスラブのうち，床荷重を直接地盤へ伝達できるものをいい，それ以外は土間スラブと

2.aが300mm以下の場合に限る。

1.土間コンクリートとは，土に接するスラブのうち，床荷重を直接地盤へ伝達できるものをいい，それ以外は土間スラブと

2.aが300mm以下の場合に限る。

５.８　段差のあるスラブの補強

　　　1.  ≧  とする。　　　1.  ≧  とする。

　　　2.出隅受け部配筋は柱又は梁に   定着する。Ｌ１

配力筋 配力筋

(　　)

Ｌ１

1

2

1

1 2

1

1

2

1

1 2

70＜H≦150の場合

図5.12　段差のあるスラブの補強配筋

D13

H

350mm

5H

D13

H

H≦70の場合

1

図9.1　スラブの配筋

4.土間コンクリート補強筋の配筋及びコンクリート厚さは，特記による。

1.配筋の割付けは，中央から行い，端部は定められた間隔以下とする。

2.鉄筋の重ね継手長さは，　とする。

3.土間スラブ下の砂利地業厚さ及び捨コンクリート厚さは，特記による。

一般スラブの場合

耐圧スラブの場合

図5.2　スラブ筋の定着長さ及び受け筋(その1)

図5.3　スラブ筋の定着長さ及び受け筋(その2)

３Ｌ

３Ｌ３Ｌ

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

ｂＬ

３Ｌ
ｂＬ ｂＬ

ｂＬ

Ｌ２

受け筋(D13)

受け筋(D13)

受け筋(D13)

受け筋

受け筋(D16)

(D13)
受け筋

(D13)

(ロ)(イ) (ハ)

余長

余長

余長

余長

図5.4　片持スラブの配筋（CS1 から CS5）

図5.5　片持スラブの配筋（CS6 及び CS7）

2.スラブに段差のない場合は，主筋を引き通してスラブに定着してもよい。

1.先端の折曲げ長さLは，スラブ厚さよりかぶり厚さを除いた長さとする。

図5.6　先端に壁が付く場合の配筋

図5.7　スラブ開口部の補強配筋

垂れ壁のない場合 垂れ壁のある場合

1.補強筋を上下筋の下側に配置する。

1.150mm以下の段差のあるスラブの場合に限る。

Ｌ１

本

本

n1

n1

n2

n2

S - 04

配筋標準図（その3）

Ｌ２

Ｌ２
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配筋

種別

MH1

MH2

斜め筋 縦筋 溶接金網 配筋図

MH3

MH4

MH5

MH6

MH7

2-2-D13

2-2-D13

4-2-D13

4-2-D16

4-2-D16

4-2-D19

2-2-D13

2-2-D13

4-2-D13

2-6φ-100@

2-6φ-100@

なし

なし

(注)

６.１　片持スラブ形階段の配筋

Ｌ２

Ｌ２

３Ｌ

Ｌ２

配筋種別 KA1 KA2

配筋種別

配筋図

配筋図

D13

D13

2-D13

D13

D13

D10-300@

D10-300@

D10-300@

t

t

KA3 KA4

t

D13

D10-300@

D10-300@

t

2-D13

D13

D10-300@

t

t

表6.1　片持スラブ形階段の配筋

図6.1　片持スラブ形階段配筋の定着

　縦に下ろす。

６.２　二辺固定スラブ形階段の配筋

Ｌ２

Ｌ２

３Ｌ

ｂＬ

ｂＬ
Ｌ２

３Ｌ

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

３Ｌ

３Ｌ

Ｌ２

ｂＬ

D13-200@

配筋種別

KB1

D13-150@KB2

D13-100@KB3

D13,D16-150@KB4

D16-150@KB5

D16-125@KB6

D16-100@KB7

t

150

D10-200@

D10-300@

D10-200@
t

D10

D10

D10

D13

D13

t

150

D10

D10

D10-300@

(注)　下図の場合にも二辺固定スラブ形階段配筋を準用する。

0

0

0

表6.2　二辺固定スラブ形配筋

図6.2　二辺固定スラブ形階段配筋(その1)

図6.3　二辺固定スラブ形階段配筋(その2)

７.１　梁貫通孔の配筋

（12）他の開孔を設けない範囲は図7.3による。

Ｌ１

Ｌ１

縦筋

横筋

上縦筋

あばら筋

下縦筋

斜め筋

上縦筋

縦筋

下縦筋

あばら筋

斜め筋

横筋

縦筋
斜め筋

あばら筋

溶接金網

リング筋
リング筋

突合せ溶接
突出し 余長

D/2

斜め筋 あばら筋
突出し

余長

かぶり

貫通孔外径

かぶり

余長

突出し

溶接金網

D

H形

MH形及びM形

D

45°

縦筋

45°

Ｌ１

図7.1　梁貫通孔補強筋の名称等

図7.3　他の開孔を設けない範囲

７.２　梁貫通孔の補強形式

配筋

種別
斜め筋 縦筋 横筋 上下縦筋 配筋図

H1

H2

H3

H4

H7

H6

H5

2-2-D13

2-2-D13

2-2-D13 2-2-D13 2-2-D13

2-2-D13 3-2-D134-2-D13

なし

なし なし

4-2-D13

4-2-D16

4-2-D16

4-2-D19

4-2-D22

(注)

配筋

種別

M1

M2

M3

M4

2-2-D13

4-2-D13

4-2-D13

6-2-D13

なし

2-6φ-100@

縦筋 溶接金網 配筋図

(注)

表7.1　H形配筋

表7.2　M形配筋

表7.3　MH形配筋

（１）控壁の配筋

Ｌ２

Ｌ２

800

コンクリートブロック帳壁

D10-200@

D10

D13

D16

t

コンクリートブロック帳壁

D10-200@D10

コンクリートの厚さ

(２)　帳壁が土間コンクリート上に設置される場合の補強

図7.4　壁付き土間コンクリートの補強配筋

は，一般部分のあばら筋を示す。

上端筋，下端筋とも(全域)

（１）梁貫通孔補強筋の名称等は，図7.1による。

（２）孔の径は，梁せいの1/3以下とし，孔が円形でない場合はこれの外接円とする。

（３）孔の上下方向の位置は梁せい中心付近とし，梁中央部下端は梁下端よりD/3（Dは梁せい）の範囲には設けてはならない。

（４）孔は，柱面から，原則として，1.5D以上離す。ただし，基礎梁及び壁付帯梁は除く。

（５）孔が並列する場合の中心間隔は，孔の径の平均値の3倍以上とする。

（６）縦筋及び上下縦筋は，あばら筋の形に配筋する。

（７）補強筋は，主筋の内側とする。また，鉄筋の定着長さは，図7.2による。

（８）孔の径が梁せいの1/10以下，かつ，150mm未満のものは，鉄筋を緩やかに曲げることにより，開口部を避けて配筋できる

　　場合は，補強を省略することができる。

（９）溶接金網の余長は1格子以上とし，突出しは10mm以上とする。

（10）溶接金網の貫通孔部分には，鉄筋1-13φのリング筋を取り付ける。

　　　なお，リング筋は，溶接金網に４箇所以上溶接する。

（11）溶接金網の割付け始点は，横筋であばら筋の下側とし，縦筋では貫通孔の中心とする。

は，一般部分のあばら筋を示す。

は，一般部分のあばら筋を示す。

図7.3　控壁の配筋(水平，垂直とも)

７.３　コンクリートブロック帳壁との取合い

1.壁配筋は，4.1(2)による。

2.階段主筋は，壁の中心線を越えてから

3.スラブ配力筋の継手及び定着長さは，

図7.2　補強筋の定着長さ

貫通孔が円形の場合

　標準仕様書（表5.3.4）の　　とする。３Ｌ

余長

余長

余長

t

S - 05
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Ｔ型継手の開先標準

Ｈ

１（片面溶接） ２（両面溶接）

22＜ｔ≦40

6＜ｔ≦19 12＜ｔ≦22

ｔ≦12ｔ≦6

19＜ｔ≦40

（単位：mm）

１（片面溶接） ２（両面溶接）

22

13Ｄ 10

t 12

1211

1916 3628

1413

25

15 15

32

16

40

157t 54 6 1198 10 1312 14 251916 22 28 32 36 40

5S 43 5 876 8 109 10 11 1112 13 15 17 19 21 24

（単位：mm）

（単位：mm）

１（片面溶接） ２（両面溶接）

16≦ｔ≦4012≦ｔ≦40

　　　適用管厚　　 3.2mm≦ｔ≦12mm

主管の管軸と支管の管軸とは一致させること。

Ｄ－Ｄ断面図

Ａ部断面 Ｂ部断面 Ｃ部断面

　　自動機械により開先加工を行う場合はその限りではない。

ｔ＜3のときS＝3

ｔ≧3のときS＝ｔ

１（丸鋼等片面溶接） ３（軽量形鋼Ｖ形溶接）２（丸鋼等両面溶接） ４（軽量形鋼レ形溶接）

（単位：mm）

ｔ＜3のときS＝3

ｔ≧3のときS＝ｔ

（単位：mm）

　　　交角　　　　 30゜≦θ≦150゜

１（片面溶接）

6＜ｔ≦40

２（両面溶接）

6＜ｔ≦19 19＜ｔ≦40

（単位：mm）

（単位：mm）

Ｈ

ｔ≦6 ｔ≦12

１（片面溶接） ２（両面溶接）２（両面溶接）１（片面溶接）

6＜ｔ≦19 12＜ｔ≦19

19＜ｔ≦4019＜ｔ≦40

部材が直交しない場合の開先標準

かど継手の開先標準

Ａ（サブマージアーク自動溶接）

Ａ（サブマージアーク自動溶接）

Ｈ（被覆アーク溶接，ガスシールドアーク溶接及びセルフシールドアーク溶接）

Ｈ（被覆アーク溶接，ガスシールドアーク溶接及びセルフシールドアーク溶接）

Ｈ（被覆アーク溶接，ガスシールドアーク溶接及びセルフシールドアーク溶接）

g 1 g 1g 2　 g 2　 g 3

縁端距離

e
ねじの呼び

ボルト間隔

p

M12

40 60
M16

M20

M22

M24 45 70

ゲージ

M24

表1.1　縁端距離及びボルト間隔　　（単位：mm）

表1.2　千鳥打ちのゲージ及びボルト間隔　（単位：mm）

35

40

45

50

55

60

千鳥打ちのボルト間隔   Pt

ねじの呼び

M12,M16,M20,M22

50

45

40

35

25

－

65

60

55

50

45

40

表1.3　形鋼のゲージ及びボルトの最大軸径　（単位：mm）

45

50

60

25

28

35

35

40

40

12

16

16

20

20

22

g

65
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55
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24
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125

130

60
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24

24

150

175

200

40

55

70

90

35

100

125

150

175

200

250

300

350

400

56

75

90

105

120

150

150

140

140

16

16

22

22

24

24

24

24

24

20

20

22

22

24

24

12

35

40

40

45

50

55

30

65

70

75

80

90

100

50

40

70

90

Ａ又

はＢ

最大

軸径
Ｂ

最大

軸径
Ｂ

最大

軸径

※1　千鳥打ちとした場合

突合せ継手の開先標準
（単位：mm）

Ｈ

１（片面溶接） ２（両面溶接）２（両面溶接）１（片面溶接）

ｔ≦6 ｔ≦12

6＜ｔ≦19 12＜ｔ≦22

Ｇ＝ｔ

19＜ｔ≦40 22＜ｔ≦40

Ａ（サブマージアーク自動溶接）

　　　千鳥打ちのゲージ及びボルト間隔は，表1.2による。

　　　形鋼のゲージ及びボルトの最大軸径は，表1.3による。

　　　縁端距離及びボルト間隔は，表1.1による。

※1

構造関係共通事項（鉄骨標準図）

D1＝2(t－2)/3

D2＝(t－2)/3

D1＝(t－6)/2

D2＝(t－6)/2

1/4t≦S≦10

1/4t≦S≦10

1/4t≦S≦10

S＝ｔ

1/4t≦S≦10 1/4t≦S≦10

1/4t≦S≦10 1/4t≦S≦101/4t≦S≦10

D1＝2(t－2)/3

D2＝(t－2)/3

D1＝(ｔ－6)/2

D2＝(ｔ－6)/2

1/4t≦S≦10 1/4t≦S≦10 1/4t≦S≦10

1/4t≦S≦10 1/4t≦S≦10

1/4t≦S≦10 1/4t≦S≦10

1/4t≦S≦10
1/4t≦S≦10

D1＝(t－2)/2

D2＝(t－2)/2

D1＝(t－6)/2

D2＝(t－6)/2

D1＝2(t－2)/3

D2＝(t－2)/3

１.１　縁端距離及びボルト間隔等

１.２　溶接継手の種類別開先標準

1/4t≦S≦10

1/4t≦S≦10

１.３　鋼管分岐継手詳細

１.４　鉄骨溶接施工

（１）縁端距離及びボルト間隔

（２）千鳥打ちのゲージ及びボルト間隔

（３）形鋼のゲージ及びボルトの最大軸径

及びセルフシールドアーク溶接

被覆アーク溶接，ガスシールドアーク溶接
(　　　　　　　　    )

及びセルフシールドアーク溶接

被覆アーク溶接，ガスシールドアーク溶接
(　　　　　　　　    )

(　　　　　　　　    )及びセルフシールドアーク溶接

被覆アーク溶接，ガスシールドアーク溶接

隅肉溶接のサイズ

隅肉溶接の開先標準

２（両面溶接）１（片面溶接）

ｔ≦16 ｔ≦16 16＜ｔ≦40

（単位：mm）

Ｈ（被覆アーク溶接，ガスシールドアーク溶接及びセルフシールドアーク溶接） （２）エンドタブ

70以上

35以上

38以上

自 動 溶 接

半自動溶接

手　溶　接

溶接方法

（単位：mm）

裏当て金の溶接

12以上

9以上

6以上

t

（単位：mm）

半自動溶接

自 動 溶 接

手　溶　接

溶接方法

9

5

S

（単位：mm）

t＞9

t≦9

裏当て金の厚さ

溶接のサイズ

スニップカット

　　　改良型スカラップ

　　　従来型スカラップ

t

Sc

12

14

6 9

10 12 15

16以上

裏当て金の厚さ

エンドタブの長さ

1 2

　　　　スカラップ半径Srは35mmとする。

ただし，既製形鋼のスニップカットについては，

Sc＝r+2により求めるものとする。

スニップカットの寸法 （単位：mm）

（３）裏当て金

　（４）スカラップ

　　　（ア）スカラップ半径 Sr　は35mmとする。Sr　は10mmとする。

　　　（イ）スカラップ円弧の曲線は，フランジに滑らかに接するように加工し，複合円は滑らかに仕上げる。

　（５）スニップカット

　　（ア）スニップカット部は溶接により埋めるものとする。

　（６）溶接部分の段差

（ア）裏当て金の組立溶接は，接合部に影響を与えないように，エンドタブの位置又は梁フランジ幅の1/4の位置に行い，

　　　による。図示がなければ，ボルト軸径の2.5倍以上とする。

　　　ただし，引張材の接合部分において，せん断力を受けるボルトが応力方向に３本以上並ばない場合の縁端距離は，図示

　　　また，アンカーボルトの縁端距離は図示による。

部分溶込み溶接の開先標準

重ねアーク溶接（フレア溶接）の開先標準

（１）エンドタブ・裏当て金の鋼材の種別及び引張強さによる区分は，母材と同等とする。

　　　エンドタブの形状は母材と同厚，同開先のものとする。

　　　梁フランジ両端から10mm以内の位置には行ってはならない。

（イ）完全溶込み溶接の片面溶接に用いる裏当て金は原則としてフランジの内側に設置する。

S

　　（ア）完全溶込み溶接を行う部分の板厚の差による段違いが10mmを超える場合又は低応力高サイクル疲労を受ける場合。
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鉄骨標準図（その1）図 面 名

会 社 名

事業所名

作成年月日

縮　尺

工 事 名

図面番号
A1: -

関東農政局　茨城中部農地整備事業所

A3: -

茨城中部農地整備事業

船渡東永寺団地船渡１工区区画整理その３工事



F F

F

F

（自然開先）

F

F

T

F

F

 1

 1

  2  1

 1

  2

  2

  2

2

1

100

以上

φ
Ｈ Ｄ

100

以上

φH

50

50
50

20

tf

LC

t w pt

0～50～5

e

100以下
B

φ
fft t

60° 60°

50

0～5 0～5

LC

L LbLa

鋼材の種類
（℃）（kJ/cm）

入熱 パス間温度
溶接材料規格

JIS Z 3313

JIS Z 3214

JIS Z 3211 350以下

450以下

450以下

350以下

350以下

40以下

40以下

40以下

30以下

30以下

JIS Z 3312

T490Tx-yCA-U

T490Tx-yMA-U

T550Tx-yCA-U

T550Tx-yMA-U

YGW-11，15

YGW-18，19

　（７）鋼材と溶接材料の組合せと溶接条件

１.６　梁貫通孔補強

（１）鉄骨造及び鉄骨鉄筋コンクリート造の鉄骨梁ウェブ部材に貫通孔を設ける場合は，次による。

　（ア）貫通孔の内径寸法は，鉄骨せいの1/2以下かつ鉄筋コンクリートの梁せいの1/3以下とする。

　（イ）貫通孔間隔は，両側の貫通孔径の平均値の，鉄骨造で2倍以上，鉄骨鉄筋コンクリート造で3倍以上確保する。

　　　梁貫通孔の位置の限度　（単位：mm）

Ｈ：鉄骨せい

Ｄ：梁せい

φ：貫通孔内径寸法

　(φ≦H/2，かつ，φ≦D/3)

（２）貫通孔の補強方法は，構造図による。

　　　　（ア）補強プレートが16mm以上となる場合は，必要な長さの1/2以上の補強プレートをウェブ両面から溶接する。

　　　　（イ）補強プレートは丸型としても良い。上下フランジとのあき50mmについては施工性を考慮して小さくすることもできる。

　　　補強プレート法及び補強トラス法の溶接等は，以下による。

　　　　補強プレート法

補強プレート

　　　　補強トラス法

　　　　　スリーブの取付けは，全周隅肉溶接とする。

   は３φ又は 　のうち小さい方とする。   (ｅ≧Ｈとする)

ｅ：材端と補強プレートの間隔

補強トラス

引張強さ570MPa以上のものを除く

引張強さ570MPa以上のものを除く

JIS Z 3312

JIS Z 3313

JIS Z 3214

350以下

350以下

250以下

350以下

250以下

40以下

30以下

30以下

40以下

40以下

JIS Z 3211

T490Tx-yCA-U

T490Tx-yMA-U

T550Tx-yCA-U

T550Tx-yMA-U

YGW-11，15

YGW-18，19

引張強さ570MPa以上のものを除く

JIS Z 3312

JIS Z 3312

JIS Z 3312

JIS Z 3313

JIS Z 3313

250以下

350以下

250以下

250以下

250以下

350以下

30以下

30以下

30以下

40以下

40以下

JIS Z 3313

30以下

T550Tx-yCA-U

T550Tx-yMA-U

T490Tx-yCA-U

T490Tx-yMA-U

T550Tx-yCA-U

T550Tx-yMA-U

T550Tx-yCA-U

T550Tx-yMA-U

YGW-18，19

YGW-11，15

YGW-18，19

YGW-18，19

１.５　重ねアーク溶接（フレア溶接）を行う場合の溶接長さ

鉄筋又は軽量形鋼に重ねアーク溶接（フレア溶接）を行う場合の溶接長さ（L）は，ビートの始点（La）及びクレーター（Lb）

を除いた長さとする。

Ｌａ及びＬｂは1d（軽量形鋼については1S）以上

　d：異形鉄筋の呼び名に用いた数値

　S：溶接のサイズ

Ｌ：片面フレア溶接の場合　10d

　　両面フレア溶接の場合　 5d

520N級炭素鋼

490N級炭素鋼

(STKR及び

400N級炭素鋼

(STKR，BCR及び

　BCPに限る。)

G49A0U-CCJ

G49A0U-NCC，NCCT等

G49A0U-CCJ

G49A0U-NCC，NCCT等
JIS Z 3315

JIS Z 3315

400N級炭素鋼

(STKR，BCR及び

　BCPを除く。)

490N級炭素鋼

(STKR及び

BCPを除く。)

40以下 350以下

40以下 350以下

1 2

１.７　その他

（１）広幅平鋼の取扱い

　　　BH材のフランジ及びフランジに使用する外側スプライスプレートは，PL表記であっても FB又はPLとする。

（２）フィラープレートの材質

　　　フィラープレートを使用する場合，材質はSS400とする。

（３）もや，胴縁類の取付け用ボルト

　　　もや，胴縁類の取付け用ボルトを普通ボルト結合とする場合は，二重ナットとする。

BCPに限る。)

引張強さ570MPa以上のものを除く
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鉄骨標準図（その2）図 面 名

会 社 名

事業所名

作成年月日

縮　尺

工 事 名

図面番号
A1: -

関東農政局　茨城中部農地整備事業所

A3: -

茨城中部農地整備事業

船渡東永寺団地船渡１工区区画整理その３工事
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図面番号

工 事 名

図 面 名

年 月 日

縮 　 尺

会 社 名

事業所名 関東農政局 茨城中部農地整備事業所

新築排水機場

S=1/100

梁伏図、軸組図
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図面番号

工 事 名

図 面 名

年 月 日

縮 　 尺

会 社 名

事業所名 関東農政局 茨城中部農地整備事業所

新築排水機場構造リスト(鉄筋コンクリート)

S=1/30

X

Y

Ｂ×Ｄ

位置

主筋

断面

柱・基礎リスト　1/30

断面

フープ

トップフープ

基礎部

ダブル巻き

16-D16

500×500

D10-100＠

ダブル巻き

16-D16

D10-100＠

養生筋

コ形　12-D13

フープ　D10-100＠

4-D13（ｘ方向・ｙ方向）4-D13（ｘ方向・ｙ方向）

杭仕様

杭本数

杭頭位置

杭実長

上杭

中杭

下杭

杭翼部

1 1

GL-1.8m GL-1.8m

17.0m 17.0m

5.0m 5.0m

6.0m 6.0m

5.0m 5.0m

446.0×t22

G-ECSパイル工法　190.7φ×t7　(STK490) G-ECSパイル工法　216.3φ×t8.2　(STK490)

503.7×t22

鉄筋（D19以上） SD345

構造仕様

1階躯体コンクリート

鉄筋（D10・D13・D16）

基礎コンクリート

1階床コンクリート

SD295A

Fc＝24、S＝15

Fc＝24、S＝18

種類

捨コンクリート Fc＝18、S＝15

種類仕様

回転貫入鋼管杭

・杭打設後の杭芯ずれによる偏心については、

　基礎・基礎梁の再検討を行うこと。

仕様

長期支持力

杭頭補強筋

354.5　kN/本

6-D13

277.8　kN/本

6-D13

・杭工法は、G-ECSパイル工法

<国土交通大臣認定工法　TACP-0585>

基礎配筋

P1 P2

基礎

F1 F1A基礎符号

杭符号

礎柱符号 FC1

杭頭補強要領図　1/10

▽基礎底

註．特記なき限り巾止め筋は、D10ー900＠～1000＠とする

Ｂ×Ｄ

F

基礎梁リスト　1/30

符号

位置

▽GL

S=6

スタラップ

腹筋

壁リスト　1/30

符号 縦筋及び横筋 開口・端部補強筋断面

上端筋

下端筋

D13-200＠

2-D13-200＠

全域

250×1600

2-D16
2-D16

2-D16
2-D16

FG1A

全域

D13-200＠

FG3

400×800

4-D22

4-D22

2-D13

D13-200＠

2-D13-200＠

全域

250×1600

2-D16
2-D16

2-D16
2-D16

FG1・FG2

全域

250×450

3-D16

－

D10-200＠

床リスト

版　厚 位　置
全断面

符　号
主筋（短辺）方向

上端筋

下端筋

全断面
端部補強筋 開口補強筋

配力筋（長辺）方向
備考

部分配筋詳細図　1/30

※h≦70の場合、増打部に補強配筋は不要

梁増打補強配筋図

上端筋

下端筋

D13-200＠

上端筋

下端筋

D10-200＠

D10-200＠

CS15 150
D10-200＠

D10-200＠

D10-200＠

4辺固定

片持ち床

片持ち床先端 2-D13

先端 2-D13

180
D10・D13-150＠

D10・D13-150＠

D10・D13-150＠

D10・D13-150＠

CS18

S18

180
D13-200＠

D10-200＠

W14

W10

縦筋

横筋

縦筋

横筋

D10-150＠シングル 1-D13

D10-150＠シングル 1-D13

縦筋

横筋

縦筋

横筋

D10-150＠シングル 1-D13

D10-150＠シングル 1-D13

杭

基礎部

500×500

FC1A

基礎部

500×500

FC1A

▽GL
▽1FL

▽GL
▽1FL ▽1FL

▽GL

養生筋

縦筋　6-D13

フープ　D10-100＠

養生筋

縦筋　12-D13

フープ　D10-100＠

縦補強筋3-D16 4-D16

4-D16

4-D16

横補強筋

斜補強筋

FB1 梁貫通補強

※FG1、FG1Aの主筋、腹筋は、土圧を受けるため柱脚立上り断面(500×500)内へ40dの定着とする。

捨コンクリートt50

砕石t60

フープダブル巻き

捨コンクリートt50

砕石t60

フープダブル巻き

回転貫入鋼管杭

φ-190.7×7

17
.0
m

中詰めコンクリート

捨コンクリートt50

砕石t60

捨コンクリートt50

砕石t60

上筋　2-D16（w≦350）

　　　3-D16（w＞350）

スタラップ　梁と同径、同ピッチ

6-D13（SD295)

▽柱面

捨コンクリートt50
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回転貫入鋼管杭
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50
0

500

250 250

25
0

25
0 50

0

500

250 250

25
0

25
0

50

20
0

80
0

50

20
0

80
0

30
0

300 300

30
0

30
0

300 300

30
0

60
0

20
0

20
0

w

h
L2

14
0

10
0

10
0

52
0

11
15

11
15

13
5

13
5

13
5

20
50

85
30

0

20
5018
50

600

60
0

600

60
0

60
0

60
0

230 230

24
5 50

90

85
30

0

30
0

230 230

19
15

13
5

19
15

13
56520 6520 6520

13
585

X

Y

Ｂ×Ｄ

位置
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断面

断面

フープ

トップフープ

基礎部

ダブル巻き

16-D16

500×500

D10-100＠

ダブル巻き

16-D16

D10-100＠

養生筋

コ形　12-D13

フープ　D10-100＠

4-D13（ｘ方向・ｙ方向）4-D13（ｘ方向・ｙ方向）

杭仕様

杭本数

杭頭位置

杭実長

杭翼部

1 1

GL-1.8m GL-1.8m

5.50m 5.50m

446.0×t22

G-ECSパイル工法　190.7φ×t7　(STK490) G-ECSパイル工法　216.3φ×t8.2　(STK490)

503.7×t22

長期支持力

杭頭補強筋

354.5　kN/本

6-D13

277.8　kN/本

6-D13

基礎配筋

P1 P2

基礎

F1 F1A基礎符号

杭符号

礎柱符号 FC1

基礎部
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基礎部
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砕石t60
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外ダイアフラム PL-16×200×200（SN400C）

内ダイアフラム PL-16×132×132（SN400C）

トッププレート PLー12×150×150（SS400）

ガセットプレート GPL-6

HTB HTB　2-M12

ベースプレート

ベースプレート下端位置 GL+85

アンカーボルト

アンカーフレーム PL-80×250×9×4ヶ

ベースプレート

ベースプレート下端位置 GL+85

アンカーボルト 4-M16×L＝500
(埋込長300フック付き）
（ABR400）ダブルナット締め

4-M16×L＝600(埋込長400）
（ABR400）ダブルナット締め

BPLー12×260×120（SS400）

□-150×150×9 □-100×100×3.2

BPL-t19×290×290(SN400C)
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図面番号

工 事 名

図 面 名

年 月 日

縮 　 尺

会 社 名

事業所名 関東農政局 茨城中部農地整備事業所

新築排水機場構造リスト(鉄骨)

S=1/20

部材断面

柱

継手フランジ

剛接合

接合種類
PL

種別
PL

特記
HTB

継手ウェブ

HTB
符号

C1 □-150×150×9 STKR400 BPL-19×290×290（SN400C）、Abolt　8-M6（ABR400）二重ナット締め、アンカーフレームPL-9（SS400）

間柱 ピン接合□-100×100×3.2 GPL-6 HTB　2-M12

SS400H-300×150×6.5×9G30大梁

SS400H-194×150×6×9

剛接合
外2PL-9×150×290

内4PL-9×60×290
2PL-6×200×170HTB　16-M16 HTB　6-M16

剛接合
外2PL-9×150×290

内4PL-9×60×290
HTB　16-M16 HTB　4-M162PL-6×140×170

小梁 SS400 ピン接合 GPL-9H-300×150×6.5×9B30 HTB　3-M20

ピン接合SS400 GPL-6H-175×90×5×8B17 HTB　2-M20

屋根ブレース SNR400B HTB　1-M161-M16　TB締めBR16

鉄骨断面リスト

部位

鉄骨断面リスト

継手記号

部　材

形　状

フランジ

ウェブ

備　考

継手：J30

外

内

2PL- 9x150x290

4PL- 9x 60x290

2PL- 6x200x170

16-M16

　6-M16

H-300×150×6.5×9

継手：J19

BPL-12×260×100（SS400）、Abolt　2-M12（SS400）二重ナット締め、埋込長400フック付き

外

内

2PL- 9x150x290

4PL- 9x 60x290
16-M16

2PL- 6x140x170 　4-M16

H-194×150×6×9

外

内

H-300×150×6.5×9

継手：BJ30

B30

G30

　3-M20GPL- 9

外

内

B17

G30・B30 

GPL- 6 　2-M20

継手：BJ17

H-175×90×5×8

胴縁

胴縁隅柱 □-100×100×3.2

C-100×50×20×2.3-600＠

ピン接合

ピン接合

ピン接合

STKR400

STKR400

SSC400 bolt 2-M10ネコL-100×75×7

ネコL-50×50×4 現場溶接

PL-6

GPL-6

HTB　2-M12

PL-12×150×150

P1

外ダイアフラム

PL-16×200×200
内ダイアフラム

PL-16×132×132

外ダイアフラム

PL-16×200×200

C1

アンカーフレーム

PL-80×250×9×4ヶ

▽1FL
▽GL ▽GL

▽1FL

BPLー12×260×120

仕口：C1

ベース：C1

P10

継手：P10

ベース：P10

P10

BPL-t19×290×290

(SN400C)

GPL-6

コンクリート

鉄筋（D10・13・16）

鉄筋（D19以上）

SD295A

SD345

部位 仕様

構造仕様

材料

Fc＝24

鉄骨（角形鋼管）

SS400大梁

C1 柱（STKR400）、BPL（SN400C）、Abolt（ABR400）

P10 間柱（STKR400）、BPL（SS400）、Abolt（SS400）

鉄骨（HTB） トルシア系高力ボルトS10T

鉄骨（軽量形鋼） SSC400

鉄骨（ブレース）

ダイアフラム

その他

鉄骨（プレート）

SS400

SNR400B・JIS建築用ターンバックル

SN400C

SS400小梁

鉄骨（H形鋼）

鉄骨（鋼板）

SS400

PL-16 、19 SN400C

PL-12以下

GPL- 9

GPL- 9

HTB　3-M20

GPL- 6
GPL- 6

HTB　2-M20

アンカーフレーム

PL-80×250×9×4ヶ

座金PL-16

BPLに溶接の事

無収縮モルタル

注意！

アンカーボルト

4-M16×L＝600

(埋込長400）（ABR400）

▽通り心

梁
幅

座金PL-9

BPLに溶接の事

▽柱面

注意！

アンカーボルト

4-M16×L＝500

(埋込長300）（ABR400）

無収縮モルタル
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工 事 名

図 面 名

年 月 日

縮 　 尺

会 社 名

事業所名

船渡東永寺団地船渡１工区区画整理その３工事

関東農政局 茨城中部農地整備事業所

茨城中部農地整備事業

構造図(鉄骨架構図)

▽GL
▽1FL

▽RFL(水下)

▽水上 ▽水上

▽RFL(水下)
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▽GL ▽GL

▽1FL

▽RFL(水下)

▽水上

▽GL

▽RFL(水下)

▽水上 ▽水上

▽RFL(水下)

▽1FL
▽GL ▽GL

▽1FL

▽RFL(水下)

▽水上▽水上

▽1FL

仕口：C1

仕口：C1 仕口：C1 仕口：C1 仕口：C1

継手：J30

継手：J30 継手：J30 継手：J30 継手：J30 継手：J30

ベース：C1 ベース：C1 ベース：C1 ベース：C1 ベース：C1

継手：P1 継手：P1 継手：P1
継手：P1

継手：P1
継手：P1 継手：P1 継手：P1 継手：P1

FC1

W10 W14
かさ上げスタラップ　
D13ー200＠

かさ上げスタラップ　
D13ー200＠

F1 F1A F1F1AF1A

ベース：P10 ベース：P10 ベース：P10 ベース：P10 ベース：P10 ベース：P10 ベース：P10 ベース：P10 ベース：P10

P
1
0
：

□
-
1
0
0
×

1
0
0
×

3
.
2

P
1
0
：

□
-
1
0
0
×

1
0
0
×

3
.
2

P
1
0
：

□
-
1
0
0
×

1
0
0
×

3
.
2

P
1
0
：

□
-
1
0
0
×

1
0
0
×

3
.
2

P
1
0
：

□
-
1
0
0
×

1
0
0
×

3
.
2

P
1
0
：

□
-
1
0
0
×

1
0
0
×

3
.
2

P
1
0
：

□
-
1
0
0
×

1
0
0
×

3
.
2

P
1
0
：

□
-
1
0
0
×

1
0
0
×

3
.
2

P
1
0
：

□
-
1
0
0
×

1
0
0
×

3
.
2

FG2 FC1A

スタラップ
□ｰD13-200＠

FC1A FG2FC1

スタラップ
□ｰD13-200＠

FG1

FC1A
スタラップ
□ｰD13-200＠

S=1/30

3
100

C1 C1C1

P1

G19A

出入口庇取付用
2L-50×50×6

窓庇取付用
C-100×50×20×2.3

開口部周囲胴縁
C-100×50×20×2
.ネコL-50×50×4 開口部周囲胴縁

C-100×50×20×2
.ネコL-50×50×4

胴
縁

隅
柱

□
-
1
0
0
×
1
0
0
×
3
.
2

ネ
コ

L
-
5
0
×

5
0
×

4

胴
縁

隅
柱

□
-
1
0
0
×
1
0
0
×
3
.
2

ネ
コ

L
-
5
0
×

5
0
×

4

胴
縁

隅
柱

□
-
1
0
0
×
1
0
0
×
3
.
2

ネ
コ

L
-
5
0
×

5
0
×

4

胴
縁

隅
柱

□
-
1
0
0
×
1
0
0
×
3
.
2

ネ
コ

L
-
5
0
×

5
0
×

4

窓庇取付用
C-100×50×20×2.3

開口部周囲胴縁
C-100×50×20×2
.ネコL-50×50×4

開口部周囲胴縁
C-100×50×20×2
.ネコL-50×50×4

開口部周囲胴縁
C-100×50×20×2
.ネコL-50×50×4

胴縁
C-100×50×20×2.3-600＠
ネコL-100×75×7
bolt 2-M10

胴縁
C-100×50×20×2.3-600＠
ネコL-100×75×7
bolt 2-M10

G19A：H-194×150×6×9

2-D16
4-D22

5
-
D
1
6

2
-
D
1
6

2
-
D
1
6

2
-
D
1
6

5
-
D
1
6

5
-
D
1
6

2
-
D
1
6

2
-
D
1
6

2
-
D
1
6

5
-
D
1
6

5
-
D
1
6

2
-
D
1
6

2
-
D
1
6

2
-
D
1
6

5
-
D
1
6

5
-
D
1
6

2
-
D
1
6

2
-
D
1
6

2
-
D
1
6

5
-
D
1
6

5
-
D
1
6

2
-
D
1
6

2
-
D
1
6

2
-
D
1
6

5
-
D
1
6

フープ
□ｰD10-100＠

フープ
□ｰD10-100＠

フープ
□ｰD10-100＠

フープ
□ｰD10-100＠

開口部下辺胴縁
2C-100×50×20×2.3

開口部下辺胴縁
2C-100×50×20×2.3

開口部下辺胴縁
2C-100×50×20×2.3

※内壁ボード張り用
(梁下に設ける)

※内壁ボード張り用
(梁下に設ける)

2-D16
2-D16
2-D16
(定着40d）

2-D16
2-D16
2-D16
(定着40d）

フープ
□ｰD10-100＠

幅止め　
D10ー1000＠2-D13-200＠

(定着40d）

2-D16
2-D16
(定着40d）

2-D16
2-D16
(定着40d）

2-D13-200＠
(定着40d）

幅止め　
D10ー1000＠

2-D13
4-D22

※内壁ボード張り用
(柱側に設ける)

※内壁ボード張り用
(柱側に設ける)

※内壁ボード張り用
(柱側に設ける)

※内壁ボード張り用
(柱側に設ける)

※内壁ボード張り用
(柱側に設ける)

※内壁ボード張り用
(柱側に設ける)

換気扇用胴縁
C-100×50×20×2.3(周囲)


	A-0_現況計画平面図（アップ）排水機場
	×1000-6

	A-01_特記仕様書(1)
	001D0STZ

	A-02_特記仕様書(2)_0302修正
	レイアウト1

	A-03_特記仕様書(3)
	003D0STZ

	A-04_特記仕様書(4)
	004D0STZ

	A-05_特記仕様書(5)_0302修正
	レイアウト1

	A-06_特記仕様書(6)
	006D0STZ

	A-07_特記仕様書(7)
	007D0STZ

	A-08_特記仕様書(8)
	008D0STZ

	A-09_特記仕様書(9)
	009D0STZ

	A-10_仕上表・求積図・建具表
	010D0STZ

	A-11_平面図・立面図・断面図0305
	レイアウト1

	A-12_平面詳細図・断面詳細図20260306
	レイアウト1

	A-13_既設排水機場_平面・立面・断面図
	013D0STZ

	AE-01_電気設備工事特記仕様書
	014D1STZ

	AE-02_電灯分電盤結線図・照明器具姿図
	015D1STZ

	AE-03_電気コンセント・動力設備平面図0305修正
	016D1STZ

	AM-01_機械設備工事特記仕様書
	028D3STZ

	AM-02_換気設備 平面図
	029D3STZ

	S-01_構造関係共通事項
	017D2STZ

	S-02_配筋標準図(1)
	018D2STZ

	S-03_配筋標準図(2)
	019D2STZ

	S-04_配筋標準図(3)
	020D2STZ

	S-05_配筋標準図(4)
	021D2STZ

	S-06_鉄骨標準図(1)
	022D2STZ

	S-07_鉄骨標準図(2)
	023D2STZ

	S-08_梁伏図・軸組図
	024D2STZ

	S-09_RCリスト（杭長修正版）
	025D2STZ

	S-10_鉄骨リスト
	026D2STZ

	S11_鉄骨架構図+2_0302修正
	レイアウト1

	00_図面一式（建築）20260126.pdfから抽出した内容1.pdf
	00_図面一式（建築）20260126.pdf


